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3.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備【44 条】 

【設置許可基準規則】 

（緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備） 

第四十四条 発電用原子炉施設には，運転時の異常な過渡変化時において発電用原子

炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合又は

当該事象が発生した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉冷却

材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するとともに，発電用原子炉

を未臨界に移行するために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

1 第44条に規定する「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が

発生するおそれがある場合」とは，発電用原子炉が緊急停止していなければならな

い状況にもかかわらず，原子炉出力又は原子炉圧力等のパラメータの変化から緊急

停止していないことが推定される場合のことをいう。 

2 第44条に規定する「発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な設備」とは，

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を

いう。 

（1）BWR 

a）センサー出力から最終的な作動装置の入力までの原子炉スクラム系統から

独立した代替反応度制御棒挿入回路（ARI）を整備すること。 

b）上記1の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生

するおそれがある場合」に，原子炉出力を制御するため，原子炉冷却材再

循環ポンプを自動で停止させる装置を整備すること。 

c）十分な反応度制御能力を有するほう酸水注入設備（SLCS）を整備すること。 

（2）PWR 

ａ）上記1の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発

生するおそれがある場合」に，原子炉出力を抑制するため，補助給水系ポ

ンプを自動的に起動させる設備及び蒸気タービンを自動で停止させる設

備を整備すること。 

ｂ）上記 1の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発

生するおそれがある場合」には，化学体積制御設備又は非常用炉心冷却設

備による十分な量のほう酸水注入を実施する設備を整備すること。 
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3.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

3.1.1  設置許可基準規則第 44 条への適合方針 

運転時の異常な過渡変化時において発電用原子炉の運転を緊急に停止すること

ができない事象が発生するおそれがある場合，又は，当該事象が発生した場合にお

いても，炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子

炉格納容器の健全性を維持するとともに，発電用原子炉を未臨界に移行するための

設備として，ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）（ARI），ATWS 緩和設備（代替冷

却材再循環ポンプ・トリップ機能），及び，ほう酸水注入系（SLC）を設ける。 

 

 

(1)  ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）(設置許可基準規則解釈の第 2 項

(1)a)) 

多重化された原子炉緊急停止系から独立した ATWS 緩和設備（代替制御棒挿

入機能）を設け，原子炉圧力高又は原子炉水位低（レベル 2）の信号により全

制御棒を挿入させることができる設計とする。なお，スクラム失敗時は手動に

より ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）を動作させることができる設計と

する。 

また，ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）により作動する制御棒，制御棒

駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットについて，発電用原

子炉を未臨界にする設計とする。 

 

(2)  ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）(設置許可基準規

則解釈の第 2項(1)b)) 

多重化された原子炉緊急停止系から独立した ATWS 緩和設備（代替冷却材再

循環ポンプ・トリップ機能）を設けることにより，原子炉圧力高又は原子炉水

位低（レベル 3）の信号により，原子炉冷却材再循環ポンプ 4 台を自動トリッ

プできる設計とし，原子炉水位低（レベル 2）の信号により，原子炉冷却材再

循環ポンプ 6台を自動トリップできる設計とする。なお，スクラム失敗時は手

動により原子炉冷却材再循環ポンプをトリップさせることができる設計とす

る。 

 

(3) ほう酸水注入系(設置許可基準規則解釈の第 2項(1)c)) 

原子炉緊急停止系の機能が喪失した場合の重大事故等対処設備として，ほう

酸水注入系を使用する。 

ほう酸水注入系は，発電用原子炉を十分未臨界にするための反応度制御能力

を有する設計とする。 

 

また，重大事故等時において原子炉緊急停止失敗時に自動減圧系が作動すると，

高圧炉心注水系及び低圧注水系から大量の冷水が注水され，出力の急激な上昇につ

ながるため，自動減圧系の起動阻止スイッチにより自動減圧系及び代替自動減圧ロ

ジック（代替自動減圧機能）による自動減圧を阻止する設計とする。 

（これについては「3.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備（設

置許可基準規則第 46 条に対する設計方針を示す章）」で示す。） 
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なお，緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための自主対策設備として，

以下を整備する。 

 

(4) 手動スクラムボタン 

手動スクラムボタンを操作することで，制御棒のスクラム動作が可能である

ことから，手動スクラムボタンを整備している。 

 

(5) 原子炉モードスイッチ「停止」 

原子炉モードスイッチを「停止」位置に切り替えることで，制御棒のスクラ

ム動作が可能であることから，原子炉モードスイッチを整備している。 

 

(6) スクラムテストスイッチ 

スクラムテストスイッチを操作することで，制御棒のスクラム動作が可能で

あることから，スクラムテストスイッチを整備している。 

 

(7) 原子炉緊急停止系電源スイッチ 

原子炉緊急停止系電源スイッチを操作することでスクラムパイロット弁電

磁コイルの電源を遮断し，制御棒のスクラム動作が可能であることから，原子

炉緊急停止系電源スイッチを整備している。 

 

(8) 制御棒操作監視系，制御棒駆動機構（電動駆動） 

スクラムテストスイッチ若しくは原子炉緊急停止系電源スイッチの操作に

より制御棒を水圧駆動で挿入完了するまでの間，又はこれらの操作が実施でき

ない場合に，電動駆動で制御棒を挿入する手段として有効であることから，制

御棒操作監視系，制御棒駆動機構（電動駆動）を整備している。なお，電動駆

動で制御棒を挿入する手段には原子炉スクラム信号又は代替制御棒挿入機能

作動信号による制御棒の自動挿入及び制御棒操作監視系にて選択した制御棒

の手動挿入がある。 

 

(9) 給水制御系，給水系（原子炉給水ポンプ），原子炉隔離時冷却系，高圧炉心

注水系 

給水系（原子炉給水ポンプ），原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系による

発電用原子炉への給水量の調整により，原子炉水位を低下でき，発電用原子炉

の出力抑制を行えることから，給水制御系，給水系（原子炉給水ポンプ），原

子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系を整備している。 
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3.1.2   重大事故等対処設備 

3.1.2.1   ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能） 

3.1.2.1.1   設備概要 

ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）は，発電用原子炉が運転を緊急に停止して

いなければならない状況にもかかわらず，原子炉出力，原子炉圧力等のパラメータ

の変化から緊急停止していないことが推定される場合に，発電用原子炉を未臨界に

するため代替制御棒挿入を行うための機能である。 

本系統は，検出器（原子炉圧力及び原子炉水位），論理回路及び代替制御棒挿入

機能用電磁弁で構成し，原子炉圧力高又は原子炉水位低（レベル 2）の場合に，代

替制御棒挿入信号を発信する回路で構成する。原子炉圧力高及び原子炉水位低（レ

ベル 2）の検出器を多重化し，原子炉圧力高は 2 out of 3 論理にて，原子炉水位

低（レベル 2）は 2 out of 4 論理にて，作動回路が自動的に信号を発信するよう，

信頼性向上を図る設計とする。 

また，中央制御室の手動スイッチにより，代替制御棒挿入信号を発信する回路を

作動することが可能な設計とする。 

なお，ATWS緩和設備（代替制御棒挿入機能）により作動する制御棒，制御棒駆動

機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットについても，重大事故等対処

設備として整備する。本系統に関する重大事故等対処設備一覧を表3.1-1に示す。 
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表 3.1-1 ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）【常設】 

上記 ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）にて作動する設備と

して，以下の設備を整備する。 

制御棒【常設】 

制御棒駆動機構（水圧駆動）【常設】 

制御棒駆動系水圧制御ユニット【常設】 

附属設備 － 

水源 － 

流路 制御棒駆動系配管【常設】 

注水先 － 

電源設備※1 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※2 平均出力領域モニタ【常設】 

起動領域モニタ【常設】 

※1：単線結線図を補足説明資料 44-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

※2：主要設備を用いた炉心損傷防止及び原子炉格納容器の破損防止対策を成功

させるために把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

 

なお，ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能）は，以降，代替制御棒挿入機能とい

う。 
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3.1.2.1.2   主要設備の仕様 

図 3.1-1 に代替制御棒挿入機能の説明図を示す。 
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主要機器の仕様を以下に示す。 

(1)制御棒 

  種類     ：十字形 

  中性子吸収材 ：ボロンカーバイド粉末 

  有効長さ   ：約 3.6ｍ 

個数     ：205 

取付箇所   ：原子炉格納容器内(原子炉圧力容器内) 

 

(2) 制御棒駆動機構（水圧駆動） 

  最高使用圧力 ：8.62MPa[gage] 

  最高使用温度 ：302℃ 

  個数     ：205 

 取付箇所   ：原子炉格納容器内 

 

(3) 制御棒駆動系水圧制御ユニット（アキュムレータ） 

  種類     ：たて置円筒形 

  容量     ：66L/個 

  最高使用圧力 ：18.6MPa[gage] 

  最高使用温度 ：66℃ 

  個数     ：103 

 取付箇所   ：原子炉建屋地下 3階 
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3.1.2.1.3   設置許可基準規制第 43 条への適合方針 

3.1.2.1.3.1   設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替制御棒挿入機能は，中央制御室及び原子炉建屋原子炉区域内に設置する

設備であることから，その機能を期待される重大事故等が発生した場合におけ

る，中央制御室及び原子炉建屋原子炉区域内の環境条件を考慮し，その機能を

有効に発揮することができるよう，以下の表 3.1-2 に示すような設計とする。 

また，制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニ

ットは，原子炉格納容器内及び原子炉建屋原子炉区域内に設置される設備であ

ることから，その機能を期待される重大事故等時の原子炉格納容器内及び原子

炉建屋原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮

することができるよう，表 3.1-2 に示す設計とする。 

（44-3） 

 

表 3.1-2 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉格納容器内，中央制御室及び原子炉建屋原子炉区域

内で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐え

られる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉格納容器内，中央制御室及び原子炉建屋原子炉区域

内に設置するため，風（台風）及び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替制御棒挿入機能は，検出器を多重化し作動回路が2 out of 4論理若しく

は2 out of 3論理にて自動的に信号を発信するよう，信頼性向上を図る設計と

する。 

なお，中央制御室にて，制御棒挿入状態の確認によりスクラムが失敗してい

ることが確認された場合は，中央制御室の制御盤にて手動による代替制御棒挿

入機能の操作が可能な設計とする。 

中央制御室の操作スイッチを操作するにあたり，運転員の操作性を考慮して

十分な操作空間を確保する。また，操作対象については銘板を付けることで識

別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作できる設計とする。

以下の表 3.1-3 に操作対象機器を示す。 

また，想定される重大事故等が発生した場合において，制御棒，制御棒駆動

機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットは，操作不要な設計とす

る。 

（44-3） 

 

表 3.1-3 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

代替制御棒挿入機能用電磁弁 無励磁→励磁 中央制御室 スイッチ操作 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替制御棒挿入機能は，制御棒挿入機能の作動信号を発信する設備であり，

運転中に試験又は検査を実施する場合には，過大な出力変動等によりプラント

に外乱を与える可能性があり，かつ，試験中又は検査中は代替制御棒挿入機能

自体が維持できない状態となるため，表 3.1-4 に示すように発電用原子炉の停

止中に機能・性能の確認が可能な設計とする。機能・性能の確認として，模擬

入力による論理回路の動作確認，校正及び設定値確認が可能な設計とする。 

（44-5） 
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表 3.1-4 代替制御棒挿入機能の試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 

項目 内容 

停止中 機能・性能試験 論理回路の動作確認 

設定値確認 

計器校正 

 

制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットは，

表 3.1-5 に示すように発電用原子炉の停止中に機能・性能試験，分解検査及び

外観検査を実施することで，機能・性能の確認が可能な設計とする。 

 

制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットは，機能・

性能試験として，制御棒を全引抜き位置からスクラムスイッチによりスクラム

させ，スクラム時間について性能の確認を行うことが可能な設計とする。 

また，分解検査として，浸透探傷試験により性能に影響を及ぼす指示模様が

ないこと，目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，割れ等がないこと

について，制御棒駆動機構（水圧駆動），制御棒駆動系水圧制御ユニット部品

の表面状態の確認を行うことが可能な設計とする。 

制御棒は，外観検査として，目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，

割れ等がないことについて，表面状態の確認を行うことが可能な設計とする。 

（44-5） 

 

表 3.1-5 制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び 

制御棒駆動系水圧制御ユニットの試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 
項目 内容 

停止中 機能・性能試験 スクラム性能の確認 

分解検査 

制御棒駆動機構（水圧駆動），制御棒

駆動系水圧制御ユニット部品の表面

状態を，試験及び目視により確認 

外観検査 制御棒外観の確認 

 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 



添 3.1-11 

 

 

 

代替制御棒挿入機能は，重大事故等時において他の系統と切り替えることな

く使用できる設計とする。 

また，制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニ

ットは，本来の用途以外の用途として使用するための切替えが不要であり，制

御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットの使用

にあたり切り替えせずに使用できる設計とする。 

（44-4） 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1  多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替制御棒挿入機能は，他の設備に悪影響を及ぼさないよう以下の措置を講

じる設計とする。 

代替制御棒挿入機能は，検出器から代替制御棒挿入機能用電磁弁まで設計基

準事故対処設備である多重化された原子炉緊急停止系とは独立した構成とな

っており，多重化された原子炉緊急停止系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

多重化された原子炉緊急停止系と代替制御棒挿入機能の電源は，遮断器又は

ヒューズによる電気的な分離をすることで多重化された原子炉緊急停止系に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニ

ットは，設計基準対象施設として使用する場合と同じ系統構成で使用可能とす

る。 

（44-3,44-4,44-8） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替制御棒挿入機能の手動回路について，操作が必要な機器の設置場所，操

作場所を表 3.1-6 に示す。代替制御棒挿入機能用電磁弁は，中央制御室で操作

を行う設計としており，操作場所の放射線量が高くなるおそれが少ないため操

作が可能である。 
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なお，制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニ

ットは，原子炉格納容器内及び原子炉建屋原子炉区域内に設置されている設備

であるが，代替制御棒挿入機能による信号にて動作可能であり，制御棒，制御

棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットについては操作不

要な設計とする。 

（44-3） 

 

表 3.1-6 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

代替制御棒挿入機能用電磁弁 原子炉建屋地下 3階 中央制御室 

 

 

3.1.2.1.3.2   設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2  容量等」に示す。 

 

代替制御棒挿入機能は，原子炉圧力上昇及び原子炉水位低下に至る ATWS 事

象の発生時に，炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ及び原子炉格納容器の健全性を維持するとともに，発電用原子炉を未臨界に

するためのシステムである。このため，スクラム失敗時に作動するシステムで

あることを考慮し，「原子炉圧力高」信号の計器誤差を考慮して確実に作動す

る設計とする。また，原子炉水位低（レベル 3）信号発生時のスクラム失敗時

に作動するシステムであることを考慮し，「原子炉水位低（レベル 2）」信号

の計器誤差を考慮して確実に作動する設計とする。 

制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットは，

発電用原子炉を未臨界にすることが可能な能力を有する設計とする。また，ア

キュムレータの容量にて全ての制御棒を全挿入することが可能な駆動水を有

する容量とし，設計基準対象施設の容量等の仕様が，系統の目的に応じて必要

となる容量等の仕様に対して十分であることを確認した上で，設計基準対象施

設の容量等と同仕様の設計とする。 

（44-6） 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1  多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替制御棒挿入機能は，二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計

とする。 

また，制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニ

ットは，二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1  多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替制御棒挿入機能は，検出器から代替制御棒挿入機能用電磁弁まで多重化

された原子炉緊急停止系とは独立した構成となっており，地震，火災，溢水等

の主要な共通要因によって同時に機能を損なわない設計とする。 

代替制御棒挿入機能の論理回路はアナログ回路であるが，多重化された原子

炉緊急停止系の論理回路はディジタル回路で構築されており，多様性を有する

設計とする。 

多重化された原子炉緊急停止系と代替制御棒挿入機能の電源は，遮断器又は

ヒューズによる電気的な分離をすることで多重化された原子炉緊急停止系と

共通要因によって同時に機能が損なわれない設計とする。 

（44-3,44-4,44-8） 
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3.1.2.2   ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能） 

3.1.2.2.1   設備概要 

ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）は，発電用原子炉が運

転を緊急に停止していなければならない状況にもかかわらず，原子炉出力又は原子

炉圧力等のパラメータの変化から緊急停止していないことが推定される場合に，原

子炉出力を制御するため，原子炉冷却材再循環ポンプを停止させることを目的とし

た機能である。 

本系統は，検出器（原子炉圧力及び原子炉水位），論理回路及び原子炉冷却材再

循環ポンプ可変周波数電源装置（停止に必要な部位）で構成する。本系統の目的は，

原子炉冷却材再循環ポンプを停止させることであるが，ABWR の原子炉冷却材再循

環ポンプは慣性が小さく，10 台全台を同時に停止させると冷却能力の低下を招く

ことから，原子炉圧力高又は原子炉水位低（レベル 3）の信号により，原子炉冷却

材再循環ポンプ 4台を自動停止し，原子炉水位低（レベル 2）の信号により，原子

炉冷却材再循環ポンプ 6台を自動停止する設計とする。原子炉圧力高及び原子炉水

位低（レベル 2）の検出器を多重化し，原子炉圧力高及び原子炉水位低（レベル 3）

は 2 out of 3 論理にて，原子炉水位低（レベル 2）は 2 out of 4 論理にて，作

動回路が自動的に信号を発信するよう，信頼性向上を図る設計とする。 

また，中央制御室の手動スイッチにより，原子炉冷却材再循環ポンプを停止する

ことが可能な設計とする。本系統に関する重大事故等対処設備一覧を表 3.1-7 に示

す。 

 

表 3.1-7 ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能） 

に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）【常

設】 

附属設備 － 

水源 － 

流路 － 

注水先 － 

電源設備※1 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※2 平均出力領域モニタ【常設】 

起動領域モニタ【常設】 

※1：単線結線図を補足説明資料 44-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

※2：主要設備を用いた炉心損傷防止及び原子炉格納容器の破損防止対策を成功

させるために把握することが必要な発電用原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 
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なお，ATWS 緩和設備（代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能）は，以降，代替

冷却材再循環ポンプ・トリップ機能という。 
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3.1.2.2.2  主要設備の仕様 

図 3.1-2 に代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能の説明図を示す。 
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3.1.2.2.3 設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.1.2.2.3.1 設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，中央制御室及び原子炉建屋原子

炉区域内に設置する設備であることから，その機能を期待される重大事故等が

発生した場合における，中央制御室及び原子炉建屋原子炉区域内の環境条件を

考慮し，その機能を有効に発揮することができるよう，以下の表 3.1-8 に示す

ような設計とする。 

（44-3） 

 

表 3.1-8 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

中央制御室及び原子炉建屋原子炉区域内で想定され

る温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐えられる

性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響

は受けない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損

傷しないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計

の基本方針」に示す）。 

風（台風）・積雪 中央制御室及び原子炉建屋原子炉区域内に設置する

ため，風（台風）及び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によ

りその機能が損なわれない設計とする。 

 

 

(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，検出器を多重化し，作動回路が

2 out of 4 論理若しくは 2 out of 3 論理にて自動的に信号を発信するよう，

信頼性向上を図る設計とする。 

なお，中央制御室の制御盤にて手動により原子炉冷却材再循環ポンプを停止

させることが可能な設計とする。 

中央制御室の操作スイッチを操作するにあたり，運転員の操作性を考慮して

十分な操作空間を確保する。また，操作対象については銘板を付けることで識

別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作できる設計とする。

以下の表3.1-9に操作対象機器を示す。 

（44-3） 

表 3.1-9 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

原子炉冷却材再循環ポンプ可

変周波数電源装置 

起動→停止 中央制御室 スイッチ操作 

 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，原子炉冷却材再循環ポンプ・ト

リップ機能の作動信号を発信する設備であり，運転中に試験又は検査を実施す

る場合には，過大な出力変動等によりプラントに外乱を与える可能性があり，

かつ，試験中又は検査中は機能自体が維持できない状態となるため，表 3.1-10

に示すように発電用原子炉の停止中に機能・性能の確認が可能な設計とする。

機能・性能の確認として，模擬入力による論理回路の動作確認，校正及び設定

値確認が可能な設計とする。 

（44-5） 

 

表 3.1-10 代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能の試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 

項目 内容 

停止中 機能・性能試験 論理回路の動作確認 

設定値確認 

計器校正 
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(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，重大事故等時において他の系統

と切り替えることなく使用できる設計とする。 

 

（44-4） 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1  多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，他の設備に悪影響を及ぼさない

よう以下の措置を講じる設計とする。 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，検出器から原子炉冷却材再循環

ポンプ可変周波数電源装置（停止に必要な部位）まで設計基準事故対処設備で

ある多重化された原子炉緊急停止系とは独立した構成となっており，多重化さ

れた原子炉緊急停止系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

多重化された原子炉緊急停止系と代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能の

電源は，遮断器又はヒューズによる電気的な分離をすることで多重化された原

子炉緊急停止系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

（44-3,44-8） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，現場における操作が不要な設計
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とする。 

なお，中央制御室の制御盤にて手動により原子炉冷却材再循環ポンプを停止

させる場合について，操作が必要な機器の設置場所，操作場所を表 3.1-11 に

示す。操作スイッチは，中央制御室で操作を行う設計としており，操作場所の

放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能である。 

（44-3） 

 

表 3.1-11 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

原子炉冷却材再循環ポンプ可

変周波数電源装置 

原子炉建屋地下 1階 中央制御室 

 

 

3.1.2.2.3.2   設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2  容量等」に示す。 

 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，原子炉圧力上昇及び原子炉水位

低下に至る ATWS 事象の発生時に，炉心の著しい損傷を防止し，原子炉冷却材

圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するため，「原子炉水位低

（レベル 2，レベル 3）」及び「原子炉圧力高」信号の計器誤差を考慮して確

実に作動する設計とする。 

なお，ABWR の原子炉冷却材再循環ポンプは慣性が小さく，10 台全台同時に

停止させると冷却能力の低下を招くことから，原子炉圧力高又は原子炉水位低

（レベル 3）の信号により，原子炉冷却材再循環ポンプ 4 台を自動停止し，原

子炉水位低（レベル 2）の信号により，原子炉冷却材再循環ポンプ 6 台を自動

停止する設計とする。 

（44-6） 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1  多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，二以上の発電用原子炉施設にお
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いて共用しない設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1  多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，検出器から原子炉冷却材再循環

ポンプ可変周波数電源装置（停止に必要な部位）まで多重化された原子炉緊急

停止系とは独立した構成となっており，地震，火災，溢水等の主要な共通要因

によって同時に機能を損なわない設計とする。 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能の論理回路はアナログ回路であるが，

多重化された原子炉緊急停止系の論理回路はディジタル回路で構築されてお

り，多様性を有する設計とする。 

多重化された原子炉緊急停止系と代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能の

電源は，遮断器又はヒューズによる電気的な分離をすることで多重化された原

子炉緊急停止系と共通要因によって同時に機能が損なわれない設計とする。 

（44-3,44-8） 
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3.1.2.3   ほう酸水注入系 

3.1.2.3.1   設備概要 

 原子炉緊急停止系の機能が喪失した場合においても，発電用原子炉を未臨界に移

行し，炉心の著しい損傷を防止することを目的として，十分な反応度制御能力を有

するほう酸水注入系を使用する。 

 

 本系統は，ほう酸水注入系ポンプ，電源設備（非常用交流電源設備），計測制御

装置等，水源であるほう酸水注入系貯蔵タンク，流路であるほう酸水注入系の配管

及び弁並びに高圧炉心注水系の配管，弁及びスパージャ並びに注入先である原子炉

圧力容器等で構成される。 

 

 本系統は，ほう酸水注入系ポンプにより，ほう酸水注入系貯蔵タンクのほう酸水

である五ほう酸ナトリウム溶液を高圧炉心注水系等を経由して原子炉圧力容器へ

注入することで，発電用原子炉を未臨界にできる設計とする。 

 

 本系統は，中央制御室からの手動操作により，ほう酸水注入系の操作スイッチを

「ポンプ A（又は B）」位置にすることで，ほう酸水注入系ポンプ吸込弁及びほう酸

水注入系注入弁が「全閉」から「全開」となり，ほう酸水注入系ポンプが起動し，

原子炉圧力容器へほう酸水を注入する。 

 

 本系統全体の系統概要図を図 3.1-3 に，本系統に関する重大事故等対処設備一覧

を表 3.1-12 に示す。 

ＮO

ほう酸水注入系ポンプ

ほう酸水注入系
貯蔵タンク

高圧炉心注水系

区分Ⅰより電源供給

区分Ⅱより電源供給

重大事故等対処設備

スパージャ

原子炉
格納容器

原子炉
圧力容器

・電源設備については「3.14電源設備（設置許可基準
規則第57条に対する設計方針を示す章）」で示す。

・計装設備については「3.15計測設備（設置許可基準
規則第58条に対する設計方針を示す章）」で示す。

純水補給水系

テスト
タンク

ほう酸水注入系ポンプ

MO

MO MO

MO

 
 

 

図 3.1-3 ほう酸水注入系 系統概要図 
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表 3.1-12 ほう酸水注入系に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 ほう酸水注入系ポンプ【常設】 

ほう酸水注入系貯蔵タンク【常設】 

附属設備 － 

水源 － 

流路 ほう酸水注入系 配管・弁【常設】 

高圧炉心注水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

注入先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※1 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※2 平均出力領域モニタ【常設】 

起動領域モニタ【常設】 

※1：単線結線図を補足説明資料 44-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

※2：主要設備を用いた炉心損傷防止及び原子炉格納容器の破損防止対策を成功

させるために把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

 

3.1.2.3.2  主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1)ほう酸水注入系ポンプ 

  種類     ：往復形 

  容量     ：約 11m３/h/台 

  全揚程    ：約 860m 

  最高使用圧力 ：吸込側 1.37MPa[gage]／吐出側 10.8MPa[gage] 

  最高使用温度 ：66℃ 

  個数     ：1（予備 1） 

  取付箇所   ：原子炉建屋地上 3階 

  原動機の出力 ：45kW 

 

(2)ほう酸水注入系貯蔵タンク 

  種類     ：たて置円筒形 

  容量     ：約 30m３ 

  最高使用圧力 ：静水頭 

  最高使用温度 ：66℃ 

  個数     ：１ 

  取付箇所   ：原子炉建屋地上 3階 
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3.1.2.3.3   設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.1.2.3.3.1   設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

 

 (1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

ほう酸水注入系のほう酸水注入系ポンプ及びほう酸水注入系貯蔵タンクは，

原子炉建屋原子炉区域内に設置される設備であることから，想定される重大事

故等時における原子炉建屋原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，そ

の機能を有効に発揮することができるよう，表 3.1-13 に示す設計とする。 

ほう酸水注入系ポンプの操作は，想定される重大事故等時において，中央制

御室の操作スイッチから可能な設計とする。 

 

（44-3） 

 

表 3.1-13 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋原子炉区域内で想定される温度，圧力，湿度及

び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用

する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋原子炉区域内に設置するため，風（台風）及び

積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

ほう酸水注入系の操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室内

の環境条件（被ばく影響等）を考慮の上，中央制御室の操作スイッチにより操

作可能な設計とする。 

 

ほう酸水注入系の起動操作は，原子炉出力抑制により原子炉出力を抑制した

後，中央制御室からの手動操作により，ほう酸水注入系の操作スイッチを「ポ

ンプ A（又は B）」位置にすることで，ほう酸水注入系ポンプ吸込弁及びほう酸

水注入系注入弁が「全閉」から「全開」となり，ほう酸水注入系ポンプが起動

し，原子炉圧力容器へほう酸水を注入する。 

表 3.1-14 に操作対象機器を示す。 

 

表 3.1-14 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

ほう酸水注入系ポンプ 

（A又は B） 

停止→起動 中央制御室 スイッチ操作 

ほう酸水注入系ポンプ吸込弁 

（A又は B） 

弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

ほう酸水注入系注入弁 

（A又は B） 

弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

 

中央制御室の操作スイッチを操作するにあたり，運転員の操作性を考慮して

十分な操作空間を確保する。また，操作対象については銘板を付けることで識

別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作できる設計とする。 

（44-3） 

 

また，ほう酸水注入系ポンプは並列に 2 台設置され，1 台を予備とすること

で多重性を備えた設計とし，必要なときに確実にほう酸水を注入できるよう，

ポンプの吐出側に並列に 2個のほう酸水注入弁を設けることで，確実に原子炉

圧力容器へほう酸水を注入することが可能な設計とする。 

 

なお，ほう酸水注入系貯蔵タンクについては，操作不要な設計とする。 

（44-4） 

 

 (3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又
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は検査ができるものであること。  

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

ほう酸水注入系のほう酸水注入系ポンプ及びほう酸水注入系貯蔵タンクは，

表 3.1-15 に示すように発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能試験，

弁動作試験を，また，停止中に分解検査及び外観検査が可能な設計とする。 

 

操作対象弁であるほう酸水注入系ポンプ吸込弁及びほう酸水注入系注入弁

についても，発電用原子炉の運転中又は停止中に弁の機能・性能及び漏えいの

有無の確認が可能な設計とする。 

 

表 3.1-15 ほう酸水注入系の試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 

項目 内容 

停止中 機能・性能試験 運転性能の確認 

漏えいの確認 

ほう酸質量の確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 ポンプ部品の表面状態を，試験及び目

視により確認 

外観検査 タンク外観の確認 

運転中 機能・性能試験 運転性能の確認 

漏えいの確認 

ほう酸質量の確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

 

ほう酸水注入系ポンプは，機能・性能試験として，脱塩水（純水）をテスト

タンクから循環させ，吐出圧力，系統（ポンプ廻り）の振動，異音，異臭及び

漏えいについて運転性能の確認を行うことが可能な設計とする。 

また，分解検査として，浸透探傷検査により性能に影響を及ぼす指示模様が

ないこと，目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，割れ等がないこと

について，ポンプ部品表面状態の確認を行うことが可能な設計とする。 

 

操作対象弁であるほう酸水注入系ポンプ吸込弁及びほう酸水注入系注入弁

は，機能・性能試験として，これら操作対象弁が全開することについて弁動作

の確認を行うことが可能な設計とする。 

 

ほう酸水注入系貯蔵タンクは，機能・性能試験として，中性子吸収材である

五ほう酸ナトリウムの質量が発電用原子炉を十分未臨界にするための反応度

制御能力を有する量を満足することとし，ほう酸水注入系貯蔵タンクのほう酸

濃度及びタンク水位の確認を行うことにより，ほう酸質量の確認が可能な設計
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とする。 

また，外観検査として，タンク本体外観に傷や漏えい痕がないことについて

ほう酸水注入系貯蔵タンク外表面状態の確認を行うことが可能な設計とする。 

 

なお，ほう酸水注入系は，多重性を備えた系統及び機器であるが，各々が独

立して他の系統へ悪影響を及ぼさず検査が可能な設計とし，ほう酸水注入系ポ

ンプ，ほう酸水注入系貯蔵タンク及び操作対象弁であるほう酸水注入系ポンプ

吸込弁及びほう酸水注入系注入弁は，プラント運転中又は停止中における検査

を行う際の接近性を考慮した必要な作業空間を備え，構造上接近又は検査が困

難とならない設計とする。 

（44-5） 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

ほう酸水注入系は，想定される重大事故等時において，本来の用途である原

子炉圧力容器へのほう酸水注入以外の用途として使用することはない。なお，

当該系統の使用にあたり切替え操作が必要となることから，速やかに切替え操

作が可能なように，系統に必要な弁等を設ける。 

 

原子炉圧力容器へのほう酸水注入の際に操作が必要となるほう酸水注入系

ポンプ，ほう酸水注入系ポンプ吸込弁及びほう酸水注入系注入弁は，中央制御

室内における操作盤上の操作スイッチにより，速やかに操作が可能な設計とす

ることで，中央制御室でのほう酸水注入開始操作における所要時間は想定とし

て 1分以内となる。 

（44-4） 

 

また，ほう酸水注入系によるほう酸水の注入は，原子炉自動スクラム又は手

動スクラムを実施しても，原子炉スクラムが成功しない場合に実施される操作

であり，図 3.1-4 で示すタイムチャートのとおり速やかに切替え操作を実施す

ることが可能である。 

切替え操作対象機器については，表 3.1-14 に示したとおりとなる。 
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原子炉冷却材再循環ポンプ停止

自動減圧系，代替自動減圧系の自動起動阻止

　　　 　　　原子炉手動スクラム

手動による代替制御棒挿入

スクラムテストスイッチによる制御棒手動挿入

中央制御室運転員Ｂ 1 原子炉緊急停止系電源スイッチによる制御棒手動挿入

手順の項目 要員（数）

ＥＯＰ　「反応度制御」

中央制御室運転員Ａ 1

ほう酸水注入系起動（制御棒をペアロッド１組以下まで若しくは未挿入の制御棒を１６ステップ以下まで挿入完了，又はほう酸水全量注入完了まで運転継続）

制御棒電動挿入（制御棒をペアロッド１組以下まで若しくは１６ステップ以下まで挿入完了するまで継続）

経過時間（分）
備考1 2 6 7 8 10

EOP 「スクラム」より導入

9

原子炉圧力容器内の水位低下操作（出力３％以下を維持する。維持できない場合は，原子炉水位低（レベル1.5）以上に維持）

 
図 3.1-4 発電用原子炉の緊急停止対応タイムチャート※ 

 
※：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1．1で示すタイムチャ

ート 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

ほう酸水注入系のほう酸水注入系ポンプ，ほう酸水注入系貯蔵タンクは，設

計基準事故対処設備として原子炉圧力容器へのほう酸水注入時に使用する場

合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

なお，本系統は使用時以外，中央制御室内における操作盤上の操作スイッチ

を「切」位置にし，ほう酸水注入系注入弁を「全閉」とした系統隔離構成とし

ており，取合系統である高圧炉心注水系に対して悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

（44-3，44-4） 

 

高圧炉心注水系との隔離弁については，表 3.1-16 に示すとおりである。 

 

表 3.1-16 他系統との隔離弁 

取合系統 系統隔離弁 駆動方式 動作 

高圧炉心注水系 ほう酸水注入系注入弁（A） 電動駆動 通常時閉 

電源喪失時※閉 

ほう酸水注入系注入弁（B） 電動駆動 通常時閉 

電源喪失時※閉 

※ 電源喪失時は，原子炉緊急停止系安全保護回路の電源が喪失することにより制御

棒が挿入されることから，ATWS 事象発生時において，電源喪失は想定しない。 
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(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

ほう酸水注入系の系統構成に操作が必要な機器の設置場所，操作場所を表

3.1-17 に示す。 

 

ほう酸水注入系ポンプ，ほう酸水注入系ポンプ吸込弁及びほう酸水注入系注

入弁は，原子炉建屋原子炉区域内に設置されている設備であるが，想定される

重大事故等時において，中央制御室から操作可能な設計とする。 

なお，ほう酸水注入系貯蔵タンクについては，操作不要な設計とする。 

（44-3） 

 

表 3.1-17 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

ほう酸水注入系ポンプ（A） 原子炉建屋地上 3階 中央制御室 

ほう酸水注入系ポンプ（B） 原子炉建屋地上 3階 中央制御室 

ほう酸水注入系ポンプ吸込弁（A） 原子炉建屋地上 3階 中央制御室 

ほう酸水注入系ポンプ吸込弁（B） 原子炉建屋地上 3階 中央制御室 

ほう酸水注入系注入弁（A） 原子炉建屋地上 3階 中央制御室 

ほう酸水注入系注入弁（B） 原子炉建屋地上 3階 中央制御室 

 

 

3.1.2.3.3.2   設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

ほう酸水注入系のほう酸水注入系ポンプ及びほう酸水注入系貯蔵タンクは，

設計基準事故対処設備の容量等の仕様が，想定される重大事故等時において，

発電用原子炉を未臨界にするために必要な負の反応度添加率を確保するため

の容量等の仕様に対して十分であるため，設計基準事故対処設備の容量と同仕
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様の設計とする。 

 

（44-6） 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

  

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

ほう酸水注入系のほう酸水注入系ポンプ及びほう酸水注入系貯蔵タンクは，

二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

ほう酸水注入系は，設計基準事故対処設備である制御棒，制御棒駆動機構（水

圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットと共通要因によって同時に機能が

損なわれないよう，ポンプを非常用交流電源設備（非常用ディーゼル発電機）

からの給電により駆動できるようにすることで，アキュムレータを駆動源とす

る制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットに

対して多様性を有する設計とする。 

 

ほう酸水注入系ポンプ及びほう酸水注入系貯蔵タンクは，原子炉格納容器内

及び原子炉建屋原子炉区域内の制御棒，制御棒駆動機構（水圧駆動）及び制御

棒駆動系水圧制御ユニットと異なる区画に設置することで，制御棒，制御棒駆

動機構（水圧駆動）及び制御棒駆動系水圧制御ユニットと共通要因によって同

時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とする。 
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ほう酸水注入系の設計基準事故対処設備との多様性及び位置的分散について，

表 3.1-18 に示す。   

（44-3,44-4） 

 

表 3.1-18 多様性又は多重性，位置的分散 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

制御棒 

制御棒駆動系水圧制御ユニット 
ほう酸水注入系 

機器 

アキュムレータ ほう酸水注入系ポンプ 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地上 3階 

水源 

不要 ほう酸水注入系貯蔵タンク 

－ 原子炉建屋地上 3階 

駆動電源 

不要 
非常用交流電源設備 

（非常用ディーゼル発電機） 

－ 原子炉建屋地上 1階 
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3.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

【45 条】 

【設置許可基準規則】 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備） 

第四十五条 発電用原子炉施設には，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態

であって，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した

場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，発電用原子炉を冷却するた

めに必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第４５条に規定する「発電用原子炉を冷却するために必要な設備」とは，以

下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を

いう。 

（１）全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し，原子炉隔離時冷却

系（RCIC）若しくは非常用復水器（BWR の場合）又はタービン動補助給水ポン

プ（PWR の場合）（以下「RCIC 等」という。）により発電用原子炉を冷却するた

め，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための

設備を整備すること。 

ａ）可搬型重大事故防止設備 

ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）

を用いた弁の操作により，RCIC 等の起動及び十分な期間※の運転継続を

行う可搬型重大事故防止設備等を整備すること。ただし，下記（１）ｂ）

ⅰ）の人力による措置が容易に行える場合を除く。 

ｂ）現場操作 

ⅰ）現場での人力による弁の操作により，RCIC 等の起動及び十分な期間※の

運転継続を行うために必要な設備を整備すること。 

※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダ

リ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間のこと。 
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3.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

3.2.1   設置許可基準規則第 45 条への適合方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事故対処設備

が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，炉心の著しい損

傷を防止するため，以下の対策及び設備を設ける。 

 

(1) 高圧代替注水系の設置（設置許可基準規則解釈の第 1 項(1）） 

設計基準事故対処設備である高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系が

有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，炉心の著しい

損傷を防止するために，重大事故防止設備として高圧代替注水系を使用す

る。 

高圧代替注水系は，原子炉隔離時冷却系が機能喪失した場合でも，原子

炉隔離時冷却系ポンプよりも高所に配置された高圧代替注水系ポンプを用

い，復水貯蔵槽を水源として高圧状態の原子炉圧力容器に注水し炉心を冷

却できる設計とする。また，高圧代替注水系ポンプは，原子炉蒸気で駆動

可能な蒸気タービン駆動ポンプとし，原子炉蒸気を弁操作で高圧代替注水

系ポンプ駆動用タービンに供給することで起動可能な設計とする。 

また，高圧代替注水系は，全交流動力電源喪失及び設計基準事故対処設

備である常設直流電源が喪失した場合でも，常設代替直流電源設備からの

給電により，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間にわたり，発電用

原子炉の冷却を継続できる設計とする。 

これにより，高圧代替注水系は，原子炉隔離時冷却系の現場での可搬型

重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）を用いた弁の操作

による起動及び十分な期間の運転継続を行うための措置や，原子炉隔離時

冷却系の現場での人力による弁の操作により起動及び十分な期間の運転継

続を行うための措置に対し，同等以上の効果を有する設計とする。 

 

(2) 高圧代替注水系の現場操作による運転（設置許可基準規則解釈の第 1 項

(1)b）） 

高圧代替注水系は，全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失した

場合でも，現場で系統構成に必要な弁を人力で操作することにより，原子

炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧

時の冷却対策の準備が整うまでの期間にわたり，発電用原子炉の冷却を継

続できる設計とする。なお，人力による措置が容易に行えるよう，高圧代

替注水系は機械式ガバナでタービン給気蒸気量を制御する方式とし，弁操

作のみで起動停止運転継続が可能な設計とする。本操作弁については手動
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で操作できる設計とし，共通要因によって常設直流電源を用いた弁と同時

に機能を損なわないよう，ハンドルを設け，手動操作可能とすることで多

様性を持つ設計とする。 

なお，人力による措置が容易に行えるため，「現場での可搬型重大事故防

止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）を用いた弁の操作により，高

圧代替注水系の起動及び十分な期間の運転継続を行う可搬型重大事故防止

設備等の整備」（設置許可基準規則解釈の第 1 項(1)a））は不要とするが，

設置許可基準規則第 57 条への適合方針として，可搬型直流電源設備による

給電も可能な設計とする。 

 

(3) 原子炉隔離時冷却系の現場操作による運転（設置許可基準規則解釈の第

1 項(1)b）） 

設計基準事故対処設備である原子炉隔離時冷却系は，全交流動力電源喪

失及び常設直流電源系統喪失した場合でも，現場で系統構成に必要な弁を

人力で操作することにより，起動及び運転継続ができる設計とする。なお，

人力による措置が容易に行えるよう，本操作弁については手動で操作でき

る設計とし，共通要因によって常設直流電源を用いた弁と同時に機能を損

なわないよう，ハンドルを設け，手動操作可能とすることで多様性を持つ

設計とする。また，原子炉隔離時冷却系は常設直流電源系統喪失時にター

ビングランド部より蒸気が漏えいするが，蒸気漏えいによる劣悪な作業環

境状態を回避するために，原子炉隔離時冷却系ポンプ室に現場運転員が入

室するのはポンプ起動時のみとし，ポンプ起動後については原子炉隔離時

冷却系ポンプ室から退室し，原子炉建屋地下 1 階に設置した原子炉隔離時

冷却系過酷事故蒸気止め弁の開度調整により制御可能な運用とする。なお，

ポンプ起動時は原子炉隔離時冷却系ポンプ室内に入室するが，その後速や

かに退室するため蒸気漏えいによる環境温度の急激な上昇はないものと考

えており，防護具（酸素呼吸器及び耐熱服）を確実に装着することにより

現場操作が可能な運用とする。 

高圧代替注水系の人力による現場操作に加え，高圧代替注水系とは別系

統の原子炉隔離時冷却系についても人力による現場操作をできるように整

備しておくことで，人力による措置の容易性が拡充されるため，「現場での

可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）を用いた弁

の操作により，原子炉隔離時冷却系の起動及び十分な期間の運転継続を行

う可搬型重大事故防止設備等の整備」（設置許可基準規則解釈の第 1 項

(1)a））は不要とする。 
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その他，設計基準対象施設であるが，想定される重大事故時等においてその

機能を期待するため，以下の設備を重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位

置付ける。 

 

(4) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系は，冷却材喪失事故時において，低圧注水系，高圧

炉心注水系及び自動減圧系と連携して，炉心を冷却する機能を有する。 

本系統は，原子炉水位低又はドライウェル圧力高の信号で作動を開始し，

復水貯蔵槽の水又はサプレッション・チェンバのプール水を給水系等を経

由して原子炉圧力容器へ注水する。また，原子炉水位高信号で注水を自動

的に停止する。 

 

(5) 高圧炉心注水系 

高圧炉心注水系は，冷却材喪失事故時において，低圧注水系，原子炉隔

離時冷却系及び自動減圧系と連携して，炉心を冷却する機能を有する。 

本系統は，原子炉水位低又はドライウェル圧力高の信号で作動を開始し，

復水貯蔵槽の水又はサプレッション・チェンバのプール水を炉心上部に取

り付けられたスパージャから燃料集合体上に注水することによって炉心を

冷却する。また，原子炉水位高信号で注水を自動的に停止する。 

 

 

  また，技術的能力審査基準への適合のため，原子炉冷却材圧力バウンダリ高

圧時に発電用原子炉を冷却するために必要な監視及び制御の手順等として，以

下を整備する。 

 

  (6) 監視及び制御に用いる設備 

「高圧代替注水系による発電用原子炉の冷却」及び「全交流動力電源喪

失及び常設直流電源系統喪失時の発電用原子炉の冷却」により原子炉圧力

容器を冷却する場合に監視及び制御に使用する重大事故等対処設備（監視

及び制御）として，原子炉水位，原子炉圧力，高圧代替注水系系統流量，

復水貯蔵槽水位を使用する。 

原子炉水位は発電用原子炉を冷却するための原子炉水位を監視又は推定

でき，原子炉圧力，高圧代替注水系系統流量，復水貯蔵槽水位は原子炉圧

力容器へ注水するための高圧代替注水系及び原子炉隔離時冷却系の作動状

況を確認できる設計とする。 

 

具体的な設備は，以下のとおりとする。 

・原子炉水位（広帯域，燃料域，SA） （3.15 計装設備【58 条】） 
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・原子炉圧力            （3.15 計装設備【58 条】） 

・原子炉圧力（SA）         （3.15 計装設備【58 条】） 

・高圧代替注水系系統流量      （3.15 計装設備【58 条】） 

・復水貯蔵槽水位（SA）       （3.15 計装設備【58 条】） 

また，技術的能力審査基準への適合のため，復旧手段として，以下を整備す

る。 

 

  (7) 復旧手段の整備 

    全交流動力電源が喪失し，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に必

要な直流電源を所内蓄電式直流電源設備により給電している場合は，所内

蓄電式直流電源設備の蓄電池が枯渇する前に代替交流電源設備（常設又は

可搬型），可搬型直流電源設備及び自主対策設備である直流給電車により原

子炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源を確保する手段を整備する。

なお，電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に

対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

また，技術的能力審査基準への適合のため，原子炉冷却材圧力バウンダリ高

圧時に重大事故等の進展抑制をするための手段として，以下を整備する。 

 

  (8) ほう酸水注入系による進展抑制 

    高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉

圧力容器への高圧注水により原子炉水位が維持できない場合に，ほう酸水

注入系を重大事故等の進展抑制のために使用し，ほう酸水注入系貯蔵タン

クを水源として，常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備から

の給電により，ほう酸水注入系ポンプを用いて原子炉圧力容器への注水を

実施する。なお，ほう酸水注入系については「3.1 緊急停止失敗時に発電

用原子炉を未臨界にするための設備（設置許可基準規則第 44 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。常設代替交流電源設備については，「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に重大事故等の進展抑制をするた

めの自主対策設備として，以下を整備する。 

 

(9) ほう酸水注入系による進展抑制（原子炉圧力容器への注水を継続させる

場合） 

高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉

圧力容器への注水機能が喪失した場合，「(8)ほう酸水注入系による進展抑

制」に加えて，原子炉圧力容器への注水を継続するために，復水補給水系
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等を水源としてほう酸水注入系貯蔵タンク又はほう酸水注入系テストタン

クに補給する手順を整備する。これらの整備により，重大事故等の進展抑

制のために，「(8)ほう酸水注入系による進展抑制」に加えて，原子炉圧力

容器への注水を継続する。 

(10) 制御棒駆動系による進展抑制 

高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉

圧力容器への注水機能が喪失した場合，重大事故等の進展抑制のために，

原子炉補機冷却系により冷却水を確保し，復水貯蔵槽を水源として制御棒

駆動水ポンプを用いて原子炉圧力容器への注水を実施する。 

 

(11) 高圧炉心注水系緊急注水の整備 

全交流動力電源喪失時，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系が機能

喪失した場合，重大事故等の進展抑制のために，常設代替交流電源設備に

より高圧炉心注水系の電源を復旧し，高圧炉心注水系ポンプを無冷却水の

状態で短時間起動し，原子炉圧力容器への注水を実施する。 

 

 

また，代替淡水源（淡水貯水池及び防火水槽）の淡水が枯渇した場合の海水

の利用手段として，以下を整備する。 

 

(12) 高圧代替注水系の海水の利用 

高圧代替注水系の水源である復水貯蔵槽の淡水が枯渇した場合において，

防潮堤の内側に設置している海水取水箇所（取水路）より，大容量送水車

（海水取水用）を用いて復水貯蔵槽への供給を行う設計とする。なお，海

の利用については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.2.2   重大事故等対処設備 

3.2.2.1   高圧代替注水系の設置 

3.2.2.1.1 設備概要 

高圧代替注水系は，設計基準事故対処設備である高圧炉心注水系及び原子炉

隔離時冷却系の有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合に，この機能を

代替し，炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉圧力容器を冷却すること及

び，原子炉水位を維持することを目的として使用する。 

本系統は，蒸気タービン駆動ポンプである高圧代替注水系ポンプ 1 台，電源

設備（常設代替直流電源設備），計測制御装置及び，水源である復水貯蔵槽，注

水流路である高圧代替注水系（注水系），高圧炉心注水系，残留熱除去系（7 号

炉のみ）の配管及び弁，復水補給水系の配管，並びに給水系の配管，弁及びス

パージャ，蒸気流路である高圧代替注水系（蒸気系），主蒸気系，原子炉隔離時

冷却系の配管及び弁，注水先である原子炉圧力容器から構成される。 

高圧代替注水系の系統概要図を図 3.2-1 に，重大事故等対処設備一覧を表

3.2-1 に示す。 

本系統は，全交流動力電源及び設計基準事故対処設備である常設直流電源が

喪失した場合でも，常設代替直流電源設備からの給電により中央制御室から遠

隔手動操作によって，復水貯蔵槽を水源に，給水系等を経由して原子炉圧力容

器へ注水することで炉心を冷却できる設計とする。仮に，常設代替直流電源設

備が機能しない場合でも，現場での人力による弁の操作により，原子炉冷却材

圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策

の準備が整うまでの期間にわたり，発電用原子炉の冷却を継続できる設計とす

る。 

高圧代替注水系蒸気供給ラインは，原子炉隔離時冷却系蒸気供給ラインから

分岐し，高圧代替注水系タービン止め弁の開閉操作により高圧代替注水系ポン

プ駆動用タービンに蒸気を導く。高圧代替注水系排気ラインは，原子炉隔離時

冷却系排気ラインに合流し，サプレッション・チェンバへ放出する。高圧代替

注水系ポンプ吸込ラインは，高圧炉心注水系ポンプ吸込ラインから分岐し，復

水貯蔵槽の水が供給される。高圧代替注水系ポンプ吐出ラインは，給水系等を

経由して原子炉圧力容器へつながる。なお，高圧代替注水系ポンプ吐出ライン

にはサプレッション・チェンバにつながるテストラインも設ける。 

水源である復水貯蔵槽は，枯渇しそうな場合においても，代替淡水源（淡水

貯水池及び防火水槽）の淡水を，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用いて，

廃棄物処理建屋外壁に設置した外部接続口から復水貯蔵槽へ供給できる設計と

する。 

本系統の操作に当たっては，中央制御室又は現場で高圧代替注水系タービン

止め弁及び高圧代替注水系注入弁の開操作をすることで本系統を起動させ，運
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転を行う。 
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図 3.2-1 高圧代替注水系 系統概要図 
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表 3.2-1 高圧代替注水系に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 高圧代替注水系ポンプ【常設】 

附属設備 － 

水源※1 復水貯蔵槽【常設】 

流路 蒸気系 

高圧代替注水系（蒸気系） 配管・弁【常設】 

主蒸気系 配管・弁【常設】 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁【常設】 

注水系 

高圧代替注水系（注水系） 配管・弁【常設】 

復水補給水系 配管【常設】 

高圧炉心注水系 配管・弁【常設】 

残留熱除去系 配管・弁（7 号炉のみ）【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※2 常設代替直流電源設備 

AM 用直流 125V 蓄電池【常設】 

AM 用直流 125V 充電器【常設】 

上記常設代替直流電源設備への給電のための設備として以下

の設備を使用する。 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

可搬型直流電源設備 

電源車【可搬】 

AM 用直流 125V 充電器【常設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

計装設備※3 高圧代替注水系系統流量【常設】 

原子炉水位（広帯域）【常設】 

原子炉水位（燃料域）【常設】 

原子炉水位（SA）【常設】 

原子炉圧力【常設】 

原子炉圧力（SA）【常設】 

復水貯蔵槽水位（SA）【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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※2：単線結線図を補足説明資料 45-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるた

めに把握することが必要な原子炉施設の状態 

     計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 
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3.2.2.1.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 高圧代替注水系ポンプ 

種類    ：ターボ形 

容量    ：182m3/h/台 

全揚程   ：958m 

最高使用圧力：吸込側 1.37MPa[gage]/吐出側 11.8MPa[gage] 

最高使用温度：77℃ 

個数    ：1 

取付箇所  ：原子炉建屋地下 2 階 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 

電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備に

ついては「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す

章）」で示す。 
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3.2.2.1.3  設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.2.2.1.3.1  設置許可基準規則第 43 条第 1 項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その

他の使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に

発揮するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

高圧代替注水系の高圧代替注水系ポンプは，原子炉建屋原子炉区域内に

設置される設備であることから，想定される重大事故等時における原子炉

建屋原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発

揮することができるよう，表 3.2-2 に示す設計とする。 

(45-3,45-4) 

表 3.2-2 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋原子炉区域内で想定される温度，圧力，湿度

及び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を

使用する。 

屋外の天候による影

響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は受

けない。 

海水を通水する系統

への影響 

淡水だけでなく海水も使用できる設計とする（常時海水

を通水しない）。なお，原子炉圧力容器への注水は，可

能な限り淡水源を優先し，海水通水は短期間とすること

で，設備への影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷

しないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基

本方針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋原子炉区域内に設置するため，風（台風）及

び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 

また，高圧代替注水系ポンプは，表 3.2-3 に示す操作対象弁を操作する

ことで起動・停止し，中央制御室の操作スイッチから遠隔操作可能な設計

とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1 項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

高圧代替注水系を運転する場合は，原子炉隔離時冷却系側に蒸気が流入

していないことを確認した後，高圧代替注水系注入弁及び高圧代替注水系

タービン止め弁を開操作することで原子炉圧力容器へ注水を行う。なお，

原子炉隔離時冷却系タービン止め弁が開状態から動作不能になった場合や，

配管機能が喪失した場合で高圧代替注水系側へ蒸気供給ができない状況に

おいては，原子炉隔離時冷却系過酷事故時蒸気止め弁を閉操作することで，

高圧代替注水系側へ蒸気供給を行うことができる。 

高圧代替注水系ポンプは，高圧代替注水系注入弁を開操作することで起

動することから，ポンプ自体の起動操作は不要である。以上のことから，

高圧代替注水系の操作に必要な機器を表 3.2-3 に示す。 

表に示すとおり，高圧代替注水系注入弁及び高圧代替注水系タービン止

め弁の操作は，いずれも中央制御室における操作盤上での操作スイッチに

より操作可能な設計とする。 

中央制御室の操作スイッチを操作するにあたり，運転員の操作性を考慮

して十分な操作空間を確保する。また，操作対象については銘板をつける

ことで識別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作でき

る設計とする。 

ただし，仮に，電源設備が全て喪失し，中央制御室からの遠隔操作がで

きない場合であっても，高圧代替注水系注入弁と高圧代替注水系タービン

止め弁を現場で人力により手動操作することで，操作可能な設計とする。 

いずれの操作弁も手動ハンドルが設置されており，現場での手動操作は，

想定される重大事故等が発生した場合において，設置場所である原子炉建

屋原子炉区域内の環境条件（被ばく影響等）を考慮の上，十分な操作空間

を確保し，確実に手動操作可能な設計とする。 

(45-3,45-4) 
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表 3.2-3 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

高圧代替注水系

注入弁 

弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

原子炉建屋地下 1 階 手動操作 

高圧代替注水系

タービン止め弁 

弁閉→弁開 

弁開→弁閉 

中央制御室 スイッチ操作 

原子炉建屋地下 1 階（6 号炉） 

原子炉建屋地上 1 階（7 号炉） 

手動操作 

原子炉隔離時冷

却系過酷事故時

蒸気止め弁※ 

弁開→弁閉 原子炉建屋地下 1 階 手動操作 

※:原子炉隔離時冷却系を運転中に原子炉隔離時冷却系タービン止め弁が開状態から動

作不能となった場合や原子炉隔離時冷却系配管が機能喪失した場合に操作を行う。 

 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1 項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試

験又は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

高圧代替注水系は表 3.2-4 に示すように，発電用原子炉の運転中又は停

止中に機能・性能試験が可能な設計とする。また，停止中にポンプ分解検

査及び外観検査が可能な設計とする。 

高圧代替注水系には，高圧代替注水系ポンプ吐出ラインからサプレッシ

ョン・チェンバにつながるテストラインを設置し，発電用原子炉の運転中

に原子炉蒸気を用いて高圧代替注水系ポンプ駆動用タービンを駆動させ，

復水貯蔵槽の水をサプレッション・チェンバへ送水する機能・性能試験が

可能な設計とする。また，発電用原子炉の停止中においても所内蒸気によ

る機能・性能試験も可能となるよう，高圧代替注水系蒸気供給ラインに所

内蒸気供給ラインを設け，高圧代替注水系ポンプ駆動用タービンに所内蒸

気を供給可能な設計とする。 

高圧代替注水系を運転するために必要な操作対象弁（高圧代替注水系注

入弁，高圧代替注水系タービン止め弁）は，発電用原子炉の運転中又は停

止中に開閉動作確認可能な構成とすることで，弁動作試験が可能な設計と

する。 
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一方で，原子炉隔離時冷却系過酷事故時蒸気止め弁については，発電用

原子炉の運転中に開閉試験を行った場合に，閉状態で動作不能になるリス

クを踏まえて，停止中にのみ弁動作試験を実施する。 

また，高圧代替注水系ポンプは，ケーシングカバー及びタービンカバー

の取り外しが可能な構造とし，停止中にポンプ及びタービンの部品（主軸，

軸受，羽根車及びタービン等）の分解検査による内部確認が可能な設計と

する。 

(45-5) 

 

 

表 3.2-4 高圧代替注水系の試験及び検査 

発電用原子炉

の状態 

項目 内容 

運転中 機能・性能試験 運転性能の確認，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

停止中 機能・性能試験 運転性能の確認，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 
ポンプ及びタービン部品の表面状態を，試

験及び目視により確認 

外観検査 ポンプ及びタービンの外観確認 

 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1 項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備

にあっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備

えるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

高圧代替注水系は，原子炉隔離時冷却系と共用する高圧代替注水系蒸気

供給ライン，高圧炉心注水系と共用する高圧代替注水系ポンプ吸込ライン，

給水系（7 号炉は残留熱除去系を含む）と共用する高圧代替注水系ポンプ

吐出ライン以外については，重大事故防止設備の目的のみに使用されるた

め，本来の用途以外の用途には使用しない。 

本来の用途以外の用途として高圧代替注水系に使用する原子炉隔離時冷
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却系，高圧炉心注水系及び給水系（7 号炉は残留熱除去系を含む）の配管

ラインについては，通常時の隔離された系統構成から高圧代替注水系に切

り替えるために表 3.2-3 で示す弁操作を行う。原子炉隔離時冷却系と共用

する高圧代替注水系蒸気供給ラインについては，通常時の隔離された系統

構成から高圧代替注水系タービン止め弁を開操作することで，原子炉隔離

時冷却系から高圧代替注水系側への蒸気供給に切り替えることができる。

また，給水系（7 号炉は残留熱除去系を含む）と共用する高圧代替注水系

ポンプ吐出ラインについては，通常時の隔離された系統構成から高圧代替

注水系注入弁を開操作することで，高圧代替注水系の流路に切り替えるこ

とができる。これらの切替え操作については，中央制御室から遠隔操作可

能な設計とし，操作弁も 2 弁と最小限の弁操作とする系統構成とすること

で，図 3.2-2 で示すタイムチャートのとおり速やかに切替え可能な設計と

する。 

なお，高圧炉心注水系のポンプ吸込ラインについては，弁操作で切り替

えなくとも復水貯蔵槽の水を吸込可能な系統設計とする。原子炉隔離時冷

却系タービン止め弁が開状態から動作不能になった場合や，配管機能が喪

失した場合で高圧代替注水系側へ蒸気供給ができない状況においては，原

子炉隔離時冷却系過酷事故時蒸気止め弁を閉操作することで，高圧代替注

水系側へ蒸気供給を行うことが可能な設計とする。 

また，仮に，電源設備が全て喪失し，中央制御室からの遠隔操作ができ

ない場合であっても，高圧代替注水系注入弁及び高圧代替注水系タービン

止め弁を現場で手動弁操作することにより，図 3.2-3 で示すタイムチャー

トのとおり速やかに切替え可能とする。 

(45-4) 

 

 

電源確認

系統構成，起動，注水開始

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

中央制御室からの

高圧代替注水系起動
中央制御室運転員　Ａ，Ｂ 2

10 20 30 40 50 60 70

15分 高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水開始

 
図 3.2-2 中央制御室からの高圧代替注水系起動のタイムチャート＊ 

 

＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての

1.2 で示すタイムチャート 

 

 

 

高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水開始
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通信連絡設備準備

　原子炉水位監視

起動，注水開始

　原子炉水位監視（可搬式原子炉水位計）及び原子炉水位制御

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

中央制御室運転員　Ａ 1

現場手動操作による

高圧代替注水系起動

現場運転員　Ｅ，Ｆ 2

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

移動，系統構成

20 40 60 80 100 120 140

40分 高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水開始

移動，原子炉水位計接続

 

図 3.2-3 現場手動操作による高圧代替注水系起動のタイムチャート＊ 

 

＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての

1.2 で示すタイムチャート 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1 項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に

示す。 

 

高圧代替注水系は，通常時は高圧代替注水系タービン止め弁を閉運用と

することで原子炉隔離時冷却系の蒸気供給ラインから隔離し，高圧代替注

水系注入弁を閉運用することで 6 号炉においては給水系の注水ライン，7

号炉においては残留熱除去系の注水ラインから隔離する構成としており，

原子炉隔離時冷却系に対して悪影響を及ぼさない設計とする。また，高圧

代替注水系は，高圧炉心注水系(B)及び(C)に対して独立した注水ラインを

有する設計とすることで，相互に悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，高圧代替注水系は，原子炉隔離時冷却系運転時に系統隔離弁が自

動開することによる原子炉隔離時冷却系機能への悪影響を防止するために，

高圧代替注水系タービン止め弁及び高圧代替注水系注入弁に自動開閉イン

ターロックを設けない設計とし，高圧代替注水系を用いる場合は，弁操作

によって，通常時の系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成と

することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

他系統との隔離弁を表 3.2-5 に示す。 

なお，高圧代替注水系と原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系は，相互

に悪影響を及ぼすことのないように，同時に使用しない運用とする。 

高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水開始
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また，高圧代替注水系の蒸気系配管及び弁は，高圧の原子炉蒸気が供給

されるラインであることから十分な強度をもたせた設計とする。 

また，高圧代替注水系ポンプ駆動用タービンは，単段式のタービンであ

り，タービン翼は一体鍛造品の円板から放電加工により翼型を削り出す方

法で製造されているものを適用することで，タービンが破損により飛散す

ることがない設計とする。 

(45-3，45-4，45-7) 

 

表 3.2-5 他系統との隔離弁 

取合系統 系統隔離弁 駆動方式 動作 

給水系（6 号炉） 

残留熱除去系（7 号炉） 

高圧代替注水系注入弁 電動駆動 通常時閉 

電源喪失時閉 

原子炉隔離時冷却系 高圧代替注水系タービン 

止め弁 

電動駆動 通常時閉 

電源喪失時閉 

 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1 項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操

作及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少

ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講

じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

高圧代替注水系の系統構成に操作が必要な弁の設置場所，操作場所を表

3.2-6 に示す。このうち，高圧代替注水系注入弁，高圧代替注水系タービ

ン止め弁は，中央制御室で操作するため，操作位置の放射線量が高くなる

おそれが少ないため操作が可能である。 

また，仮に，電源設備が全て喪失し，中央制御室からの遠隔操作ができ

ない場合については，高圧代替注水系注入弁及び高圧代替注水系タービン

止め弁を原子炉建屋内の設置場所で人力により手動操作を行うが，高圧代

替注水系は事象初期に操作するものであり，操作位置の放射線量が高くな

る前に操作する運用とする。 

(45-3) 
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表 3.2-6 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

高圧代替注水系 

注入弁 

原子炉建屋地下 1 階 中央制御室 

原子炉建屋地下 1 階 

高圧代替注水系 

タービン止め弁 

原子炉建屋地下 1 階（6 号炉） 

原子炉建屋地上 1 階（7 号炉） 

中央制御室 

原子炉建屋地下 1 階（6 号炉） 

原子炉建屋地上 1 階（7 号炉） 

原子炉隔離時冷

却系過酷事故時

蒸気止め弁※ 

原子炉建屋地下 1 階 原子炉建屋地下 1 階 

※ 原子炉隔離時冷却系を運転中に原子炉隔離時冷却系タービン止め弁が開

状態から動作不能となった場合や原子炉隔離時冷却系配管が機能喪失した

場合に操作を行う。 
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3.2.2.1.3.2  設置許可基準規則第 43 条第 2 項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

高圧代替注水系は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，

設計基準事故対処設備が有する機能が喪失した場合においても，炉心の著

しい損傷を防止するため，十分な期間，原子炉水位を維持できる容量を有

する設計とする。高圧代替注水系ポンプの容量は，原子炉停止 30 分後に注

水を確立した場合に炉心損傷を防止するために必要な流量 114m3/h 以上と

し，設計基準事故対処設備の原子炉隔離時冷却系注水流量 182m3/h にあわ

せて 182m3/h を公称値とする。なお，安全解析において，高圧代替注水系

注水流量が 182m3/hの 20%減である約 146m3/hとした場合でも炉心損傷を防

止することを確認しているため，注水流量の最小値は約 146m3/h とする。 

 

また，原子炉圧力容器に注水する場合の高圧代替注水系ポンプの全揚程

は，原子炉圧力容器に注水する場合の水源（復水貯蔵槽）と注水先（原子

炉圧力容器）の圧力差，静水頭，機器圧損，配管及び弁類圧損を考慮し，

高圧代替注水系ポンプ 1台運転で注水流量182m3/h達成可能な設計とする。 

(45-6) 

 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2 項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，

二以上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原

子炉施設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用

原子炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に

示す。 

 

高圧代替注水系の高圧代替注水系ポンプは，二以上の発電用原子炉施設

において共用しない設計とする。 
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(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2 項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安

全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講

じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に

示す。 

 

高圧代替注水系は，高圧注水機能を持つ設計基準事故対処設備である高

圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系と共通要因によって同時に機能を損な

わないよう，表 3.2-7 に示すとおり多様性，位置的分散を図った設計とす

る。ポンプについては，地震，津波，溢水及び火災に対して，高圧炉心注

水系ポンプ(B)及び(C)，原子炉隔離時冷却系ポンプと同時に機能を損なう

おそれがないように，異なる階に位置的分散された原子炉建屋地下 2 階に

配置する設計とする。 

 

高圧代替注水系のサポート系として，冷却水は自己冷却とすることで高

圧炉心注水系ポンプ(B)及び(C)，原子炉隔離時冷却系ポンプの冷却水と同

時に機能喪失しない設計とする。ポンプ駆動源については，共通要因によ

って同時に機能を損なわないよう，タービン駆動とすることで電動機駆動

ポンプを使用する高圧炉心注水系に対して多様性を確保する設計とする。 

なお，タービンを駆動させるための蒸気を供給する電動弁については，

共通要因によって同時に機能を損なわないよう，設計基準事故対処設備で

ある高圧炉心注水系(B)及び(C)，原子炉隔離時冷却系と異なる常設代替直

流電源設備（AM 用 125V 蓄電池）により電源供給する設計とし，同時に機

能喪失しない設計とする。 

また，仮に，電源設備が全て喪失し，中央制御室からの遠隔操作ができ

ない場合であっても，高圧代替注水系注入弁と高圧代替注水系タービン止

め弁はハンドルを設けており手動操作可能であるため，現場で人力により

手動操作することで，ポンプ起動可能であり，高圧炉心注水系と原子炉隔

離時冷却系の電源と同時に機能喪失しない設計とする。 

 

上記のとおり，高圧代替注水系は高圧注水機能を持つ設計基準事故対処

設備である高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系と位置的分散され，可能

な限り多様性を図った設計とする。 

(45-2，45-3，45-4，45-7) 
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表 3.2-7 多様性又は多重性，位置的分散 

項目 
設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

高圧炉心注水系 原子炉隔離時冷却系 高圧代替注水系 

ポンプ 

高圧炉心注水系ポン

プ(B)(C) 

原子炉隔離時冷却系 

ポンプ 
高圧代替注水系ポンプ 

原子炉建屋地下 3 階 原子炉建屋地下 3 階 原子炉建屋地下 2 階 

水源 

復水貯蔵

槽 

サプレッ

ション・

チェンバ 

復水貯蔵

槽 

サプレッシ

ョン・チェ

ンバ 

復水貯蔵槽 

廃棄物処

理建屋地

下 2 階 

原子炉建

屋地下 3

階 

廃棄物処

理建屋地

下 2 階 

原子炉建屋

地下 3 階 
廃棄物処理建屋地下 2 階 

駆動用 

空気 
不要 不要 不要 

潤滑 

方式 
水潤滑 

軸直結ポンプによる 

油潤滑 
水潤滑 

冷却水 

原子炉補機冷却水系

及び原子炉補機冷却

海水系 

自己冷却 自己冷却 

駆動 

電源 

非常用交流電源設備

（非常用ディーゼル発

電機） 

非常用直流電源設備

（蓄電池（非常用）） 

常設代替直

流電源設備

（AM 用 125V

蓄電池） 

－ 

原子炉建屋地上１階 
コントロール建屋地下

１階及び地下中２階 

原子炉建屋

地上４階 
－ 

操作系 
手動操作 手動操作 手動操作 手動操作 

中央制御室 中央制御室 中央制御室 原子炉建屋 
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3.2.3 高圧代替注水系の現場操作の整備 

全交流動力電源喪失，直流電源喪失を想定し，高圧代替注水系について，現

場での人力による弁の操作で系統の起動及び原子炉冷却材圧力バウンダリの減

圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの

十分な期間の運転継続を行うために必要な設備を整備する。 

なお，操作手順等の詳細については，「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な

技術的能力に係る審査基準」への適合状況について（個別手順）の 1.2 に示す。 

 

(1) 操作概要 

全交流動力電源喪失，常設直流電源系統喪失により中央制御室からの遠隔

操作ができない場合に，現場での手動操作により高圧代替注水系を起動し，

原子炉圧力容器への注水を実施する。 

また，高圧代替注水系の現場起動操作において現場での原子炉水位監視の

ため可搬式原子炉水位計の接続を行う。 

 

(2) 操作場所（7 号炉の例） 

・原子炉建屋 地上 1 階，地下 1 階，地下 2 階（管理区域） 

 

(3) 必要要員数及び時間 

高圧代替注水系現場起動のうち，現場での高圧代替注水系の系統構成及び

タービン起動操作に必要な要員数，時間は以下のとおり。 

・必要要員数 ：2 名（現場運転員 2 名） 

・想定時間：40 分（実績時間：35 分） 

 

また，現場での高圧代替注水系現場起動のうち，現場での可搬式原子炉水

位計の接続に必要な要員数，時間は以下のとおり。 

・必要要員数 ：2 名（現場運転員 2 名） 

・想定時間：40 分（実績時間：37 分） 

 

 

 

高圧代替注水系現場起動のタイムチャートを図 3.2-4 に示す。本操作は，

放射線量が上昇する前に実施する。 
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通信連絡設備準備

　原子炉水位監視

起動，注水開始

　原子炉水位監視（可搬式原子炉水位計）及び原子炉水位制御

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

中央制御室運転員　Ａ 1

現場手動操作による

高圧代替注水系起動

現場運転員　Ｅ，Ｆ 2

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

移動，系統構成

20 40 60 80 100 120 140

40分 高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水開始

移動，原子炉水位計接続

図 3.2-4 現場手動操作による高圧代替注水系起動のタイムチャート＊ 

 

＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての

1.2 で示すタイムチャート 

 

 

(4) 操作の成立性について 

・作業環境：バッテリー内蔵型 LED 照明を操作エリアに配備しており，建

屋内常用照明消灯時における作業性を確保している。また，

ヘッドライト・懐中電灯をバックアップとして携行している。

操作は汚染の可能性を考慮し放射線防護具（全面マスク，個

人線量計，ゴム手袋）を装備して作業を行う。 

・移動経路：バッテリー内蔵型 LED 照明をアクセスルート上に配備してお

り近接可能である。また，ヘッドライト・懐中電灯をバック

アップとして携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

・操作性 ：通常の弁操作であり，操作性に支障はない。 

・連絡手段：通信連絡設備（送受話器，電力保安通信用電話設備，携帯型

音声呼出電話設備）のうち，使用可能な設備により，中央制

御室に連絡する。 

 

(5) 人力操作対象弁について（7 号炉の例） 

高圧代替注水系の人力による現場起動に当たっては，プラント通常運転状

態から，図 3.2-5 で示す高圧代替注水系注入弁を開操作した後に，高圧代替

注水系タービン止め弁の開閉操作で起動停止可能な設計であり，これら 2 弁

は手動ハンドルが設置されている。 

 

(6) 運転継続について 

高圧代替注水系ポンプを人力操作で起動した後は，可搬式原子炉水位計を

監視し，原子炉水位を所定の水位（L-3～L-8）に維持するように，L-8 に到

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

20 40 60 80 100 120 140

40分 高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水開始
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達した場合は高圧代替注水系を停止し，L-3 に到達した場合は高圧代替注水

系を起動する操作を行う。また，復水貯蔵槽の補給が必要となった場合は，

代替淡水源から外部接続口を通じて補給可能な設計となっている。以上の運

転操作で，原子炉圧力容器が低圧になるまでの間，高圧代替注水系を運転す

ることが可能であり，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷

却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの十分な期間の運転

継続が可能であると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-5 高圧代替注水系（HPAC）の現場操作（7 号炉の例）について 
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3.2.4 原子炉隔離時冷却系の現場操作の整備 

全交流動力電源喪失，直流電源喪失を想定し，原子炉隔離時冷却系について，

現場での人力による弁の操作で系統の起動及び原子炉冷却材圧力バウンダリの

減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまで

の十分な期間の運転継続を行うために必要な設備を整備する。 

なお，操作手順等の詳細については，「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な

技術的能力に係る審査基準」への適合状況について（個別手順）の 1.2 に示す。 

 

(1) 操作概要 

全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失により，中央制御室からの

操作により高圧代替注水系を起動できない場合，かつ現場での弁の手動操作

により高圧代替注水系を起動できない場合は，現場での弁の手動操作により

原子炉隔離時冷却系を起動し原子炉圧力容器への注水を実施する。 

また，原子炉隔離時冷却系の現場起動操作において現場での原子炉水位監

視のため可搬式原子炉水位計の接続を行う。 

 

(2) 操作場所（7 号炉の例） 

・原子炉建屋 地上 1 階，地下 1 階，地下 3 階（管理区域） 

 

(3) 必要要員数及び時間 

原子炉隔離時冷却系現場起動のうち，現場での原子炉隔離時冷却系系統構

成及びタービン起動操作に必要な要員数，時間は以下のとおり。 

・必要要員数 ：2 名（現場運転員 2 名） 

・想定時間：90 分（実績時間：80 分） 

 

また，原子炉隔離時冷却系現場起動のうち，現場での可搬式原子炉水位計

の接続に必要な要員数，時間は以下のとおり。 

・必要要員数 ：2 名（現場運転員 2 名） 

・想定時間目安：40 分（実績時間：37 分） 
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原子炉隔離時冷却系現場起動のタイムチャートを図 3.2-6 に示す。本操作

は，放射線量が上昇する前に操作を行う。 

 

通信連絡設備準備

　　原子炉水位監視

防護具装着

起動，注水開始

防護具装着補助

　　原子炉水位監視（可搬式原子炉水位計）及び原子炉水位制御

ホース敷設，接続

発電機，水中ポンプ起動

経過時間（分）
備考

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

移動，系統構成

移動，資機材搬入

手順の項目 要員（数）

現場手動操作による

原子炉隔離時冷却系起動

及び排水処理

電源ケーブル敷設，接続

中央制御室運転員　Ａ 1

現場運転員　Ｅ，Ｆ 2

移動，原子炉水位計接続

緊急時対策要員 4

20 40 60 80 100 120 140 160 180

原子炉隔離時冷却系による

原子炉圧力容器への注水開始
排水処理開始 180分90分

 
図 3.2-6 現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動及び排水処理のタイムチャート＊ 

 

＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての

1.2 で示すタイムチャート 

 

 

(4) 操作の成立性について 

・作業環境：バッテリー内蔵型 LED 照明を作業エリアに配備しており，建

屋内常用照明消灯時における作業性を確保している。また，

懐中電灯をバックアップとして携行している。 

直流電源喪失時に原子炉隔離時冷却系を運転するとタービン

グランド部より蒸気が漏えいすることから，原子炉隔離時冷

却系ポンプ室に現場運転員が入室するのは原子炉隔離時冷却

系起動時のみとし，その後速やかに退室する手順とする。し

たがって，原子炉隔離時冷却系ポンプ室入室時の蒸気漏えい

に伴う環境温度の上昇による運転員への影響はないものと考

えており，防護具（酸素呼吸器及び耐熱服）を確実に装着す

ることにより本操作が可能である。 

・移動経路：バッテリー内蔵型 LED 照明をアクセスルート上に配備してお

り近接可能である。また，ヘッドライト・懐中電灯をバック

アップとして携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

・操作性 ：通常の弁操作であり，操作性に支障はない。 

・連絡手段：通信連絡設備（送受話器，電力保安通信用電話設備，携帯型

音声呼出電話設備）のうち，使用可能な設備により，中央制

御室に連絡する。 

排水処理開始原子炉隔離時冷却系による

原子炉圧力容器への注水開始
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(5) 人力操作対象弁について（7 号炉の例） 

原子炉隔離時冷却系の人力による現場起動に当たっては，プラント通常運

転状態から，図 3.2-7 で示す原子炉隔離時冷却系注入弁の開操作，及びポン

プ冷却水の流路確保のため，原子炉隔離時冷却系冷却水ライン止め弁，原子

炉隔離時冷却系その他ドレン弁を開操作した後に，原子炉隔離時冷却系ター

ビン止め弁の開閉操作で起動停止可能な設計であり，これら 7 弁は手動ハン

ドルが設置されている。 

 

(6) 運転継続について 

原子炉隔離時冷却系ポンプを人力操作で起動した後は，可搬式原子炉水位

計を監視し，原子炉水位を所定の水位（L-3～L-8）に維持するように，原子

炉隔離時冷却系過酷事故時蒸気止め弁の開度調整を行う。原子炉隔離時冷却

系ポンプ起動後，排水がポンプ室床面に溢水することが想定されるが，ポン

プ本体が水没する前に，排水を移送することで運転継続可能とする。なお，

運転継続に必要な原子炉隔離時冷却系過酷事故時蒸気止め弁の開度調整及び

排水処理についてはポンプ室外での運転操作であり，操作時に原子炉隔離時

冷却系タービンからの蒸気漏えいの影響がない場所での操作運用とする。ま

た，復水貯蔵槽の補給が必要となった場合は，代替淡水源から外部接続口を

通じて補給可能な設計となっている。以上の運転操作で，原子炉圧力容器が

低圧になるまでの間，原子炉隔離時冷却系を運転することが可能であり，原

子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧

時の冷却対策の準備が整うまでの十分な期間の運転継続が可能であると考え

ている。 



添 3.2-30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-7 原子炉隔離時冷却系（RCIC）の現場操作（7 号炉の例）について 
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3.2.5   重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

3.2.5.1   原子炉隔離時冷却系 

3.2.5.1.1 設備概要 

原子炉隔離時冷却系は，非常用炉心冷却系の 1 つである。非常用炉心冷却系

は，冷却材喪失事故時に燃料被覆管の重大な損傷を防止し，ジルコニウム－水

反応を極力抑え，崩壊熱を長期にわたって除去する機能を持ち，低圧注水系，

高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系及び自動減圧系で構成する。 

原子炉隔離時冷却系は，蒸気駆動タービン 1 台，タービン駆動ポンプ 1 台，

配管，弁類，ストレーナ及び計測制御装置からなり，冷却材喪失事故時には，

低圧注水系，高圧炉心注水系及び自動減圧系と連携して，炉心を冷却する機能

を有する。 

 

本系統は，原子炉水位低又はドライウェル圧力高の信号で作動を開始し，復

水貯蔵槽の水又はサプレッション・チェンバのプール水を給水系等を経由して

原子炉圧力容器へ注水する。水源は，第一次水源として復水貯蔵槽の水を使用

するが，復水貯蔵槽の水位が設定値より下がるか，サプレッション・チェンバ

のプール水位が設定値より上がると第二次水源のサプレッション・チェンバの

プール水に自動的に切り替わる。 

 

なお，本系統は，給水系からの給水喪失時に原子炉水位の異常低下を防止し

水位を維持する機能も併せ持っている。 

 

本系統の系統概要図を図 3.2-8 に，重大事故等対処設備（設計基準拡張）一

覧を表 3.2-8 に示す。 

 

本系統は設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時においてその

機能を期待するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 
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図 3.2-8 原子炉隔離時冷却系 系統概要図 

・水源については「3.13 重大事故等の収束

に必要となる水の供給設備（設置許可基

準規則第 56 条に対する設計方針を示す

章）」で示す。 

・電源設備については「3.14 電源設備（設

置許可基準規則第 57 条に対する設計方

針を示す章）」で示す。 

・計装設備については「3.15 計装設備（設

置許可基準規則第 58 条に対する設計方

針を示す章）」で示す。 

サプレッション・チェンバ
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表 3.2-8 原子炉隔離時冷却系に関する重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 原子炉隔離時冷却系ポンプ【常設】 

附属設備 － 

水源※1 復水貯蔵槽【常設】 

サプレッション・チェンバ【常設】 

流路 原子炉隔離時冷却系 配管・弁・ストレーナ【常設】 

主蒸気系 配管・弁【常設】 

復水補給水系 配管【常設】 

高圧炉心注水系 配管・弁【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※2 所内蓄電式直流電源設備 

直流 125V 蓄電池 A【常設】 

直流 125V 蓄電池 A-2【常設】 

AM 用直流 125V 蓄電池【常設】 

直流 125V 充電器 A【常設】 

直流 125V 充電器 A-2【常設】 

AM 用直流 125V 充電器【常設】 

上記所内蓄電式直流電源設備への給電のための設備として以下の設備を使用する。 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

計装設備※3 原子炉隔離時冷却系系統流量【常設】 

原子炉水位（広帯域）【常設】 

原子炉水位（燃料域）【常設】 

原子炉水位（SA）【常設】 

原子炉圧力【常設】 

原子炉圧力（SA）【常設】 

復水貯蔵槽水位（SA）【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるた

めに把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 
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3.2.5.1.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 原子炉隔離時冷却系ポンプ 

容量    ：約 190m3/h/台 

全揚程   ：約 190m～約 900m 

個数    ：1 

取付箇所  ：原子炉建屋地下 3 階 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 

電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備に

ついては「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す

章）」で示す。 
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3.2.5.1.3  設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

原子炉隔離時冷却系は，想定される重大事故等時に重大事故等対処設備（設

計基準拡張）として使用するため，「2.3 重大事故等対処設備に関する基本方

針」のうち，多様性，位置的分散を除く設計方針を適用して設計を行う。 

原子炉隔離時冷却系ポンプについては，設計基準事故対処設備として使用す

る場合と同様の系統構成で重大事故等においても使用するため，他の施設に悪

影響を及ぼさない設計である。 

重大事故等対処設備（設計基準拡張）としての原子炉隔離時冷却系ポンプの

多様性又は多重性，位置的分散については，非常用交流電源設備（非常用ディ

ーゼル発電機）及び非常用直流電源設備（蓄電池（非常用））が使用可能な場合

において，設計基準対象施設として使用する場合と同様に表 3.2-9 に示す設計

である。 

原子炉隔離時冷却系は，二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計

である。 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

 

表 3.2-9 重大事故等対処設備(設計基準拡張)の多様性又は多重性，位置的分散 

項目 
重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

高圧炉心注水系 原子炉隔離時冷却系 

ポンプ 
高圧炉心注水系ポンプ(B)(C) 原子炉隔離時冷却系ポンプ 

原子炉建屋地下 3 階 原子炉建屋地下 3 階 

水源 
復水貯蔵槽 

サプレッション・チェンバ 

復水貯蔵槽 

サプレッション・チェンバ 

駆動用空気 不要 不要 

潤滑方式 水潤滑 軸直結ポンプによる油潤滑 

冷却水 
原子炉補機冷却水系 

及び原子炉補機冷却海水系 
自己冷却 

駆動電源 

非常用交流電源設備 

（非常用ディーゼル発電機） 

非常用直流電源設備 

（蓄電池（非常用）） 

原子炉建屋地上１階 
コントロール建屋 

地下１階及び地下中２階 

 

原子炉隔離時冷却系ポンプについては，設計基準事故時の非常用炉心冷却機

能を兼用しており，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等の収

束に必要な容量に対して十分である。 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 
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原子炉隔離時冷却系ポンプについては，原子炉建屋原子炉区域内に設置され

る設備であることから，想定される重大事故等が発生した場合における原子炉

建屋原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮す

ることができるよう，表 3.2-10 に示す設計である。 

 

表 3.2-10 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋原子炉区域内で想定される温度，圧力，湿度

及び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を

使用する。 

屋外の天候による影

響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は受

けない。 

海水を通水する系統

への影響 

海水を通水しない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷

しないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基

本方針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋原子炉区域内に設置するため，風（台風）及

び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 

 

また，原子炉隔離時冷却系は想定される重大事故等時において，中央制御室

にて操作可能な設計である。原子炉隔離時冷却系の系統構成及び運転に必要な

操作機器は，中央制御室で操作することから，操作位置の放射線量が高くなる

おそれが少ないため操作が可能である。 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

原子炉隔離時冷却系については，設計基準対象施設として使用する場合と同

じ系統構成で重大事故等においても使用する設計である。また，原子炉隔離時

冷却系については，テストラインにより系統の機能・性能試験及び漏えいの有

無の確認並びに弁の開閉動作の確認が可能な設計である。原子炉隔離時冷却系

ポンプについては，発電用原子炉の運転中又は停止中に系統の機能・性能試験

が可能な設計であり，発電用原子炉の停止中に分解検査及び外観検査が可能な

設計である。 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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3.2.5.2   高圧炉心注水系 

3.2.5.2.1 設備概要 

高圧炉心注水系は，非常用炉心冷却系の 1 つである。非常用炉心冷却系は，

冷却材喪失事故時に燃料被覆管の重大な損傷を防止し，ジルコニウム－水反応

を極力抑え，崩壊熱を長期にわたって除去する機能を持ち，低圧注水系，高圧

炉心注水系，原子炉隔離時冷却系及び自動減圧系で構成する。 

高圧炉心注水系は，電動機駆動ポンプ 2 台，スパージャ，配管，弁類，スト

レーナ及び計測制御装置からなり，冷却材喪失事故時には，低圧注水系，原子

炉隔離時冷却系及び自動減圧系と連携して炉心を冷却する機能を有する。 

 

本系統は，原子炉水位低又はドライウェル圧力高の信号で作動を開始し，復

水貯蔵槽の水又はサプレッション・チェンバのプール水を炉心上部に取付けら

れたスパージャから燃料集合体上に注水することによって炉心を冷却する。ま

た，原子炉水位高信号で注水を自動的に停止する。この系は，中央制御室外原

子炉停止装置からの手動操作によっても運転が可能である。水源は，第一次水

源として復水貯蔵槽の水を使用するが，復水貯蔵槽の水位が設定値より下がる

か，サプレッション・チェンバのプール水位が設定値より上がると第二次水源

のサプレッション・チェンバのプール水に自動的に切り替わるようになってい

る。 

 

本系統の系統概要図を図 3.2-9 に，重大事故等対処設備（設計基準拡張）一

覧を表 3.2-11 に示す。 

 

本系統は設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時においてその

機能を期待するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 
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図 3.2-9 高圧炉心注水系 系統概要図 

 

・水源については「3.13 重大事故等の収束

に必要となる水の供給設備（設置許可基

準規則第 56 条に対する設計方針を示す

章）」で示す。 

・電源設備については「3.14 電源設備（設

置許可基準規則第 57 条に対する設計方

針を示す章）」で示す。 

・計装設備については「3.15 計装設備（設

置許可基準規則第 58 条に対する設計方

針を示す章）」で示す。 

サプレッション・チェンバ
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表 3.2-11 高圧炉心注水系に関する重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 高圧炉心注水系ポンプ【常設】 

附属設備 － 

水源※1 復水貯蔵槽【常設】 

サプレッション・チェンバ【常設】 

流路 高圧炉心注水系 配管・弁・ストレーナ・スパージャ

【常設】 

復水補給水系 配管【常設】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※1 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※2 高圧炉心注入系系統流量【常設】 

原子炉水位（広帯域）【常設】 

原子炉水位（燃料域）【常設】 

原子炉水位（SA）【常設】 

復水貯蔵槽水位（SA）【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるた

めに把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 
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3.2.5.2.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 高圧炉心注水系ポンプ 

容量    ：約 180m3/h/台～約 730m3/h/台 

全揚程   ：約 890m～約 190m 

個数    ：2 

取付箇所  ：原子炉建屋地下 3 階 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 

電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備に

ついては「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す

章）」で示す。 



添 3.2-41 

3.2.5.2.3  設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

高圧炉心注水系は，想定される重大事故等時に重大事故等対処設備（設計基

準拡張）として使用するため，「2.3 重大事故等対処設備に関する基本方針」

のうち，多様性，位置的分散を除く設計方針を適用して設計を行う。 

高圧炉心注水系ポンプについては，設計基準対象施設として使用する場合と

同様の系統構成で重大事故等においても使用するため，他の施設に悪影響を及

ぼさない設計である。 

重大事故等対処設備（設計基準拡張）としての高圧炉心注水系ポンプの多様

性又は多重性，位置的分散については，非常用ディーゼル発電機及び常設直流

電源が使用可能な場合において，設計基準対象施設として使用する場合と同様

に表 3.2-9 に示す設計である。 

高圧炉心注水系は，二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計であ

る。 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

高圧炉心注水系ポンプについては，設計基準事故時の非常用炉心冷却機能を

兼用しており，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等の収束に

必要な容量に対して十分である。 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

高圧炉心注水系ポンプについては，原子炉建屋原子炉区域内に設置される設

備であることから，想定される重大事故等が発生した場合における原子炉建屋

原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮するこ

とができるよう，表 3.2-12 に示す設計である。 
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表 3.2-12 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋原子炉区域内で想定される温度，圧力，湿度

及び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を

使用する。 

屋外の天候による影

響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は受

けない。 

海水を通水する系統

への影響 

海水を通水しない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷

しないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基

本方針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋原子炉区域内に設置するため，風（台風）及

び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 

 

また，高圧炉心注水系は中央制御室にて操作可能な設計である。高圧炉心注水

系の系統構成及び運転に必要な操作機器は，中央制御室で操作することから，操

作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能である。 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

高圧炉心注水系については，設計基準対象施設として使用する場合と同じ系統

構成で重大事故等においても使用する設計である。また，高圧炉心注水系につい

ては，テストラインにより系統の機能・性能試験及び漏えいの有無の確認並びに

弁の開閉動作の確認が可能な設計である。高圧炉心注水系ポンプについては，発

電用原子炉の運転中又は停止中に系統の機能・性能試験が可能な設計であり，発

電用原子炉の停止中に分解検査及び外観検査が可能な設計である。 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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3.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備【46 条】 

【設置許可基準規則】 

（原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備） 

第四十六条 発電用原子炉施設には，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であ

って，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合にお

いても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉冷却材

圧力バウンダリを減圧するために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第４６条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため，原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧するために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同

等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）ロジックの追加 

ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可能な状態で，逃がし安全弁を作動さ

せる減圧自動化ロジックを設けること（BWR の場合）。 

（２）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時においても，減圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の

場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合））を作動させ

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう，手動設備又は可搬型

代替直流電源設備を配備すること。 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合，減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材

圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう，可搬型コンプレッサー又は窒素ボ

ンベを配備すること。 

ｃ）減圧用の弁は，想定される重大事故等が発生した場合の環境条件において

確実に作動すること。 
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3.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

3.3.1  設置許可基準規則第 46 条への適合方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有

する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原

子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するため

に，以下の逃がし安全弁の作動に必要な措置及び設備を設ける。 

 

(1)  代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）（設置許可基準規則解釈の第 1項

(1) a）） 

設計基準事故対処設備が有する原子炉の自動減圧機能が喪失した場合におい

て，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するため，原子炉水位低（レベル 1）及

び残留熱除去系ポンプ運転（低圧注水モード）の場合に，逃がし安全弁（4個）

を作動させる減圧自動化ロジックを設ける。 

 

(2)  逃がし安全弁機能回復（可搬型代替直流電源供給）（設置許可基準規則解釈の

第 1項(2) a）） 

逃がし安全弁の作動に必要な常設直流電源系統が喪失した場合でも，AM 用切

替装置(SRV)を切り替えることで，可搬型直流電源設備からの供給により逃がし

安全弁（8個）の作動が可能な設計とする。 

また，駆動回路に逃がし安全弁用可搬型蓄電池を接続することで，逃がし安

全弁（2個）の手動による作動が可能な設計とする。 

 

(3)  逃がし安全弁機能回復（代替窒素供給）（設置許可基準規則解釈の第 1 項(2) 

b）） 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備のうち，逃がし安全弁の

機能回復のための重大事故等対処設備として，高圧窒素ガス供給系を使用する。 

高圧窒素ガス供給系は，逃がし安全弁の作動に必要な逃がし弁機能用アキュ

ムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータの充填圧力が喪失した場合におい

て，高圧窒素ガス供給系の高圧窒素ガスボンベにより，全ての逃がし安全弁（18

個）への窒素ガス供給が可能な設計とする。 

 

(4)  逃がし安全弁の背圧対策（設置許可基準規則解釈の第 1項(2) c）） 

想定される重大事故等の環境条件を考慮して，原子炉格納容器圧力が仮に設

計圧力の 2 倍の状態（620kPa[gage]）となった場合においても逃がし安全弁を

確実に作動するために必要な圧力を供給可能な設計とする。 

 

 (5)  原子炉建屋ブローアウトパネル 

格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）発生時において，原子

炉建屋ブローアウトパネルは，開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放す

ることにより原子炉建屋原子炉区域内の圧力及び温度を低下させることが可能

な設計とする。 

 

 



添 3.3-3 

 

その他，設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時において，その機能

を期待するため，以下の設備を重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 

 

(6)  インターフェイスシステム LOCA 隔離弁 

インターフェイスシステム LOCA 隔離弁である高圧炉心注水系注入隔離弁は，

格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）発生時において，弁の手

動操作により原子炉冷却材の漏えい箇所を隔離する機能を有する。 

 

また，技術的能力審査基準への適合のため，復旧手段として，以下を整備する。 

 

(7)  復旧手段の整備 

設計基準事故対処設備である逃がし安全弁（自動減圧機能付き）が全交流動

力電源喪失又は常設直流電源喪失により発電用原子炉の減圧ができない場合に，

代替電源により逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保し，逃がし安全弁

を復旧することで発電用原子炉を減圧する。なお，電源設備については「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための自主対策設備として，以下

を整備する。 

 

(8)  手動（タービンバイパス弁，タービン制御系）による原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの減圧 

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常設所内電源が健全で，復水器の真空

が維持できている場合に，タービンバイパス弁を開操作することで原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧する。 

 

(9)  直流給電車接続による減圧 

直流給電車は，可搬型代替交流電源設備（電源車）の交流電源を整流するこ

とにより，直流電源を供給することができ，直流 125V 主母線盤に接続すること

で，逃がし安全弁の機能を回復させて原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する。 

 

(10)  代替逃がし安全弁駆動装置による原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧 

代替逃がし安全弁駆動装置は，逃がし安全弁機能回復（代替窒素供給）との

独立性，位置的分散を考慮した系統構成で，代替逃がし安全弁駆動装置からの

窒素ガスを，手動操作により逃がし安全弁（自動減圧機能なし 10 個のうち 4個）

に供給する。 

代替逃がし安全弁駆動装置による逃がし安全弁の作動は，電磁弁操作を必要

とせず，排気ポートから直接逃がし安全弁駆動用アクチュエータに高圧窒素ガ

スを供給することで，逃がし安全弁を開操作することができる。 
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3.3.2   重大事故等対処設備 

3.3.2.1   逃がし安全弁 

3.3.2.1.1   設備概要 

逃がし安全弁は原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を防止するた

め原子炉格納容器内の主蒸気系配管に設置された重大事故等対処設備であり，主

蒸気系からの排気は，排気管によりサプレッション・チェンバのプール水面下に

導き凝縮するようにする。逃がし安全弁は，バネ式(アクチュエータ付)で，アク

チュエータにより逃がし弁として作動させることもできるバネ式安全弁である。 

すなわち，逃がし安全弁は，バネ式の安全弁に，外部から強制的に開閉を行う

アクチュエータを取付けたもので，蒸気圧力がバネの設定圧力に達すると自動開

放するほか，外部信号によってアクチュエータのピストンに，逃がし弁機能用ア

キュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータに蓄圧された窒素を供給して

アクチュエータを作動させ，弁を強制的に開放することができる。逃がし弁機能

用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータは通常運転時に不活性ガ

ス系及び高圧窒素ガス供給系より窒素が供給されており，アクチュエータの作動

に必要となる圧力を上回る窒素圧力を蓄えることで，確実に逃がし安全弁の作動

が可能な設計とする。なお，不活性ガス系は設計基準対象施設であり，重大事故

等時に使用するものではないため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

なお，炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合におい

て，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容器の破損を防

止するため，逃がし安全弁を手動開操作して発電用原子炉を減圧することが可能

な設計とする。 

逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレ

ータに関する系統概要図を図3.3-1に，逃がし安全弁の設備概要図を図3.3-2に，

重大事故等対処設備一覧を表3.3-1に示す。 

 

(1) 逃がし弁機能 

本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力

上昇を抑えるため，原子炉圧力高の信号により，逃がし弁機能用アキュムレー

タに蓄圧された窒素をアクチュエータのピストンに供給して強制的に開放する。 

 

(2)  安全弁機能 

本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力

上昇を抑えるため，逃がし弁機能のバックアップとして，圧力の上昇に伴いス

プリングに打ち勝って自動開放されることにより，原子炉冷却材圧力バウンダ

リの最も過酷な圧力変化の場合にも原子炉圧力が最高使用圧力の 1.1 倍を超え

ないように設計されている。なお，18 個の逃がし安全弁は，すべてこの機能を

有している。 

 

(3)  手動による原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔手動操作による逃がし弁機能用アキ

ュムレータの窒素をアクチュエータに供給して18個の弁を作動することが可能

な設計とする。また，18個の逃がし安全弁のうち8個については，逃がし安全弁
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機能用アキュムレータとは独立した自動減圧機能用アキュムレータを有してお

り，中央制御室からの遠隔手動操作による自動減圧機能用アキュムレータの窒

素をアクチュエータに供給することにより弁を作動することも可能な設計とす

る。 

なお，格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）発生時において，

原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷箇所の発見又は隔離ができない場合の重大

事故等対処設備として，逃がし安全弁は，中央制御室からの手動操作によって

弁を作動し，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧させることで原子炉冷却材の

漏えいを抑制できる設計とする。 

 

(4)  逃がし弁機能用アキュムレータ 

アキュムレータのうち，逃がし弁機能用アキュムレータは，逃がし安全弁が

逃がし弁機能により原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を抑えるた

めに必要な駆動用窒素を供給する。逃がし弁機能用アキュムレータは，通常運

転時に不活性ガス系及び高圧窒素ガス供給系より窒素供給されており，アクチ

ュエータ作動に必要となる圧力を上回る窒素圧力をあらかじめ保有することが

可能な設計とする。なお，18 個の逃がし弁機能用アキュムレータは，全てこの

機能を有しており，各々のアキュムレータが各逃がし安全弁に窒素供給が可能

な設計とする。 

 

(5)  自動減圧機能用アキュムレータ 

アキュムレータのうち，自動減圧機能用アキュムレータは，原子炉水位低と

ドライウェル圧力高の両方の信号により，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

を強制的に開放するために必要な駆動用窒素を供給する。自動減圧機能用アキ

ュムレータは，通常運転時に不活性ガス系及び高圧窒素ガス供給系より窒素供

給されており，アクチュエータ作動に必要となる圧力を上回る窒素圧力をあら

かじめ保有することが可能な設計とする。なお，8個の自動減圧機能用アキュム

レータは，全てこの機能を有しており，各々のアキュムレータが各逃がし安全

弁（自動減圧機能付き）に窒素供給が可能な設計とする。 
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図 3.3-1 逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び 

自動減圧機能用アキュムレータ 系統概要図 
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図 3.3-2 逃がし安全弁 設備概要図 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません 
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表 3.3-1 逃がし安全弁に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 逃がし安全弁【常設】※１ 

逃がし弁機能用アキュムレータ【常設】 

自動減圧機能用アキュムレータ【常設】 

附属設備 － 

水源 － 

流路 主蒸気系配管・クエンチャ【常設】 

注水先 － 

電源設備※2 所内蓄電式直流電源設備 

直流 125V 蓄電池 A【常設】 

直流 125V 蓄電池 A-2【常設】 

AM 用直流 125V 蓄電池【常設】 

直流 125V 充電器 A【常設】 

直流 125V 充電器 A-2【常設】 

AM 用直流 125V 充電器【常設】 

可搬型直流電源設備 

電源車【可搬】 

AM 用直流 125V 充電器【常設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

上記所内蓄電式直流電源設備への給電のための設

備として以下の設備を使用する。 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

計装設備※3 原子炉圧力【常設】 

原子炉圧力（SA）【常設】 

※1：6号及び 7号炉における逃がし安全弁各 18 個のうち，自動減圧機能を有する弁

は，以下のとおり 

   （6 号炉）B21-NO-F001A,C,F,H,L,N,R,T 計 8 個 

   （7 号炉）B21-NO-F001A,C,F,H,L,N,R,T 計 8 個 

※2：単線結線図を補足説明資料 46-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるために

把握することが必要な発電用原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.3.2.1.2   主要設備の仕様 

 主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1)逃がし安全弁 

  型式    ：バネ式（アクチュエータ付） 

  個数    ：18 

  取付箇所  ：原子炉格納容器内 

 

 

（安全弁機能） 

吹出圧力 

(MPa[gage]) 

弁個数 容量／個（吹出圧力×1.03 に

おいて）(t/h) 

7.92 2 395 

7.99 4 399 

8.06 4 402 

8.13 4 406 

8.19 4 409 

 

（逃がし弁機能） 

吹出圧力 

(MPa[gage]) 

弁個数 容量／個（吹出圧力において） 

(t/h) 

7.51 1 363 

7.58 1 367 

7.64 4 370 

7.71 4 373 

7.78 4 377 

7.85 4 380 

 

(2) 逃がし弁機能用アキュムレータ 

   種類      ：縦置円筒形（6号炉），横置円筒形（7号炉） 

個数      ：18 

  容量      ：約 15L/個 

  最高使用圧力  ：1.77MPa[gage] 

最高使用温度  ：171℃ 

  取付箇所    ：原子炉格納容器内 

 

(3) 自動減圧機能用アキュムレータ 

   種類      ：縦置円筒形（6号炉），横置円筒形（7号炉） 

個数      ：8 

  容量      ：約 200L/個 

  最高使用圧力  ：1.77MPa[gage] 

最高使用温度  ：171℃ 

  取付箇所    ：原子炉格納容器内 
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3.3.2.1.3   設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.3.2.1.3.1   設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュム

レータは，原子炉格納容器内に設置している設備であることから，想定される

重大事故等時における原子炉格納容器内の環境条件及び荷重条件を考慮し，そ

の機能を有効に発揮することができるよう，表 3.3-2 に示す設計とする。 

想定される重大事故等時の環境条件下のうち，原子炉格納容器の圧力が仮に

設計圧力の 2倍の状態（620kPa[gage]）となった場合においても，逃がし安全

弁を確実に作動するために必要な高圧窒素ガス供給系の圧力を供給可能な設

計とする。また，原子炉格納容器内へスプレイを行うことにより，逃がし安全

弁近傍の格納容器温度を低下させることが可能な設計とする。 

逃がし安全弁の操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室の操

作スイッチから遠隔操作が可能な設計とする。 

（46-3） 

表 3.3-2 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉格納容器内で想定される温度※，圧力，湿度及び放

射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉格納容器内に設置するため，風（台風）及び積雪の

影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等時においても，電磁波によりその機能が損なわ

れない設計とする。 
※原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した場合には，逃がし安全弁の環境条件のうち，温

度の条件を緩和するため，原子炉格納容器内へスプレイする。ただし，仮に原子炉格納容器内

へスプレイしない場合であっても，評価上，原子炉圧力容器底部が破損に至るまでの間，逃が

し安全弁は発電用原子炉の減圧機能を維持可能な設計とする。 

（46-3） 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

逃がし安全弁の操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室にお

ける操作盤上での操作スイッチにより操作が可能な設計とする。 

中央制御室の操作スイッチを操作するにあたり，運転員の操作性を考慮して

十分な操作空間を確保する。また，操作対象については銘板をつけることで識

別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作が可能な設計とす

る。 

また，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータに

ついては，操作不要な設計とする。 

以下の表 3.3-3 に操作対象機器を示す。 

（46-3） 

 

表 3.3-3 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

逃がし安全弁 弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

 

 

 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

逃がし安全弁は，表 3.3-4 に示すように発電用原子炉の停止中に機能・性能

試験及び分解検査，外観検査を行うことが可能な設計とし，機能・性能及び漏

えいの有無の確認が可能な設計とする。 

 

機能・性能試験として，安全弁機能検査，逃がし弁機能検査，自動減圧機能

検査を行うことが可能な設計とする。 

 

安全弁機能検査として，窒素ガスにより検査対象弁の入口側を加圧し，その

吹出し圧力を測定し，その吹出し圧力が許容範囲内にあることを確認し，また，
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窒素ガスにより，弁の入口側を加圧し，規定圧力で保持後，弁座からの漏えい

量を確認することが可能な設計とする。 

 

逃がし弁機能検査として，圧力スイッチの動作に必要な圧力を加え，圧力ス

イッチが動作したときの動作値が許容範囲内であることを確認し，逃がし弁動

作信号を模擬的に発信，復旧させることにより，逃がし安全弁が「全開」及び

「全閉」することが確認可能な設計とする。 

 

自動減圧機能検査として，自動減圧系を作動させ，逃がし安全弁が全開する

までの時間を測定し，自動減圧機能を有する逃がし安全弁の全数が，許容動作

範囲内で「全開」動作することが確認可能な設計とする。 

 

分解検査として，浸透探傷検査により性能に影響を及ぼす指示模様がないこ

と，目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，割れ等がないことについ

て逃がし安全弁部品の表面状態の確認を行うことが可能な設計とする。 

 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔操作により弁の開閉を行い，「全開」

から「全閉」，並びに「全閉」から「全開」へ動作することが確認可能な設計

とする。 

 

なお，逃がし安全弁は，多重性を備えた機器であるが，各々が独立して他の

系統へ悪影響を及ぼさず検査が可能な設計とし，発電用原子炉の停止中におけ

る検査を行う際，接近性を考慮した必要な空間を備え，構造上接近又は検査が

困難とならない設計とする。 

（46-5） 

 

表 3.3-4 逃がし安全弁の試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 

項目 内容 

停止中 機能・性能試験 吹出し圧力確認 

安全弁機能による作動確認 

逃がし弁機能による作動確認 

自動減圧機能による作動確認 

弁本体，弁座からの漏えいの確認 

分解検査 逃がし安全弁の部品の表面状態を，検査

及び目視により確認 

外観検査 逃がし安全弁外観の確認 

 

逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータは，表

3.3-5 に示すように発電用原子炉の停止中に機能・性能試験，外観検査が可能

とし，機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とする。 

逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータは，機

能・性能試験として，高圧窒素ガスボンベから高圧窒素ガスを供給することで，
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逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータの漏えい

の有無の確認を行うことが可能な設計とする。 

 

逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータは，外観

検査として，目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，割れ等がないこ

とについて表面状態の確認を行うことが可能な設計とする。 

 

 

表 3.3-5 逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータの試験

及び検査 

発電用原子炉

の状態 

項目 内容 

停止中 

 

機能・性能試験 逃がし弁機能用アキュムレータ（逃がし弁

機能用，自動減圧機能用）からの漏えいの

確認 

外観検査 逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減

圧機能用アキュムレータ外観の確認 

 

 

なお，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータは，

多重性を備えた機器であるが，各々が独立して他の系統へ悪影響を及ぼさず検

査が可能な設計とし，発電用原子炉の停止中における検査を行う際，接近性を

考慮した必要な空間を備え，構造上接近又は検査が困難とならない設計とする。 

 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュム

レータは，本来の用途以外の用途として使用しない。また，切替えが不要であ

り，使用にあたり切り替えることなく使用できる設計とする。 

（46-4） 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュム

レータは，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事

故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

（46-3, 46-4） 

 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

逃がし安全弁は，表 3.3-6 に示すように原子炉格納容器内に設置されている

設備であるが，中央制御室から操作可能な設計とし，操作位置の放射線量が高

くなるおそれが少ないため操作が可能である。 

逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータについ

ては，操作不要な設計とする。また，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動

減圧機能用アキュムレータの供給圧力が喪失した場合でも，高圧窒素ガス供給

系の窒素ガスボンベにより全ての逃がし安全弁（18 個）への窒素ガス供給が可

能であり，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータ

の復旧作業が不要な設計とする。 

（46-3） 

 

表 3.3-6 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

逃がし安全弁 原子炉格納容器内 中央制御室 
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3.3.2.1.3.2   設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

逃がし安全弁は，設計基準事故対処設備の弁吹出量が，想定される重大事故

等時において，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な弁吹出量

に対して十分であるため，設計基準事故対処設備の弁吹出量と同仕様の設計と

する。 

自動減圧機能用アキュムレータは，設計基準事故対処設備としての自動減圧

機能用アキュムレータの供給窒素の容量が，想定される重大事故等時において，

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための逃がし安全弁の開動作に必要

な供給窒素の容量に対して十分であるため，設計基準事故対処設備の供給窒素

の容量と同仕様の設計とする。 

逃がし弁機能用アキュムレータは，設計基準対象施設としての逃がし弁機能

用アキュムレータの供給窒素の容量が，想定される重大事故等時において，原

子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための逃がし安全弁の開動作に必要な

供給窒素の容量に対して十分であるため，設計基準対象施設の供給窒素の容量

と同仕様の設計とする。 

（46-6） 

 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

  

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュム

レータは，二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計とする。 

 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュム

レータは，設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備としての安全機能を兼

ねる設備であるが，想定される重大事故等時に必要な個数に対して十分に余裕

を持った個数を分散して設置することにより，多重性を有する設計とする。ま

た，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた原子炉格納容器内に設置する

ことにより，外部からの共通要因によって同時に安全機能が損なわれるおそれ

がない設計とする。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの手動操作又は代替自動減圧ロジック（代

替自動減圧機能）からの信号により作動することで，自動減圧機能による作動

に対して多様性を有する設計とする。また，逃がし安全弁は，所内蓄電式直流

電源設備（直流 125V 蓄電池 A，直流 125V 蓄電池 A-2，AM 用直流 125V 蓄電池）

及び可搬型直流電源設備（電源車）からの給電により作動することで，非常用

直流電源設備(蓄電池（非常用）)からの給電による作動に対して多様性を有す

る設計とする。 

逃がし安全弁の多様性又は多重性，位置的分散について，表 3.3-7 に示す。 

（46-2，46-3, 46-4） 

 

 

表 3.3-7 多様性又は多重性，位置的分散 

項目 

重大事故等対処設備 

（設計基準事故対処設備としての安全機能を兼ねる） 

逃がし安全弁 

 逃がし弁機能（18 個）※1 

 自動減圧機能（8個）※1 

駆動用窒

素供給源 

逃がし弁機能用アキュムレータ（18 個） 自動減圧機能用アキュムレータ（8個） 

原子炉格納容器内 原子炉格納容器内 

駆動電源 非常用直流電源

設備(蓄電池（非

常用）) 

常設代替直流電

源設備(AM 用直

流 125V 蓄電池) 

可搬型直流

電源設備（電

源車） 

非常用直流電源設備

(蓄電池（非常用）) 

所内蓄電式直流電源設備 

（直流 125V 蓄電池 A，直流

125V 蓄電池 A-2，AM 用直流

125V 蓄電池） 

コントロール建

屋 

原子炉建屋 荒浜側高台

保管場所及

び大湊側高

台保管場所 

コントロール建屋 原子炉建屋及びコントロ

ール建屋 

 

操作系 インターロック

又は手動操作 

手動操作 手動操作 インターロック又は手

動操作 

手動操作 

 

中央制御室 中央制御室 中央制御室 中央制御室 中央制御室 

 

※1：6号及び 7号炉における逃がし安全弁各 18 個のうち，自動減圧機能を有する

弁は，以下のとおり 

   （6 号炉）B21-NO-F001A,C,F,H,L,N,R,T 計 8 個 

   （7 号炉）B21-NO-F001A,C,F,H,L,N,R,T 計 8 個 
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3.3.2.2   代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 

3.3.2.2.1   設備概要 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，原子炉冷却材圧力バウンダリが

高圧の状態であって設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の自動減圧機能

が喪失した場合においても，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止す

るため，原子炉水位低（レベル 1）及び残留熱除去系ポンプ運転（低圧注水モード）

の場合に，逃がし安全弁を作動させることを目的として回路を設けるものである。 

本系統は，原子炉水位低（レベル 1）及び残留熱除去系ポンプ運転（低圧注水モ

ード）の場合に，逃がし安全弁（4 個）を作動させる減圧自動化ロジックを設ける

構成とする。原子炉水位低（レベル 1）の検出器を多重化し作動回路を 2 out of 3

論理にて自動的に信号を発信し，信頼性向上を図る設計とする。なお，重大事故等

時において原子炉スクラム失敗時に自動減圧系が自動起動すると，高圧炉心注水系

及び低圧注水系から大量の冷水が注水され，出力の急激な上昇に繋がるため，自動

減圧系の起動阻止スイッチにより自動減圧系及び代替自動減圧ロジック（代替自動

減圧機能）による自動減圧を阻止する設計とする。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）に関する重大事故等対処設備一覧を 

表 3.3-8 に示す。 

 

表 3.3-8 代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）に関する 

重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）【常設】 

自動減圧系の起動阻止スイッチ【常設】 

附属設備 － 

水源 － 

流路 － 

注水先 － 

電源設備※1 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※2 原子炉圧力【常設】 

原子炉圧力（SA）【常設】 

原子炉水位（広帯域）【常設】 

原子炉水位（燃料域）【常設】 

原子炉水位（SA）【常設】 

※1：単線結線図を補足説明資料 46-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

※2：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるた

めに把握することが必要な発電用原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 
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3.3.2.2.2   主要設備の仕様 

主要設備の仕様を図 3.3-3 に示す。 

 

原子炉水位低(ﾚﾍﾞﾙ1)

2/3

T.D.

(WO)

区分Ⅰ

区分Ⅱ

区分Ⅲ

SA-ADS(A)起動
信号リセット

(WO)

A系と同様 B系ロジック

残留熱除去系ポンプ吐出圧力高 A

B

C

ADS(A)/SA-ADS(A)

KOS

自動起動阻止

阻止

通常

A系ロジック

Ｓ
Ｒ
Ｖ
ア
ク
チ
ュ
エ
ー
タ

逃がし安全弁用電磁弁

逃がし安全弁
（ADS機能付き（8弁））

A, C, F, H

L, N, T, R

：代替自動減圧機能（4弁）

SV-ASV-BSV-C

ND NDND

凡例

2/3 2 out of 3 論理

OR 論理

タイマー （10分）TD

AND 論理

(WO) 信号阻止

常時無励磁ND

自動減圧系ADS

代替自動減圧機能SA-ADS

キースイッチKOS

 
 

 

 

 

図 3.3-3 代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）説明図 

 

なお，電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設

計方針を示す章）」，計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条

に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

また，代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，以降，代替自動減圧機能と

いう。 

 

・電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準

規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

・計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準

規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 



添 3.3-19 

 

3.3.2.2.3   設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.3.2.2.3.1   設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替自動減圧機能は，中央制御室内及び原子炉建屋原子炉区域内に設置され

る設備であることから，想定される重大事故等時における，中央制御室及び原

子炉建屋原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発

揮することができるよう，表 3.3-9 に示す設計とする。 

自動減圧系の起動阻止スイッチは，中央制御室から遠隔操作が可能な設計と

する。 

（46-3） 

 

表 3.3-9 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

中央制御室内及び原子炉建屋原子炉区域内で想定される

温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐えられる性能を確

認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 中央制御室内及び原子炉建屋原子炉区域内に設置するた

め，風（台風）及び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等時においても，電磁波によりその機能が損なわ

れない設計とする。 

 

 

(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替自動減圧機能は，原子炉水位低（レベル 1）及び残留熱除去系ポンプ運

転（低圧注水モード）の場合に，逃がし安全弁（4 個）を作動させる減圧自動

化ロジックを設ける設計とする。原子炉水位低（レベル 1）の検出器を多重化

し作動回路が 2 out of 3 論理にて自動的に信号を発信するよう，信頼性向上

を図る設計とする。 

自動減圧系の起動阻止スイッチは，想定される重大事故等時において，中央

制御室にて操作が可能な設計とする。自動減圧系の起動阻止スイッチを操作す

るにあたり，操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，誤操作防止

のために銘板をつけることで識別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮し

て確実に操作が可能な設計とする。 

（46-3） 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替自動減圧機能は，逃がし安全弁の作動信号を発信する設備であり，発電

用原子炉の運転中に試験又は検査を実施する場合には，過大な出力変動等によ

り発電用原子炉に外乱を与える可能性があり，かつ，試験中又は検査中は機能

自体が維持できない状態となる為，表 3.3-10 に示すように発電用原子炉の停

止中に機能・性能の確認が可能な設計とする。機能・性能確認として，模擬入

力によるロジック回路動作確認（自動減圧系の起動阻止スイッチの機能確認を

含む。），校正，設定値及びタイマーの確認ができる設計とする。 

（46-5） 

 

表 3.3-10 代替自動減圧機能の試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 

項目 内容 

停止中 機能・性能試験 設定値確認 

タイマーの確認 

ロジック確認（自動減圧系の起動阻止

スイッチの機能確認を含む） 
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(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替自動減圧機能は，想定される重大事故等時において，他の系統と切り替

えることなく使用が可能な設計とする。 

（46-4） 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替自動減圧機能は，他の設備に悪影響を及ぼさないよう以下の措置を講じ

る設計とする。 

代替自動減圧機能のロジック回路は，多重化された自動減圧系とは別の制御

盤に収納することで，自動減圧系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

検出器（原子炉水位低（レベル 1），残留熱除去系ポンプ吐出圧力高）からの

入力信号については共用しているが，自動減圧系と電気的な隔離装置（リレー）

を用いて信号を分離し，自動減圧系に悪影響を及ぼさない設計とする。また，

ロジック回路からの作動用電磁弁制御信号についても共用しているが，自動減

圧系と電気的な隔離装置（リレー）を用いて信号を分離しており，自動減圧系

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替自動減圧機能のロジック回路は，他の設備と遮断器又はヒューズによる

電気的な分離をすることで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

自動減圧系の起動阻止スイッチは，代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機

能）と自動減圧系で阻止スイッチ（ハードスイッチ）を共用しているが，スイ

ッチの接点で分離することで，自動減圧系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

（46-3,46-11,46-12） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替自動減圧機能は，現場における操作が不要な設計とする。 

また，自動減圧系の起動阻止スイッチは，中央制御室から操作可能な設計と

し，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能である。 

（46-3） 
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3.3.2.2.3.2   設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

代替自動減圧機能は，想定される重大事故等時において，炉心の著しい損傷

を防止するためのシステムであることを考慮し，炉心が露出しないように有効

燃料棒頂部より高い設定として，「原子炉水位低（レベル 1）」信号の計器誤差

を考慮して確実に作動する設計とする。なお，逃がし安全弁の作動は冷却材の

放出となり，その補給に残留熱除去系による注水が必要であることから，原子

炉水位低（レベル 1）及び残留熱除去系ポンプ運転（低圧注水モード）の場合

に，逃がし安全弁（4 個）を作動させる減圧自動化ロジックを設ける設計とす

る。 

（46-6） 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替自動減圧機能は，二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計と

する。 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替自動減圧機能のロジック回路は，多重化された自動減圧系の制御盤と位

置的分散を図ることで，地震，火災，溢水等の主要な共通要因によって同時に

機能を損なわない設計とする。 
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また，代替自動減圧機能は，自動減圧系と共通要因によって同時に機能が損

なわれないよう，ロジック回路をアナログ回路で構築することで，ロジック回

路をディジタル回路で構築する自動減圧系に対して多様性を有する設計とす

る。 

代替自動減圧機能のロジック回路は，他の設備と遮断器又はヒューズによる

電気的な分離をすることで，共通要因によって同時に機能を損なわない設計と

する。 

（46-3,46-11） 
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3.3.2.3   逃がし安全弁機能回復（可搬型代替直流電源供給） 

3.3.2.3.1   設備概要 

逃がし安全弁の作動に必要な常設直流電源系統が喪失した場合でも，AM 用切替装

置(SRV)を切り替えることで，可搬型直流電源設備からの供給により逃がし安全弁

（8 個）の作動が可能な設計とする。可搬型直流電源設備として，電源車を配備す

る。 

電源車は，代替所内電気設備へ接続することにより，AM 用 MCC を経由し復水移送

ポンプ等に電源供給しつつ，AM 用直流 125V 充電器を経由し，24 時間にわたり逃が

し安全弁等，重大事故等の対応に必要な直流設備へ電源供給できる設計とする。ま

た，軽油タンクより，タンクローリ（4kL）を用いて燃料を補給が可能な設計とす

る。 

 

また，駆動回路に逃がし安全弁用可搬型蓄電池を接続することで，逃がし安全弁

（2個）の作動が可能な設計とする。逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，24 時間にわ

たり逃がし安全弁（2個）を連続開可能な容量を有する設計とする。 

 

逃がし安全弁機能回復（可搬型代替直流電源供給）に関する重大事故等対処設備

一覧を表 3.3-11 に示す。 
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表 3.3-11 逃がし安全弁機能回復（可搬型代替直流電源供給）に関する 

重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備※1 電源車【可搬】 

AM 用直流 125V 充電器【常設】 

AM 用切替装置（SRV）【常設】 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

附属設備 ― 

燃料流路 軽油タンク出口ノズル・弁【常設】 

ホース【可搬】 

電路 電源車～緊急用電源切替箱接続装置 

   ～AM 用直流 125V 蓄電池及び充電器 

   ～AM 用切替装置（SRV）電路 

（電源車～緊急用電源切替箱接続装置電路【可搬】） 

（緊急用電源切替箱接続装置～AM 用切替装置（SRV）電路【常

設】） 

 

電源車～AM 用動力変圧器 

   ～AM 用直流 125V 蓄電池及び充電器 

   ～AM 用切替装置（SRV）電路 

（電源車～AM 用動力変圧器電路【可搬】） 

（AM 用動力変圧器～AM 用切替装置（SRV）電路【常設】） 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池～駆動回路電路【可搬】 

※1：単線結線図を補足説明資料 46-2 に示す。 

主要設備のうち，電源車及び AM 用直流 125V 充電器については「3.14 電源設

備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.3.2.3.2   主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

（1）逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

   型式    ：リチウムイオン電池 

   個数    ：2（予備 1（6号及び 7号炉で共用）） 

   容量    ：2072Wh 

   電圧    ：135V 

   使用箇所  ：原子炉建屋地下 1階 

   保管場所  ：原子炉建屋地下 1階 

 

（2）電源車(6 号及び 7号炉共用) 

エンジン 

   台数    ：8（予備 1） 

   使用燃料  ：軽油 

発電機 

   台数    ：8（予備 1） 

   種類    ：同期発電機 

   容量    ：約 500kVA/台 

   力率    ：0.8 

   電圧    ：6.9kV 

   周波数   ：50Hz 

   設置場所  ：原子炉建屋電源車第一設置場所及び第二設置場所 

   保管場所  ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所 

 

（3）AM 用直流 125V 充電器 

   個数    ：1 

   電圧    ：125V 

   容量    ：約 300A 

   取付箇所  ：原子炉建屋内の原子炉区域外地上 4階 

 

（4）AM 用切替装置（SRV） 

   個数    ：一式 

   取付箇所  ：コントロール建屋地上 2階 

 

なお，上記（2），（3）の電源設備の詳細については「3.14 電源設備（設置許可基

準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」にて示す。 
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3.3.2.3.3   設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.3.2.3.3.1   設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，原子炉建屋内の原子炉区域外に設置される

設備であることから，想定される重大事故等時における原子炉建屋内の原子炉

区域外の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することがで

きるよう，表 3.3-12 に示す設計とする。 

AM 用切替装置（SRV）は，中央制御室内に設置される設備であることから，

想定される重大事故等時における中央制御室内の環境条件及び荷重条件を考

慮し，その機能を有効に発揮することができるよう，表 3.3-12 に示す設計と

する。 

また，逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続作業は，逃がし安全弁用可搬型蓄

電池の接続場所である原子炉建屋内の原子炉区域外にて可能な設計とする。 

（46-3） 

 

 

表 3.3-12 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋内の原子炉区域外及び中央制御室内で想定さ

れる温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐えられる性能

を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋内の原子炉区域外及び中央制御室内に設置す

るため，風（台風）及び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等時においても，電磁波によりその機能が損なわ

れない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続作業は，想定される重大事故等時におい

て，原子炉建屋内の原子炉区域外の環境条件（被ばく影響等）を考慮の上，原

子炉建屋内の原子炉区域外にて可能な設計とする。 

作業場所である原子炉建屋内の原子炉区域外は，運転員のアクセス性，操作

性を考慮して十分な作業空間を確保する。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続作業は，一般的に用いられる工具（ドラ

イバー等）を用いて，確実に作業ができる設計とし，作業場所である原子炉建

屋内の原子炉区域外近傍，アクセスルートの近傍又は中央制御室内に保管する。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，車輪の設置により運搬，移動ができるとと

もに，設置場所である原子炉建屋内の原子炉区域外にてボルト固定により転倒

防止対策が可能な設計とする。 

AM 用切替装置（SRV）は，中央制御室の制御盤内の切替え装置にて手動によ

る操作が可能な設計とする。中央制御室の切替え装置を操作するにあたり，運

転員の操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，切替え装置は誤操

作防止のために銘板をつけることで識別可能とし，運転員の操作及び監視性を

考慮して確実に操作が可能な設計とする。 

表 3.3-13 に操作対象機器の操作場所等を示す。 

（46-3,46-4） 

 

表 3.3-13 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

逃がし安全弁用

可搬型蓄電池 

接続箇所端子リフト 

逃がし安全弁用可搬型

蓄電池接続 

原子炉建屋内の原子

炉区域外 

接続操作 

 

スイッチ操作 OFF→ON 

（逃がし安全弁閉→開） 

スイッチ操作 

AM 用切替装置

（SRV） 

切→入 

（AM 用直流 125V 充電器

側） 

中央制御室 切替え装置の

操作 

 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，表 3.3-14 に示すように発電用原子炉の運

転中又は停止中に外観検査，機能・性能試験が可能な設計とする。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，外観検査として，目視により性能に影響を

及ぼすおそれのある傷，割れ等がないことについて表面状態の確認を行えると

ともに，電圧の確認を行うことが可能な設計とする。 

（46-5） 

 

表 3.3-14 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 

項目 内容 

運転中又は停止

中 

外観検査 逃がし安全弁用可搬型蓄電池外観

の確認 

機能・性能試験 電圧の確認 

 

 

AM 用切替装置（SRV）は，表 3.3-15 に示すように発電用原子炉の停止中に外

観検査，機能・性能検査が可能な設計とする。 

性能の確認として，電気回路の絶縁抵抗に異常がないことを確認する。外観

検査として，目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，割れ等がないこ

とについて表面状態の確認を行うことが可能な設計とする。 

（46-5） 

 

表 3.3-15  AM 用切替装置（SRV）の試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 

項目 内容 

停止中 外観検査 AM 用切替装置（SRV）外観の確認 

機能・性能試験 AM 用切替装置（SRV）の性能（電気

回路の絶縁抵抗）確認 

 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 
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基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池及び AM 用切替装置（SRV）は，本来の用途以外

の用途には使用しない設計とする。逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続は，接

続規格を統一することにより，速やかに接続操作が可能な設計とする。 

図3.3-4に原子炉建屋内の原子炉区域外での逃がし安全弁用可搬型蓄電池の

接続による逃がし安全弁(自動減圧機能付き)開放のタイムチャートを示す。 

図3.3-5に可搬型直流電源設備からの供給による逃がし安全弁開放のタイム

チャートを示す。 

（46-4,46-7） 

 

移動，系統構成

移動，系統構成

2
減圧確認

現場運転員　Ｅ，Ｆ 2
可搬型蓄電池，ケーブル接続

減圧操作開始

逃がし安全弁用可搬型蓄電池

による逃がし安全弁(自動減圧

機能付き)開放

中央制御室運転員　Ａ，Ｂ 2

電源確認，通信連絡設備準備

発電用原子炉の

減圧確認について

は，中央制御室又

は原子炉建屋地

下１階計装ラック

室（管理区域）にて

確認が可能である

ため，いずれかの

計器で確認する。

可搬計測器接続

減圧確認

現場運転員　Ｃ，Ｄ

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

10 20 30 40 50 60 70

逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁開放 55分

 
図 3.3-4 逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁 

(自動減圧機能付き)開放のタイムチャート 

　　移動，受電確認

経過時間（時間）
備考

手順の項目 要員（数）

可搬型直流電源設備による

逃がし安全弁(自動減圧

機能なし)開放

中央制御室運転員　Ａ，Ｂ 2

発電用原子炉の減圧確

認については，中央制御

室又は原子炉建屋地下

１階計装ラック室（管理

区域）にて確認が可能で

あるため，いずれかの計

器で確認する。

 

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

現場運転員　Ｅ，Ｆ 2

緊急時対策要員 6

AM用MCC受電

AM直流125V充電器盤受電及び換気設備運転

減圧操作，減圧確認

10分 30分 40分 1 2 3 4 9

可搬計測器接続

通信連絡設備準備

電源切替

減圧確認

移動，系統構成

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放
455分

通信連絡設備準備

電源車からの給電

移動，電路構成

電源ケーブル接続

常設代替直流電源設備による逃がし安全弁開放
35分

移動，電源ケーブル接続前準備

移動，系統構成

5 6 7 8 10 11 1220分 50分

 
図 3.3-5 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁 

（自動減圧機能なし）開放のタイムチャート 

 
＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1.3 で

示すタイムチャート 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 
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逃がし安全弁用可搬型蓄電池及び AM 用切替装置（SRV）は，通常時に接続先

の系統と分離された状態で保管する。逃がし安全弁用可搬型蓄電池及び AM 用

切替装置（SRV）を用いる場合は，通常時の系統構成から重大事故等対処設備

としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

（46-4） 

 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池及び AM 用切替装置（SRV）は，線源からの離隔

距離により放射線量が高くなるおそれの少ない設置場所である，原子炉建屋内

の原子炉区域外及び中央制御室に設置し，設置場所で操作可能である。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池及び AM 用切替装置（SRV）の設置場所並びに操

作場所を表 3.3-16 に示す。 

（46-3） 

 

表 3.3-16 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

逃がし安全弁用

可搬型蓄電池 

原子炉建屋地下 1階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

原子炉建屋地下 1階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

AM 用切替装置

（SRV） 

中央制御室 中央制御室 
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3.3.2.3.3.2   設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

AM 用切替装置(SRV)を切り替えることで，可搬型直流電源設備からの供給に

より，24 時間にわたり逃がし安全弁（8個）の作動が可能な設計とする。 

 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

AM 用切替装置（SRV）は，二以上の発電用原子炉施設において共用しない設

計とする。 

 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

AM 用切替装置(SRV)を切り替えることで，可搬型直流電源設備からの電源供

給による逃がし安全弁の作動は，直流 125V 蓄電池 A，直流 125V 蓄電池 A-2 及

び直流 125V 蓄電池 B からの電源供給による逃がし安全弁の作動と異なる電源

及び電路で構成されており，多様性を有する設計とする。 

（46-3,46-4） 
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3.3.2.3.3.3   設置許可基準規則第 43 条第 3項への適合方針 

 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 3項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量を

有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，24 時間にわたり逃がし安全弁（2個）を連

続開可能な容量を有するものを，6 号及び 7号炉にそれぞれ 1 セット 1 個使用

する。保有数は 6 号，7 号炉それぞれで 1 セット 1 個に，故障時及び保守点検

による待機徐外時のバックアップ用として 1 個（6 号及び 7 号炉共用）を分散

して保管する。 

（46-6） 

 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43 条第 3項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子

炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続するも

のにあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，二

以上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部

の規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続は，接続規格を統一することにより，一

般的に使用される工具（ドライバー等）を用いて容易かつ確実に接続操作が可

能な設計とする。 

（46-4,46-7） 

 

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43 条第 3項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続することができ

なくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外か

ら水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数

の場所に設けるものであること。 

 

 

(ⅱ) 適合性 
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基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，原子炉建屋の外から水又は電力を供給する

設備ではなく，原子炉建屋内の原子炉区域外から接続可能な設計とする。 

 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備

を設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができるよう，放射線量

が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他

の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続は，線源からの離隔距離により放射線量

が高くなるおそれの少ない設置場所である，原子炉建屋内の原子炉区域外で確

実に速やかに接続が可能である。 

（46-3） 

 

 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管す

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，津波，その他自然現象による影響（風（台

風），竜巻，積雪，低温，落雷，火山の影響，森林火災，降水，生物学的事象）

及び外部人為事象（近隣工場等の火災又は爆発，有毒ガス）に対して，外部か

らの衝撃による損傷の防止が図られた原子炉建屋内の原子炉区域外に保管す

る。 

また，直流125V蓄電池A，直流125V蓄電池A-2，直流125V蓄電池B及びAM用直

流125V蓄電池と位置的分散を図り保管及び設置する。 

（46-3） 

 

 

(6) アクセスルートの確保（設置許可基準規則第 43 条第 3項六） 

(ⅰ) 要求事項 
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想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設備

を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等内の道路及び通路

が確保できるよう，適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池の運搬経路は，津波，その他自然現象による影

響（風（台風），竜巻，積雪，低温，落雷，火山の影響，森林火災，降水，生

物学的事象）及び外部人為事象（近隣工場等の火災又は爆発，有毒ガス）に対

して，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた原子炉建屋内の原子炉区域

外に確保し，地震時の迂回路も考慮して複数の屋内アクセスルートを確保する。

（『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて』参照） 

なお，溢水等に対しては，アクセスルートでの被ばくを考慮した放射線防護

具を着用することとし，運用については，「技術的能力説明資料 1.0 重大事故

等対策における共通事項」に，火災防護については，「2.2 火災による損傷の

防止（設置許可基準規則第 41 条に対する設計方針を示す章）」に示す。 

（46-9） 

 

 

(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（設置許可基準規

則第 43 条第 3項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設

重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じた

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た原子炉建屋内の原子炉区域外に設置し，直流 125V 蓄電池 A，直流 125V 蓄電

池 A-2，直流 125V 蓄電池 B及び AM 用直流 125V 蓄電池と位置的分散を図る設計

とする。 

また，逃がし安全弁用可搬型蓄電池はリチウムイオン蓄電池であるが，直流

125V 蓄電池 A，直流 125V 蓄電池 A-2，直流 125V 蓄電池 B及び AM 用直流 125V

蓄電池は鉛蓄電池であり，多様性を有する設計とする。 

（46-3,46-4,46-8） 
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3.3.2.4   逃がし安全弁機能回復（代替窒素供給） 

3.3.2.4.1   設備概要 

逃がし安全弁の作動に必要な逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用

アキュムレータの供給圧力が喪失した場合に備え，高圧窒素ガス供給系を設ける。 

 

本系統は，逃がし安全弁に対して窒素ガスを供給するものであり，高圧窒素ガスボ

ンベ及び高圧窒素ガス供給系の配管・弁等で構成する。 

 

高圧窒素ガス供給系は，独立した2系列で位置的分散を図る系統構成であり，中央

制御室又は現場での弁操作により高圧窒素ガスボンベの高圧窒素ガスを，逃がし安全

弁及び逃がし安全弁（自動減圧機能付き）のアクチュエータのピストンへ供給する。

なお，高圧窒素ガス供給系の各系列には使用側及び待機側の2系列の高圧窒素ガスボ

ンベが設置されており，ボンベ圧力が低下した場合においても，現場操作により高圧

窒素ガスボンベの切替え又は取替えが可能な設計とする。 

高圧窒素ガス供給系の系統圧力は，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の作動環境

条件を考慮して格納容器圧力が設計圧力の2倍の状態（620kPa[gage]）においても全

開可能な圧力に設定する。 

 

高圧窒素ガス供給系の系統概要図を図3.3-6に，重大事故等対処設備一覧を表

3.3-17に示す。 
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図 3.3-6 高圧窒素ガス供給系 系統概要図 
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表3.3-17 逃がし安全弁機能回復（代替窒素供給）に関する 

重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 高圧窒素ガスボンベ【可搬】 

附属設備 － 

水源 － 

流路 高圧窒素ガス供給系 配管・弁【常設】 

自動減圧機能用アキュムレータ【常設】 

逃がし弁機能用アキュムレータ【常設】 

注水先 － 

電源設備 － 

計装設備（補助）※1 高圧窒素ガス供給系 ADS 入口圧力【常設】 

高圧窒素ガス供給系 窒素ガスボンベ出口圧力【常設】 

※1 ：重大事故等対処設備を活用する手順等の着手の判断基準として用いる補助 

パラメータ 

 

 

3.3.2.4.2   主要設備の仕様 

 主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1)高圧窒素ガスボンベ 

   個数    ：5（予備 20） 

  容量    ：約 47L/個 

  充填圧力  ：約 15MPa[gage] 

  設置場所  ：原子炉建屋地上 4階 

  保管場所  ：原子炉建屋地上 4階 
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3.3.2.4.3   設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.3.2.4.3.1   設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

高圧窒素ガスボンベは，原子炉建屋内の原子炉区域外に保管及び設置する設

備であることから，想定される重大事故等時における原子炉建屋内の原子炉区

域外の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができ

るよう，表 3.3-18 に示す設計とする。 

また，高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替え作業は，想定される重大事故

等時において，設置場所で可能な設計とする。 

（46-3,46-7,46-8） 

 

表 3.3-18 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋内の原子炉区域外で想定される温度，圧力，湿

度及び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を

使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋内の原子炉区域外に設置するため，風（台風）

及び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等時においても，電磁波によりその機能が損なわ

れない設計とする。 

 

 

(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替えは，想定される重大事故等時におい

て，原子炉建屋内の原子炉区域外の環境条件（被ばく影響等）を考慮の上，原

子炉建屋内の原子炉区域外にて作業可能な設計とする。 

作業場所である原子炉建屋内の原子炉区域外は，運転員のアクセス性及び操

作性を考慮して十分な作業空間を確保する。 

高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替えは，一般的に用いられる工具（スパ

ナ等）及び専用工具（ボンベ開閉ハンドル（ボンベコック操作用））を用いて，

確実に作業ができる設計とし，作業場所である原子炉建屋内の原子炉区域外近

傍，アクセスルートの近傍又は中央制御室内に保管する。 

また，高圧窒素ガスボンベの接続は，袋ナットによる専用の接続方式により，

確実に接続が可能な設計とする。 

なお，高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替えを行うために必要な操作対象

弁（高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベラック出口弁(A)～(D)，高圧窒素

ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(A)～(V)（(I),(O)除く）及び高圧窒素

ガスボンベ元弁）は，一般的に用いられる工具（スパナ等）及び専用工具（ボ

ンベ開閉ハンドル（ボンベコック操作用））を用いて操作が可能な設計とする。 

高圧窒素ガスボンベは，人力による運搬が可能な設計とし，屋内アクセスル

ートを通行してアクセス可能な設計とするとともに，必要に応じて固縛等が可

能な設計とする。 

高圧窒素ガス供給を行うために必要な操作対象弁（高圧窒素ガス供給系非常

用窒素ガス(A)供給弁，高圧窒素ガス供給系非常用窒素ガス(B)供給弁及び高圧

窒素ガス供給系常用･非常用窒素ガス連絡弁(A)，高圧窒素ガス供給系常用･非

常用窒素ガス連絡弁(B)）は，原子炉建屋地上 4 階（原子炉建屋内の原子炉区

域外）に設置し，手動操作が可能な設計とする。 

（46-3,46-4,46-7） 

 

表 3.3-19 操作対象機器 
機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

高圧窒素ガス供給系非常用窒素

ガス(A)供給弁 

全閉→全開 原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

手動操作 

 

高圧窒素ガス供給系非常用窒素

ガス(B)供給弁 

全閉→全開 原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

手動操作 

 

高圧窒素ガス供給系常用・非常

用窒素ガス連絡弁(A) 

全開→全閉 原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

手動操作 

 

高圧窒素ガス供給系常用・非常

用窒素ガス連絡弁(B) 

全開→全閉 原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

手動操作 

 

高圧窒素ガスボンベ 予備品と取替

え 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

切替え作業 

取替え作業 

※：高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替えを行う際に操作する弁について，補足

説明資料 46-4 に示す。 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 
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健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

高圧窒素ガス供給系は，表 3.3-20 に示すように発電用原子炉の停止中に機

能・性能試験が可能な設計とし，発電用原子炉の運転中又は停止中に高圧窒素

ガスボンベの外観検査が可能な設計とする。 

 

表 3.3-20 高圧窒素ガス供給系の試験及び検査 

発電用原子炉

の状態 

項目 内容 

運転中 外観検査 高圧窒素ガスボンベの外観の確認 

規定圧力の確認 

停止中 

 

機能・性能試験 供給圧力の確認，漏えいの確認 

外観検査 高圧窒素ガスボンベの外観の確認 

規定圧力の確認 

 

高圧窒素ガス供給系は，機能・性能試験として，高圧窒素ガスボンベから高

圧窒素ガスを供給することで，高圧窒素ガス供給系の供給圧力の確認及び系統

全体の漏えいの確認を行うことが可能な設計とする。 

 

高圧窒素ガスボンベは，外観検査として，目視により性能に影響を及ぼすお

それのある傷，割れ等がないことについて表面状態の確認を行えるとともに，

規定圧力の確認を行うことが可能な設計とする。 

（46-5） 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

高圧窒素ガス供給系は，想定される重大事故等時において，本来の用途以外

の用途には使用しない。 

なお，通常時の当該系統の使用にあたり切替え操作が必要となることから，

速やかに切替え操作が可能なように，系統に必要な弁等を設ける。 

 

高圧窒素ガス供給を行うために必要な操作対象弁（高圧窒素ガス供給系非常
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用窒素ガス(A)供給弁，高圧窒素ガス供給系非常用窒素ガス(B)供給弁及び高圧

窒素ガス供給系常用･非常用窒素ガス連絡弁(A)，高圧窒素ガス供給系常用･非

常用窒素ガス連絡弁(B)）は，原子炉建屋内の原子炉区域外に設置し，現場で

の手動操作により速やかに切替えが可能な設計とする。 

系統構成を行うための弁操作に要する時間は 15 分程度を想定する。 

逃がし安全弁への窒素ガスの供給に伴う作業について，「1.3 原子炉冷却材

圧力バウンダリを減圧するための手順等（技術的能力審査基準 1.3 原子炉冷

却材圧力バウンダリを減圧するための手順等に対する技術的能力を示す章）」

に示す。 

 

高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替えを行うために必要な操作対象弁（高

圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベラック出口弁(A)～(D)，高圧窒素ガス供

給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(A)～(V)（(I),(O)除く）及び高圧窒素ガスボ

ンベ元弁）は，原子炉建屋内の原子炉区域外に設置し，現場での手動操作によ

り速やかに切替えが可能な設計とする。 

高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替えを行うために要する作業時間は，1

時間程度を想定する。 

高圧窒素ガスボンベによる駆動源確保について，図 3.3-7,図 3.3-8 のタイム

チャートに示す。 

（46-4） 

通信連絡設備準備

窒素ガス供給確認

移動，ライン切替

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

高圧窒素ガスボンベによる

逃がし安全弁駆動源確保

（不活性ガス系から高圧窒素

ガス供給系への切替え）

中央制御室運転員　Ａ，Ｂ 2

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

10 20 30 40 50 60 70

高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保20分
ドライウェル入口圧力低警報発生

 
図 3.3-7 高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保（不活性ガス系か

ら高圧窒素ガス供給系への切替え）のタイムチャート＊ 

 

移動，ボンベ切替え

ボンベ取替え

リークチェ ック

移動，ボンベ切替え

ボンベ取替え

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

高圧窒素ガスボンベによる

逃がし安全弁駆動源確保

（高圧窒素ガスボンベの

切替え及び取替え）

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

現場運転員　Ｅ，Ｆ 2

10 20 30 40 50 60 70

60分
高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保

0
窒素ガスボンベ出口圧力低警報 発生

 
図 3.3-8 高圧窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保（高圧窒素ガスボ

ンベの切替え及び取替え）のタイムチャート＊ 

 
＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1.3 で

示すタイムチャート 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 
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工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

高圧窒素ガス供給系は，通常時は弁により他の系統と隔離し，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。高圧窒素ガス供給系を用いる場合は，弁操作に

よって，通常時の系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成とするこ

とで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

（46-3,46-4） 

 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

高圧窒素ガス供給系の系統構成に操作が必要な機器の設置場所，操作場所を

表 3.3-21 に示す。 

高圧窒素ガスボンベ及び操作対象弁（高圧窒素ガス供給系非常用窒素ガス

(A)供給弁，高圧窒素ガス供給系非常用窒素ガス(B)供給弁及び高圧窒素ガス供

給系常用･非常用窒素ガス連絡弁(A)，高圧窒素ガス供給系常用･非常用窒素ガ

ス連絡弁(B)）は，原子炉建屋地上 4 階（原子炉建屋内の原子炉区域外）に設

置されていることから，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操

作が可能である。 

また，高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替えを行うために必要な操作対象

弁（高圧窒素ガス供給系高圧窒素ガスボンベラック出口弁(A)～(D)，高圧窒素

ガス供給系高圧窒素ガスボンベ出口弁(A)～(V)（(I),(O)除く）及び高圧窒素

ガスボンベ元弁）は，原子炉建屋地上 4階（原子炉建屋内の原子炉区域外）に

設置されていることから，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため

操作が可能である。 

（46-3,46-7） 
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表 3.3-21 操作対象機器設置場所 
機器名称 設置場所 操作場所 

高圧窒素ガス供給系

非常用窒素ガス(A)供

給弁 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

高圧窒素ガス供給系

非常用窒素ガス(B)供

給弁 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

高圧窒素ガス供給系

常用・非常用窒素ガス

連絡弁(A) 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

高圧窒素ガス供給系

常用・非常用窒素ガス

連絡弁(B) 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

高圧窒素ガスボンベ 原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

原子炉建屋地上 4階 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

※：高圧窒素ガスボンベの切替え及び取替えを行う際に操作する弁について，補足説

明資料 46-4 に示す。 
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3.3.2.4.3.2   設置許可基準規則第 43 条第 3項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 3項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量を

有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

高圧窒素ガスボンベは，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，

設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合にお

いても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，逃がし安

全弁（自動減圧機能付き）を作動させ，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧す

るために必要な窒素ガス供給量を有する設計とする。 

 

負荷に直接接続する可搬型設備である高圧窒素ガスボンベは，必要となる容

量等を有するものを 1 セット 5 個使用する。保有数は 1 セット 5 個に加えて，

故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用としてそれぞれ 20 個

の合計 25 個を保管する。 

（46-6） 

 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43 条第 3項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子

炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続するも

のにあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，二

以上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部

の規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

高圧窒素ガスボンベは，専用の接続方式として袋ナットを用い，容易かつ確

実に接続が可能な設計とする。 

 

高圧窒素ガスボンベの接続に当たっては，一般的に用いられる工具（スパナ

等）及び専用工具（ボンベ開閉ハンドル（ボンベコック操作用））を用いて，

確実に作業ができる設計とし，作業場所である原子炉建屋内の原子炉区域外近

傍，アクセスルートの近傍又は中央制御室内に保管する。 

また，接続口について，6 号及び 7 号炉とも同一形状，同口径とし，複数の

系統での接続方式の統一を図った設計とする。 

（46-7） 
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(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43 条第 3項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続することができ

なくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外か

ら水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数

の場所に設けるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

高圧窒素ガスボンベは，原子炉建屋の外から水又は電力を供給するものでは

ないことから本条文の直接的な要求は受けないが，高圧窒素ガス供給系がA系，

B 系独立した 2 系を有する系統であることから，それぞれの接続口を，原子炉

建屋内の原子炉区域外の異なる複数の場所に設け，信頼性向上を図る設計とす

る。 

 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備

を設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができるよう，放射線量

が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他

の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

高圧窒素ガスボンベは，原子炉建屋地上 4階（原子炉建屋内の原子炉区域外）

に設置されており，想定される重大事故等時における放射線を考慮しても作業

への影響はないと想定しているが，仮に線量が高い場合は線源からの離隔距離

をとることにより，高圧窒素ガスボンベの予備品との取替え及び常設接続口と

の接続が可能である。また，現場での取替え及び接続作業に当たっては，袋ナ

ットによる専用の接続方式により，確実に速やかに接続が可能である。 

（46-7） 

 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管す

ること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 
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高圧窒素ガスボンベは，地震，津波，その他自然現象又は故意による大型航

空機の衝突その他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事

故等対処設備の配置その他の条件を考慮し，原子炉格納容器内の多重化された

逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータと位置的

分散を図り，原子炉建屋地上4階（原子炉建屋内の原子炉区域外）に分散して

保管する。 

（46-3,46-8） 

 

 

(6) アクセスルートの確保（設置許可基準規則第 43 条第 3項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設備

を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等内の道路及び通路

が確保できるよう，適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

高圧窒素ガスボンベは，原子炉建屋地上 4階（原子炉建屋内の原子炉区域外）

に分散して保管及び設置しており，想定される重大事故等時においても，保管

場所から設置場所までの運搬経路について，設備の運搬及び移動に支障をきた

すことのないよう，迂回路も考慮して複数の屋内アクセスルートを確保する。

（『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて』参照） 

 

なお，溢水等に対しては，アクセスルートでの被ばくを考慮した放射線防護

具を着用することとし，運用については，「技術的能力説明資料 1.0 重大事故

等対策における共通事項」に，火災防護については，「2.2 火災による損傷の

防止（設置許可基準規則第 41 条に対する設計方針を示す章）」に示す。 

（46-9） 

 

 

(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（設置許可基準規

則第 43 条第 3 項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設

重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じた

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 
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高圧窒素ガスボンベは，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた原子炉

建屋内の原子炉区域外に設置し，共通要因によって，設計基準事故対処設備で

ある多重化された逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュ

ムレータと同時に機能を損なうおそれがないように，可能な限り設計基準事故

対処設備である逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュム

レータと多様性又は多重性，位置的分散を図る設計とする。 

高圧窒素ガスボンベの多様性又は多重性，位置的分散について，表 3.3-22

に示す。 

（46-3,46-4,46-7,46-8） 

 

 

表 3.3-22 多様性又は多重性，位置的分散 

項目 
設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

アキュムレータ 高圧窒素ガスボンベ 

減圧用の弁 逃がし安全弁 逃がし安全弁 

 

18 個 18 個 

原子炉格納容器内 

駆動用窒素ガ

ス 

自動減圧機能用 

アキュムレータ 

高圧窒素ガスボンベ 

8 個 5 個（予備 20 個） 

逃がし弁機能用 

アキュムレータ 

－ 

18 個 － 

原子炉格納容器内 原子炉建屋内の原子炉区域外 
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3.3.2.5   原子炉建屋ブローアウトパネル 

3.3.2.5.1   設備概要 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，格納容器バイパス（インターフェイスシステ

ムLOCA）発生時に，原子炉冷却材が原子炉建屋原子炉区域内へ漏えいして蒸気とな

り，原子炉建屋原子炉区域内の圧力が上昇した場合において，原子炉建屋原子炉区

域内の圧力及び温度を低下させることを目的として使用する。 

本設備は，止め板等で構成し，運転員による開放操作を行うことなく，原子炉建

屋原子炉区域内と外気との差圧が開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放す

ることで，原子炉建屋原子炉区域内の圧力及び温度を低下させることが可能な設計

とする。これにより，原子炉建屋原子炉区域内の圧力及び温度を低下させることで，

格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）発生時に高圧炉心注水系注入

隔離弁を現場操作により閉止することが可能となる。 

原子炉建屋ブローアウトパネルに関する設備概要図を図3.3-9に，重大事故等対

処設備一覧を表3.3-23に示す。 

 

  
図3.3-9 原子炉建屋ブローアウトパネル設備概要図 

 

表 3.3-23 原子炉建屋ブローアウトパネルに関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 原子炉建屋ブローアウトパネル【常設】 

附属設備 － 

水源 － 

流路 － 

注水先 － 

電源設備 － 

計装設備 － 
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3.3.2.5.2   主要設備の仕様 

 主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 原子炉建屋ブローアウトパネル 

  個数    ：1 式 

  取付箇所  ：原子炉建屋地上 4階 

 

3.3.2.5.3   設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.3.2.5.3.1   設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，原子炉建屋原子炉区域と屋外との境界に

設置し，想定される重大事故等時における，原子炉建屋原子炉区域内及び屋外

の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮できるよう，以下の

表 3.3-24 に示す設計とする。 

（46-3） 

 

表 3.3-24 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋原子炉区域内及び屋外で想定される温度，圧

力，湿度及び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機

器を使用する。 

屋外の天候による影響 重大事故等時においても，降水及び凍結によりその機能が

損なわれないことを確認する。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 屋外で風荷重，積雪荷重を考慮しても機器が損傷しないこ

とを評価により確認する。 

電磁的障害 重大事故等時においても，電磁波によりその機能が損なわ

れない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，原子炉建屋原子炉区域内と屋外との差圧

により，自動的に開放する設計とする。 

（46-3） 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，表 3.3-25 に示すように，発電用原子炉

の運転中又は停止中に外観検査が可能な設計とする。 

（46-5） 

 

表 3.3-25 原子炉建屋ブローアウトパネルの試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 

項目 内容 

運転中又は停止

中 

外観検査 原子炉建屋ブローアウトパネル外観の確認 

 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，本来の用途以外の用途として使用しない。 

また，原子炉建屋ブローアウトパネルは，重大事故等時において他の系統と
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切り替えることなく使用できる設計とする。 

（46-4） 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，他の設備と独立して作動することにより，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，原子炉建屋ブローアウトパネルは，開放動作により，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

（46-3,46-4） 

 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，原子炉建屋原子炉区域内と屋外との差圧

により，自動的に開放する設計とする。 
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3.3.2.5.3.2   設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，想定される重大事故等時において，原子

炉建屋原子炉区域内に漏えいした蒸気を原子炉建屋外に排気して，原子炉建屋

原子炉区域内の圧力及び温度を低下させるために必要となる容量を有する設

計とする。 

 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，二以上の発電用原子炉施設において共用

しない設計とする。 

 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

原子炉建屋ブローアウトパネルは常設重大事故防止設備であるが，同一目的

の設計基準事故対処設備はない。 

（46-3,46-4） 
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3.3.3   重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

3.3.3.1   インターフェイスシステム LOCA 隔離弁 

3.3.3.1.1 設備概要 

インターフェイスシステム LOCA 隔離弁である高圧炉心注水系注入隔離弁は，格

納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）発生箇所の隔離によって，原子

炉格納容器外への原子炉冷却材の漏えいを防止する目的として使用する。 

本設備は，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統であり，プラント運転

中に接続箇所の電動弁の開閉試験を実施する高圧炉心注水系(B)及び(C)の2つの独

立した注水ラインに，それぞれ 1台設置している。 

格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）は，隔離弁の隔離失敗によ

り低圧設計部分が異常に過圧されることで発生するが，逃がし安全弁による原子炉

冷却材圧力バウンダリの減圧により原子炉冷却材漏えいの抑制を継続し，現場操作

による隔離弁の全閉操作を実施することで，破断が発生した系統を隔離する設計と

する。 

なお，逃がし安全弁による発電用原子炉の減圧は隔離弁の隔離操作が完了するま

で継続する。 

 

本設備の系統概要図を図 3.3-10 に，重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧

を表 3.3-23 に示す。 

 

本系統は設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時においてその機能

を期待するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 
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図 3.3-10 インターフェイスシステム LOCA 隔離弁 系統概要図 
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表 3.3-23 インターフェイスシステム LOCA 隔離弁に関する重大事故等対処設備 

（設計基準拡張）一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 高圧炉心注水系注入隔離弁【常設】 

附属設備 － 

電源設備 － 

計装設備＊ 高圧炉心注水系ポンプ吐出圧力【常設】 

＊：計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 

 

3.3.3.1.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

（１）高圧炉心注水系注入隔離弁 

最高使用圧力：11.77MPa[gage] 

最高使用温度：302℃ 

個数    ：2 

取付箇所  ：原子炉建屋地上 1階 

 

3.3.3.1.3  設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

インターフェイスシステム LOCA 隔離弁である高圧炉心注水系注入隔離弁は，想定

される重大事故等時に重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用するため，「2.3 

重大事故等対処設備に関する基本方針」のうち，多様性，位置的分散を除く設計方針

を適用して設計を行う。 

 

インターフェイスシステム LOCA 隔離弁である高圧炉心注水系注入隔離弁について

は，設計基準対象施設として使用する場合と同様の系統構成で重大事故等時において

も使用するため，他の設備に悪影響を及ぼさない設計である。 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

インターフェイスシステム LOCA 隔離弁である高圧炉心注水系注入隔離弁について

は，原子炉建屋原子炉区域内に設置される設備であることから，想定される重大事故

等時における原子炉建屋原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を

有効に発揮することができるよう，表 3.3-24 に示す設計である。 
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表 3.3-24 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋原子炉区域内で想定される温度，圧力，湿度及

び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用

する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水しない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋原子炉区域内に設置するため，風（台風）及び

積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等時においても，電磁波によりその機能が損なわ

れない設計とする。 

 

 

また，インターフェイスシステム LOCA 隔離弁である高圧炉心注水系注入隔離弁は

設置場所である原子炉建屋原子炉区域内にて手動操作が可能な設計であり，操作位置

の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能である。 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

インターフェイスシステム LOCA 隔離弁である高圧炉心注水系注入隔離弁は，設計

基準対象施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等時においても使用す

る設計である。また，高圧炉心注水系注入隔離弁は，発電用原子炉の運転中に機能・

性能試験，停止中に分解検査が可能な設計である。 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

【47 条】 

【設置許可基準規則】 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備） 

第四十七条 発電用原子炉施設には，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態 

であって，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した 

場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため， 

発電用原子炉を冷却するために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第４７条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため，発電用原子炉 

を冷却するために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上 

の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）重大事故防止設備 

ａ）可搬型重大事故防止設備を配備すること。 

ｂ）炉心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応するため，常 

設重大事故防止設備を設置すること。 

ｃ）上記ａ）及びｂ）の重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備に対して， 

多様性及び独立性を有し，位置的分散を図ること。 
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3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

3.4.1   設置許可基準規則第 47 条への適合方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備である

残留熱除去系が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する設備として，低圧代替注水系（可搬型）

及び低圧代替注水系（常設）を設ける。 

 

(1) 低圧代替注水系（可搬型）の設置（設置許可基準規則解釈の第 1項(1)a)） 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプが有す

る発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するため，可搬型重大事故等対処設備として低圧

代替注水系（可搬型）を使用する。 

低圧代替注水系（可搬型）は，荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所

並びに 5号炉東側第二保管場所に分散配備した可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）

を用い，残留熱除去系（低圧注水モード）とは異なる代替淡水源（淡水貯水池

及び防火水槽）を水源として原子炉圧力容器に注水することで炉心を冷却でき

る設計とする。 

 

(2) 低圧代替注水系（常設）の設置（設置許可基準規則解釈の第 1項(1)b)） 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプが有す

る発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するため，常設重大事故等対処設備として低圧代

替注水系（常設）を使用する。 

低圧代替注水系（常設）は，廃棄物処理建屋に配置された復水移送ポンプを

用い，残留熱除去系（低圧注水モード）とは異なる復水貯蔵槽を水源として原

子炉圧力容器に注水することで炉心を冷却できる設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備に対する多様性及び独立性，位置的分散の確保（設置

許可基準規則解釈の第 1項(1)c)） 

上記(1)及び(2)の重大事故等対処設備である低圧代替注水系（常設），低圧代

替注水系（可搬型）は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水

モード）に対して，異なるポンプ（復水移送ポンプ又は可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）），駆動源（常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備），冷却

源（自滑水冷却）を用いることで多様性及び独立性を有する設計とする。 

また，原子炉建屋内に設置されている残留熱除去系（低圧注水モード）に対

して，常設設備である復水移送ポンプは廃棄物処理建屋内に設置しており，常

設代替交流電源設備は屋外に設置することで位置的分散を図った設計とする。

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級），可搬型代替交流電源設備については，屋外に

保管し，屋外から異なる複数の接続口に接続可能とし，残留熱除去系（低圧注

水モード）に対して位置的分散を図る設計とする。 

なお，多様性及び独立性，位置的分散については 3.4.2.1.3 項及び 3.4.2.2.3

項に詳細を示す。 

 

その他，設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時においてその機
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能を期待するため，以下の設備を重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付け

る。 

 

(4) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，冷却材喪失事故時において，高圧炉心

注水系，原子炉隔離時冷却系及び自動減圧系と連携して炉心を冷却する機能を

有する。 

本系統は，原子炉水位低又はドライウェル圧力高の信号で作動を開始し，サ

プレッション・チェンバのプール水を給水系等を経由して原子炉圧力容器へ注

水する。 

 

(5) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，原子炉停止後，炉心の崩壊熱，

原子炉圧力容器，配管，冷却材中の保有熱（残留熱）を除去して，原子炉を冷

却する機能を有する。また，動的機器の単一故障を仮定した場合でも原子炉冷

却材を低温まで冷却可能な設計である。冷却材は原子炉圧力容器から残留熱除

去系のポンプ及び熱交換器，給水系等を経由して原子炉圧力容器に戻される。 

 

(6) 原子炉補機冷却系 

原子炉補機冷却系は，原子炉設備の非常用機器及び常用機器で発生する熱を

冷却除去する機能を有する。本系統は，想定される重大事故等時においても，

非常用機器，残留熱除去系の機器等の冷却を行うための機能を有する。 

原子炉補機冷却系については，「3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための

設備（設置許可基準規則第 48 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉圧力容器に注水するための自

主対策設備として，以下を整備する。 

 

(7) 他系の残留熱除去系配管又は高圧炉心注水系配管を用いた低圧注水の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプが喪失

し，残留熱除去系(A)注入ライン又は残留熱除去系(B)注入ラインの機能が喪失

した場合においても低圧注水を可能とするために，自主対策設備として復水移

送ポンプ又は可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用いて残留熱除去系洗浄水弁(C)

を経由する残留熱除去系(C)注入ライン等の他系の残留熱除去系配管又は高圧

炉心注水系洗浄用補給水止め弁を経由する高圧炉心注水系配管を用いた原子炉

圧力容器への注水手段を整備している。 

 

(8) 消火系を用いた低圧注水の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプ，復水

移送ポンプ，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）が喪失した場合，炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，自主対策設備として消火系を用

いた原子炉圧力容器への注水手段を整備している。 

消火系を用いた原子炉圧力容器への注水手段については，ディーゼル駆動消

火ポンプを用い，残留熱除去系（低圧注水モード），低圧代替注水系（常設），
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低圧代替注水系（可搬型）に用いる水源とは異なるろ過水タンクを水源として

消火系，復水補給水系，残留熱除去系，高圧炉心注水系，給水系を経由して原

子炉圧力容器へ注水する。 

 

また，技術的能力審査基準への適合のため，復旧手段として，以下を整備する。 

 

(9) 復旧手段の整備 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード及び原子炉停止

時冷却モード）が全交流動力電源喪失により起動できない場合には，常設代替

交流電源設備を用いて非常用所内電気設備へ電源を供給することで残留熱除去

系（低圧注水モード及び原子炉停止時冷却モード）を復旧する手段を整備する。 

なお，電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対

する設計方針を示す章）」で示す。 

 

また，技術的能力審査基準への適合のため，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存

する場合の対応設備として，以下を整備する。 

 

(10) 低圧代替注水系（常設）による残存溶融炉心の冷却 

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，原子炉圧力容器内に溶融

炉心が残存する場合には，復水移送ポンプで原子炉圧力容器に注水する低圧代

替注水系（常設）により残存溶融炉心を冷却する。 

 

(11) 低圧代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却 

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，原子炉圧力容器内に溶融

炉心が残存する場合には，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）で原子炉圧力容器に

注水する低圧代替注水系（可搬型）により残存溶融炉心を冷却する。 

 

なお，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の自主対策設備として，以下

を整備する。 

 

(12) 消火系による残存溶融炉心の冷却 

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，原子炉圧力容器内に溶融

炉心が残存する場合には，ディーゼル駆動消火ポンプで原子炉圧力容器に注水

する消火系により残存溶融炉心を冷却する。 

 

また，代替淡水源（淡水貯水池及び防火水槽）の淡水が枯渇した場合の海水の利用

手段として，以下を整備する。 

 

(13) 低圧代替注水系の海水の利用 

低圧代替注水系（常設）の水源である復水貯蔵槽並びに低圧代替注水系（可

搬型）の水源である代替淡水源（淡水貯水池及び防火水槽）の淡水が枯渇した

場合において，防潮堤の内側に設置している海水取水箇所（取水路）より，大

容量送水車（海水取水用）を用いて復水貯蔵槽への供給及び防火水槽への供給

又は低圧代替注水系（可搬型）で用いる可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に海水
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を直接送水を行う設計とする。なお，海の利用については「3.13 重大事故等の

収束に必要となる水の供給設備（設置許可基準規則第 56 条に対する設計方針を

示す章）」で示す。 
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3.4.2   重大事故等対処設備 

3.4.2.1   低圧代替注水系（常設） 

3.4.2.1.1 設備概要 

低圧代替注水系（常設）は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注

水モード）の有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合に，この機能を代替し，

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，発電用原子炉を冷却

することを目的として使用する。 

本系統は，復水移送ポンプ，電源設備（非常用交流電源設備，常設代替交流電源

設備，可搬型代替交流電源設備,代替所内電気設備），計測制御装置及び，水源であ

る復水貯蔵槽，流路である復水補給水系及び高圧炉心注水系の配管及び弁並びに残

留熱除去系及び給水系の配管，弁及びスパージャ，注水先である原子炉圧力容器等

から構成される。 

本系統の系統概要図を図 3.4-1，重大事故等対処設備一覧を表 3.4-1 に示す。 

本系統は，復水移送ポンプ 3 台のうち 2 台により，復水貯蔵槽の水を残留熱除去

系配管等を経由して原子炉圧力容器へ注水することで炉心を冷却できる設計とする。 

復水移送ポンプの電源について，復水移送ポンプ(B)及び(C)は，常設代替交流電

源設備である第一ガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備である電源車か

ら，代替所内電気設備である AM 用動力変圧器及び AM 用 MCC を介して給電が可能な

設計とする。復水移送ポンプ(A)は，通常時は非常用所内電気設備である非常用 MCC 

C 系から給電しているが，重大事故等時に復水移送ポンプ(A)の動力ケーブルの接続

操作を行うことにより，代替所内電気設備である AM 用 MCC から給電が可能な設計と

する。 

水源である復水貯蔵槽は，枯渇しそうな場合においても，代替淡水源（淡水貯水

池及び防火水槽）の淡水を，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用いて，廃棄物処

理建屋外壁に設置した外部接続口から復水貯蔵槽へ供給できる設計とする。 

本系統の操作に当たっては，中央制御室及び現場での弁操作（AM 用切替盤の切替

え操作を含む）により系統構成を行った後，中央制御室の操作スイッチにより復水

移送ポンプを起動し運転を行う。 
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図 3.4-1 低圧代替注水系（常設）系統概要図 
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表 3.4-1 低圧代替注水系（常設）に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 復水移送ポンプ【常設】 

附属設備 － 

水源※1 復水貯蔵槽【常設】 

流路 復水補給水系 配管・弁【常設】 

残留熱除去系 配管・弁・スパージャ【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

高圧炉心注水系 配管・弁【常設】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※2 非常用交流電源設備 

 非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

常設代替交流電源設備 

第一ガスタービン発電機【常設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（16kL）【可搬】 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク【常設】 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

電源車【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

代替所内電気設備 

緊急用断路器【常設】 

緊急用電源切替箱断路器【常設】 

緊急用電源切替箱接続装置【常設】 

AM 用動力変圧器【常設】 

AM 用 MCC【常設】 

AM 用切替盤【常設】 

AM 用操作盤【常設】 

非常用高圧母線 C系【常設】 

非常用高圧母線 D系【常設】 

計装設備※3 原子炉水位（SA）【常設】 
復水補給水系流量（RHR A 系代替注水流量）【常設】 
復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量）【常設】 
復水移送ポンプ吐出圧力【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許可

基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：単線結線図を補足説明資料 47-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるために

把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計
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方針を示す章）」で示す。 
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3.4.2.1.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 復水移送ポンプ 

     種類     ：うず巻形 

     容量     ：125m3/h/台 

     全揚程    ：85m 

     最高使用圧力 ：1.37MPa[gage] 

     最高使用温度 ：66℃ 

     個数     ：2（予備 1） 

     取付箇所   ：廃棄物処理建屋地下 3階 

     原動機出力  ：55kW 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」,電源設備については，「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備について

は「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.4.2.1.3 低圧代替注水系（常設）の多様性及び独立性，位置的分散 

低圧代替注水系（常設）は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系と共通要

因によって同時に機能が損なわれるおそれがないよう，表 3.4-2 で示すとおり多様

性，位置的分散を図った設計とする。ポンプについては，残留熱除去系ポンプ(A)，

(B)及び(C)と位置的分散された廃棄物処理建屋地下 3階の復水移送ポンプを使用す

る設計とする。復水移送ポンプのサポート系として，ポンプ冷却水は自滑水とする

ことで，残留熱除去系ポンプの冷却水と共通要因によって同時に機能喪失しない設

計とし，電源については，常設代替交流電源設備（第一ガスタービン発電機），可搬

型代替交流電源設備（電源車）から代替所内電気設備を経由した給電が可能な設計

とすることで，残留熱除去系ポンプの電源である非常用交流電源設備（非常用ディ

ーゼル発電機）と共通要因によって同時に機能喪失しない設計とする。水源につい

ては，残留熱除去系の水源であるサプレッション・チェンバと異なる復水貯蔵槽を

使用する設計とする。操作に必要な電動弁については，ハンドルを設けて手動操作

を可能とすることで，非常用交流電源設備（非常用ディーゼル発電機）からの給電

による遠隔操作に対して多様性を有する設計とする。また，低圧代替注水系（常設）

の電動弁は，代替所内電気設備を経由して給電する系統において，独立した電路で

系統構成することにより，非常用所内電気設備を経由して給電する系統に対して独

立性を有する設計とする。 

残留熱除去系と低圧代替注水系（常設）の独立性については，表 3.4-3 で示すと

おり地震，津波，火災，溢水により同時に故障することを防止するために独立性を

確保する設計とする。 

なお，配管，スパージャ等の流路を構成する静的機器については，残留熱除去系

注水ライン（残留熱除去系洗浄水弁より原子炉圧力容器につながる配管との合流部

から原子炉圧力容器まで）を除く範囲で，可能な限り分離した設計とする。 

ただし，残留熱除去系注入弁(A)又は(B)が故障した場合でも，自主対策設備とし

て他系の残留熱除去系又は高圧炉心注水系の配管を用いた低圧注水を整備している。 

なお，電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）で示す。 
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表 3.4-2 多様性，位置的分散 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系 

（低圧注水モード） 
低圧代替注水系（常設） 

ポンプ 残留熱除去系ポンプ 復水移送ポンプ 

原子炉建屋 

地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 

水源 サプレッション・チェンバ 復水貯蔵槽 

原子炉建屋 

地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 2階 

駆動用 

空気 
不要 不要 

潤滑方式 水潤滑 油浴方式 

冷却水 原子炉補機冷却水系 

及び原子炉補機冷却海水系 

不要 

（自滑水） 

駆動電源 
非常用交流電源設備 

（非常用ディーゼル発電機） 

常設代替交流電源設

備（第一ガスタービン

発電機） 

可搬型代替交

流電源設備

（電源車） 

原子炉建屋 

地上 1階 

7号炉タービン建屋南

側の屋外 

荒浜側高台保

管場所及び大

湊側高台保管

場所 

 

表 3.4-3 設計基準事故対処設備との独立性 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系(A)(B)(C) 

（低圧注水モード） 

低圧代替注水系（常設） 

共

通

要

因

故

障 

地震 設計基準事故対処設備の残留熱除去系は耐震 Sクラス設計とし，

重大事故等対処設備である低圧代替注水系（常設）は基準地震動

Ss で機能維持できる設計とすることで，基準地震動 Ss が共通要

因となり故障することのない設計とする。 

津波 6 号及び 7号炉の原子炉建屋は，基準津波が到達しない位置に設

置する設計とすることで，津波が共通要因となり故障することの

ない設計とする。 

火災 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備で

ある低圧代替注水系（常設）は，火災が共通要因となり故障する

ことのない設計とする（「共-7 重大事故等対処設備の内部火災

に対する防護方針について」に示す）。 

溢水 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備で

ある低圧代替注水系（常設）は，溢水が共通要因となり故障する

ことのない設計とする（「共-8 重大事故等対処設備の内部溢水

に対する防護方針について」に示す）。 
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3.4.2.1.4 設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.4.2.1.4.1 設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）の復水移送ポンプは，廃棄物処理建屋内に設置して

いる設備であることから，想定される重大事故等時における，廃棄物処理建屋

内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができる

よう，以下の表 3.4-4 に示す設計とする。 

復水移送ポンプの操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室の

操作スイッチから可能な設計とする。 

（47-3,47-4） 

 

 

表 3.4-4 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・

放射線 

廃棄物処理建屋内で想定される温度，圧力，湿度及び放

射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用す

る。 

屋外の天候による影

響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は受

けない。 

海水を通水する系統

への影響 

淡水だけでなく海水も使用できる設計とする（常時海水

を通水しない）。なお，原子炉圧力容器への注水は，可能

な限り淡水源を優先し，海水通水は短期間とすることで，

設備への影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 廃棄物処理建屋内に設置するため，風（台風）及び積雪

の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）を運転する場合は，復水補給水系バイパス流防止と

してタービン建屋負荷遮断弁の全閉操作を実施し，復水移送ポンプを起動する。

その後，低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水の系統構成と

して，残留熱除去系注入弁(A)（又は(B)）の全開操作を実施し，残留熱除去系

洗浄水弁(A)（又は(B)）を全開とすることで原子炉圧力容器への注水を行う。

また，復水移送ポンプの水源確保として復水補給水系常／非常用連絡 1次止め

弁と復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁の開操作を実施する。以上のこと

から，低圧代替注水系（常設）の操作に必要なポンプ及び操作に必要な弁を表

3.4-5 に示す。 

このうちタービン建屋負荷遮断弁，残留熱除去系洗浄水弁(A)及び(B)につい

ては，中央制御室の格納容器補助盤からの遠隔操作で弁を開閉することが可能

な設計とし，残留熱除去系注入弁(A)及び(B)は原子炉建屋地上 3階（原子炉建

屋内の原子炉区域外）に設置している AM 用切替盤より，配線用しゃ断器の「入」

「切」操作にて電源を切り替えた後，近傍に設置している AM 用操作盤のスイ

ッチ操作により，遠隔で弁を開閉することが可能な設計とする。復水補給水系

常／非常用連絡 1次止め弁，復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁について

は，廃棄物処理建屋地下 3階（原子炉建屋内の原子炉区域外）に設置されてお

り，設置場所での手動操作で開閉することが可能な設計とする。 

また，復水移送ポンプについては，中央制御室にある復水移送ポンプ操作ス

イッチからのスイッチ操作でポンプ 3台のうち 2台を起動する設計とする。 

中央制御室の操作スイッチ，原子炉建屋地上 3階（原子炉建屋内の原子炉区

域外）AM 用操作盤の操作スイッチ及び廃棄物処理建屋地下 3階の弁を操作する

にあたり，運転員のアクセス性，操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。

また，それぞれの操作対象については銘板をつけることで識別可能とし，運転

員の操作・監視性を考慮して確実に操作が可能な設計とする。 

（47-3,47-4） 
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表 3.4-5 操作対象機器 
機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

復水移送ポンプ(A) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

復水移送ポンプ(B) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

復水移送ポンプ(C) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

残留熱除去系注入弁(A) 弁閉→弁開 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原子炉

区域外） 

スイッチ操作 

残留熱除去系注入弁(B) 弁閉→弁開 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原子炉

区域外） 

スイッチ操作 

残留熱除去系洗浄水弁(A) 弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

残留熱除去系洗浄水弁(B) 弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

タービン建屋負荷遮断弁 弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

復水補給水系常／非常用連

絡 1次止め弁 
弁閉→弁開 廃棄物処理建屋地下 3 階 手動操作 

復水補給水系常／非常用連

絡 2次止め弁 
弁閉→弁開 廃棄物処理建屋地下 3 階 手動操作 

 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）の復水移送ポンプは，表 3.4-6 に示すように発電用

原子炉の運転中又は停止中に機能・性能試験，弁動作試験を，また，停止中に

分解検査，外観検査が可能な設計とする。 

低圧代替注水系（常設）の復水移送ポンプは，発電用原子炉の停止中にケー

シングカバーを取り外して，ポンプ部品（主軸，軸受，羽根車）の状態を確認

する分解検査が可能な設計とする。 

また，発電用原子炉の運転中又は停止中に，復水貯蔵槽を水源とし，復水移

送ポンプを起動させ，サプレッション・チェンバへ送水する試験を行うテスト

ラインを設けることで，低圧代替注水系（常設）の機能・性能及び漏えいの有

無の確認が可能な設計とする。なお，残留熱除去系洗浄水弁から原子炉圧力容

器までのラインについては，上記の試験に加えて，発電用原子炉の運転中又は

停止中に残留熱除去系注入弁の弁動作試験を実施することで弁開閉動作の確

認が可能な設計とする。 
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表 3.4-6 低圧代替注水系（常設）の試験及び検査 

発電用原子炉

の状態 

項目 内容 

運転中 
機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

停止中 

機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 
ポンプ部品の表面状態を，試験及び目

視により確認 

外観検査 ポンプ外観の確認 

 

運転性能の確認として，復水移送ポンプの吐出圧力，系統（ポンプ廻り）の

振動，異音，異臭及び漏えいの確認が可能な設計とする。 

 

復水移送ポンプを構成する部品の表面状態の確認として，浸透探傷試験によ

り性能に影響を及ぼす指示模様がないこと，目視により性能に影響を及ぼすお

それのある傷，割れ等がないことの確認が可能な設計とする。 

 

復水移送ポンプの外観検査として，傷や漏えい跡の確認が可能な設計とする。 

（47-5） 
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(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）は，復水移送ポンプを通常時に使用する系統である

復水補給水系から重大事故等時に対処するために系統構成を切り替えて使用

する。切替え操作としては，復水移送ポンプの起動操作，復水補給水系バイパ

ス流防止としてタービン建屋負荷遮断弁の全閉操作，原子炉圧力容器へ注水す

るために残留熱除去系注入弁(A)（又は(B)）の全開操作，残留熱除去系洗浄水

弁(A)（又は(B)）の全開操作を行う。 

なお，復水貯蔵槽から復水移送ポンプに移送するライン（復水移送ポンプ吸

込ライン）は，復水貯蔵槽の中部（常用ライン），下部（非常用ライン）の 2

通りがある。通常運転時は中部（常用ライン）を使用しているため，長期運転

を見込み，復水貯蔵槽を水源として確保するため，復水補給水系常／非常用連

絡 1次止め弁，復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁の開操作を行い，復水

移送ポンプ吸込ラインを下部（非常用ライン）に切り替える。ただし，復水移

送ポンプ起動当初は復水貯蔵槽水位は確保されているため，本切替え操作は低

圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水が開始された後に実施す

る。 

 

低圧代替注水系（常設）である復水移送ポンプの起動及び系統の切替えに必

要な弁については，中央制御室及び原子炉建屋地上 3階（原子炉建屋内の原子

炉区域外）に設置している AM 用操作盤から遠隔操作する設計とすることで，

図3.4-2で示すタイムチャートのとおり速やかに切り替えることが可能である。 

系統の切替えに必要な弁のうちタービン建屋負荷遮断弁，残留熱除去系洗浄

水弁(A)及び(B)については，中央制御室から遠隔で弁を開閉することが可能で

ある。 

系統の切替えに必要な弁のうち，残留熱除去系注入弁(A)及び(B)については，

原子炉建屋地上 3 階（原子炉建屋内の原子炉区域外）に設置している AM 用切

替盤より，配線用しゃ断器の「入」「切」操作にて電源を切り替えた後，近傍

に設置している AM 用操作盤のスイッチ操作により，遠隔で弁を開閉すること

が可能である。 

また，復水補給水系常／非常用連絡 1次止め弁，復水補給水系常／非常用連

絡 2次止め弁は手動弁として廃棄物処理建屋地下 3階に設置されており，現場

の手動操作で開操作を行う。この操作は，長期運転を見込んだ復水貯蔵槽水源

確保のために実施する操作であり，原子炉圧力容器への注水開始後に実施する

ことで，図 3.4-2 で示すタイムチャートのとおり速やかに切替え可能である。 

また，低圧代替注水のバイパス流を防止するため，低圧代替注水系の主流路

からの分岐部については，主流路から最も近い弁（第一止め弁）で閉止する運
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用とする。事故時の対応に支障を来たす等の理由から第一止め弁が閉止できな

いライン（非常用炉心冷却系ポンプ封水ライン等）についても，低圧代替注水

のバイパス流を防止するため，第一止め弁以降の弁で閉止されたバウンダリ構

成とし，このバウンダリ範囲においては，適切な地震荷重との組合せを考慮し

た上でバウンダリ機能が喪失しない設計とする。 

（47-4） 

 

通信連絡設備準備，電源確認

バイパス流防止処置，ポンプ起動

系統構成

注水開始，注水状況確認

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

低圧代替注水系（常設）による

原子炉圧力容器への注水

（残留熱除去系(A)又は(B)

注入配管使用）

中央制御室運転員　Ａ，Ｂ 2

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2
移動，ＣＳＰ水源確保

低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 12分

5 10 15 20 25

 
図 3.4-2 低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水（残留熱除去系(A)又は(B)注入配管使用の場合）

のタイムチャート＊ 

 
＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1.4 で示すタイムチャ

ート 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）は，通常時は残留熱除去系洗浄水弁(A)及び(B)を閉

止することで隔離する系統構成としており，残留熱除去系に対して悪影響を及

ぼさない設計とする。隔離弁については表 3.4-7 に示す。また，低圧代替注水

系（常設）を用いる場合は，弁操作によって，通常時の系統構成から重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

（47-3,47-4） 

 

 

表 3.4-7 他系統との隔離弁 

取合系統 系統隔離弁 駆動方式 動作 

残留熱除去系 残留熱除去系洗浄水弁(A) 電動駆動 通常時閉 

電源喪失時閉 

残留熱除去系洗浄水弁(B) 電動駆動 通常時閉 

電源喪失時閉 
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(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）の系統構成に操作が必要な機器の設置場所，操作場

所を表 3.4-8 に示す。このうち，中央制御室で操作する復水移送ポンプ，残留

熱除去系洗浄水弁(A)（又は(B)），タービン建屋負荷遮断弁は，操作位置の放

射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能である。原子炉建屋地上 3階

で操作する残留熱除去系注入弁(A)（又は(B)）は，原子炉建屋内の原子炉区域

外に AM 用切替盤，AM 用操作盤が設置されており，操作位置の放射線量が高く

なるおそれが少ないため操作が可能である。復水補給水系常／非常用連絡 1次

止め弁，復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁は，廃棄物処理建屋地下 3階

での操作となり，原子炉建屋外であるため，操作位置の放射線量が高くなるお

それが少ないため操作が可能である。これらの操作が可能な配置設計とする。 

（47-3） 

 

 

表 3.4-8 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

復水移送ポンプ(A) 廃棄物処理建屋地下 3階 中央制御室 

復水移送ポンプ(B) 廃棄物処理建屋地下 3階 中央制御室 

復水移送ポンプ(C) 廃棄物処理建屋地下 3階 中央制御室 

残留熱除去系注入弁(A) 原子炉建屋地上 1階 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原

子炉区域外） 

残留熱除去系注入弁(B) 原子炉建屋地上 1階 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原

子炉区域外） 

残留熱除去系洗浄水弁(A) 原子炉建屋地上 1階 中央制御室 

残留熱除去系洗浄水弁(B) 原子炉建屋地上 1階 中央制御室 

タービン建屋負荷遮断弁 
タービン建屋地下中2階（6号炉） 

廃棄物処理建屋地下3階(7号炉) 
中央制御室 

復水補給水系常／非常用

連絡 1次止め弁 
廃棄物処理建屋地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 

復水補給水系常／非常用

連絡 2次止め弁 
廃棄物処理建屋地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 
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3.4.2.1.4.2 設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）の復水移送ポンプは，設計基準対象施設の復水補給

水系と兼用しており，設計基準対象施設としての復水移送ポンプ 2台における

ポンプ流量が，想定される重大事故等時において，炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するために必要な注水流量に対して十分であるため，

設計基準対象施設と同仕様で設計する。 

 

注水流量としては，炉心の著しい損傷の防止の重要事故シーケンスのうち，

高圧・低圧注水機能喪失，全交流動力電源喪失，崩壊熱除去機能喪失，LOCA

時注水機能喪失の重要事故シーケンス，及び格納容器破損防止の評価事故シー

ケンスのうち，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

に係る有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において，有

効性が確認されている原子炉圧力容器への注水流量が最大 300m3/h の範囲であ

る。復水移送ポンプは 1 台あたり 150m3/h 以上の注水が可能であるため，2 台

使用する設計とする。 

原子炉圧力容器に注水する場合の復水移送ポンプは，原子炉圧力容器に注水

する場合の水源（復水貯蔵槽）と注水先（原子炉圧力容器）の圧力差，静水頭，

機器圧損，配管及び弁類圧損を考慮し，復水移送ポンプ 2 台運転で注水流量

300m3/h 達成可能な揚程で設計する。 

（47-6） 

 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）の復水移送ポンプは，二以上の発電用原子炉施設に

おいて共用しない設計とする。 
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(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

 

(ⅱ)適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

   低圧代替注水系（常設）は，設計基準事故対処設備の残留熱除去系に対し，

多様性，位置的分散を図る設計としている。これらの詳細については，

3.4.2.1.3 項に記載のとおりである。 

（47-2,47-3,47-4） 
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3.4.2.2 低圧代替注水系（可搬型） 

3.4.2.2.1 設備概要 

低圧代替注水系（可搬型）は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧

注水モード）の有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合に，この機能を代替

し，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，発電用原子炉を

冷却することを目的として使用する。 

本系統は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級），電源設備（非常用交流電源設備，常

設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，代替所内電気設備）及び，水源で

ある代替淡水源（淡水貯水池及び防火水槽），燃料補給設備である軽油タンク，タン

クローリ（4kL），流路である復水補給水系，残留熱除去系，給水系の配管，弁，ス

パージャ，ホース，注水先である原子炉圧力容器から構成される。 

重大事故等時においては，原子炉隔離時冷却系，高圧代替注水系及び手動による

原子炉減圧操作と連携し，代替淡水源（淡水貯水池及び防火水槽）を水源として，

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）で注水することにより炉心を冷却する機能を有す

る。 

本系統の系統概要図を図 3.4-3 に，重大事故等対処設備一覧を表 3.4-9 に示す。 

 

本系統は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）により，代替淡水源（淡水貯水池及

び防火水槽）の水を残留熱除去系配管等を経由して原子炉圧力容器へ注水すること

で炉心を冷却できる設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計

とし，燃料は燃料補給設備である軽油タンク及びタンクローリ（4kL）により補給で

きる設計とする。 

 

本系統の操作に当たっては，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に付属の操作スイ

ッチにより，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を起動し運転を行う。 

 

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を使用する際に接続する外部接続口は，

共通の要因によって接続することができなくなることを防止するために，位置的分

散を図った建屋の複数の異なる面に設置する設計とする。 

 

本系統の流路のうち，低圧代替注水系（常設）の主流路への合流以降は，低圧代

替注水系（常設）と同様の流路で構成し，復水補給水系，残留熱除去系，給水系の

配管，弁，スパージャを経由して原子炉圧力容器へ注水する。低圧代替注水系（常

設）の主流路への合流以降については，「3.4.2.1 低圧代替注水系（常設）」で示す。 
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図 3.4-3  低圧代替注水系（可搬型）系統概要図 
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表 3.4-9 低圧代替注水系（可搬型）に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）【可搬】 

附属設備 ― 

水源※1 防火水槽【常設】 

淡水貯水池【常設】 

流路 復水補給水系 配管・弁【常設】 

残留熱除去系 配管・弁・スパージャ【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

ホース・接続口【可搬】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※2 

(燃料補給設備

を含む) 

非常用交流電源設備 

 非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

常設代替交流電源設備 

第一ガスタービン発電機【常設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（16kL）【可搬】 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク【常設】 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

電源車【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

代替所内電気設備 

緊急用断路器【常設】 

緊急用電源切替箱断路器【常設】 

緊急用電源切替箱接続装置【常設】 

AM 用動力変圧器【常設】 

AM 用 MCC【常設】 

AM 用切替盤【常設】 

AM 用操作盤【常設】 

非常用高圧母線 C系【常設】 

非常用高圧母線 D系【常設】 

燃料補給設備 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

計装設備 ― 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許可

基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：単線結線図を補足説明資料 47-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.4.2.2.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6号及び 7号炉共用） 

     種類      ：うず巻形 

  容量      ：120m3/h/台 

吐出圧力    ：0.85MPa[gage] 

  最高使用圧力  ：2.0MPa[gage] 

     最高使用温度  ：60℃ 

     個数      ：16（予備 1） 

     設置場所    ：屋外 

保管場所    ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所並びに 5

号炉東側第二保管場所 

  原動機出力   ：100kW 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第56条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

 

3.4.2.2.3 低圧代替注水系（可搬型）の多様性，独立性，位置的分散 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，共通要因

によって機能が損なわれるおそれがないよう，表 3.4-10 で示すとおり，残留熱除去

系ポンプ及び低圧代替注水系（常設）である復水移送ポンプと位置的分散を図り，

水源及び駆動源についても，多様性を有する設計とする。 

また，残留熱除去系に対する低圧代替注水系（可搬型）の独立性については，表

3.4-11 で示すとおり地震，津波，火災，溢水により同時に故障することを防止する

ために独立性を有する設計とする。 

さらに，故障の影響を考慮し，低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポン

プ（A-2 級）は，予備を有する設計とする。 
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表 3.4-10 多様性，位置的分散 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系 

（低圧注水モード） 

低圧代替注水系 

（常設） 

低圧代替注水系 

（可搬型） 

ポンプ 
残留熱除去系ポンプ 復水移送ポンプ 

可搬型代替注水ポンプ 

(A-2 級) 

原子炉建屋 

地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 
屋外 

水源 
サプレッション・チェンバ 復水貯蔵槽 

代替淡水源（淡水貯水池

及び防火水槽） 

原子炉建屋 

地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 2階 
屋外 

駆動用空気 不要 不要 不要 

潤滑方式 水潤滑 油浴方式 油浴方式 

冷却水 原子炉補機冷却水系(及び原

子炉補機冷却海水系) 
不要(自滑水) 不要 

駆動電源 
非常用交流電源設備 

（非常用ディーゼル発電機） 

常設代替交流電源設

備（第一ガスタービ

ン発電機） 

可搬型代替交

流電源設備

（電源車） 

― 

原子炉建屋 

地上 1階 

7 号炉タービン建屋

南側の屋外 

荒浜側高台保

管場所及び大

湊側高台保管

場所 

 

表 3.4-11 設計基準事故対処設備との独立性 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系(A)(B)(C) 

（低圧注水モード） 

低圧代替注水系（可搬型） 

共

通

要

因

故

障 

地震 設計基準事故対処設備の残留熱除去系は耐震 Sクラス設計とし，重

大事故等対処設備である低圧代替注水系（可搬型）は基準地震動 Ss

で機能維持できる設計とすることで，基準地震動 Ss が共通要因と

なり故障することのない設計とする。 

津波 6 号及び 7 号炉の原子炉建屋は，基準津波が到達しない位置に設置

する設計とすることで，津波が共通要因となり故障することのない

設計とする。 

火災 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備であ

る低圧代替注水系（可搬型）は，火災が共通要因となり同時に故障

することのない設計とする（「共-7 重大事故等対処設備の内部火

災に対する防護方針について」に示す）。 

溢水 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備であ

る低圧代替注水系（可搬型）は，溢水が共通要因となり同時に故障

することのない設計とする（「共-8 重大事故等対処設備の内部溢

水に対する防護方針について」に示す）。 
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3.4.2.2.4 設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.4.2.2.4.1 設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，屋外の荒浜

側高台保管場所及び大湊側高台保管場所並びに 5 号炉東側第二保管場所に保管

し，重大事故等時に原子炉建屋の接続口付近の屋外に設置する設備であること

から，想定される重大事故等時における，屋外の環境条件及び荷重条件を考慮

し，その機能を有効に発揮することができるよう，以下の表 3.4-12 に示す設計

とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の操作は，付属の操作スイッチにより，想定

される重大事故等時において設置場所から可能な設計とする。風（台風）によ

る荷重については，転倒しないことの確認を行っているが，詳細評価により転

倒する結果となった場合は，転倒防止措置を講じる。積雪の影響については，

適切に除雪する運用とする。 

また，降水及び凍結により機能を損なうことのないよう，防水対策が取られ

た可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を使用し，凍結のおそれがある場合は暖気運

転を行い凍結対策とする。 

（47-3,47-7,47-8） 

表 3.4-12 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・

放射線 

屋外で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐

えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影

響 

降水及び凍結により機能を損なうことのないよう防水対策

及び凍結対策を行える設計とする。 

海水を通水する系統

への影響 

淡水だけでなく海水も使用できる設計とする（常時海水を

通水しない）。なお，原子炉圧力容器への注水は，可能な限

り淡水源を優先し，海水通水は短期間とすることで，設備

への影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷しな

いことを確認し，治具や輪留め等により転倒防止対策を行

う。 

風（台風）・積雪 屋外で風荷重，積雪荷重を考慮しても機器が損傷しないこ

とを評価により確認する。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものである

こと。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）を運転する場合は，復水補給水系バイパス流防止

としてタービン建屋負荷遮断弁の全閉操作又は,復水補給水系原子炉建屋復水

積算流量計バイパス弁の全閉操作を実施し，残留熱除去系注入弁(A)（又は(B)）

の全開操作，残留熱除去系洗浄水弁(A)（又は(B)）の全開操作を実施した後，

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の配備及びホース接続を行い，送水準備が完了

した後，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を起動することで原子炉圧力容器への

注水を行う。なお，「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉

失敗」シナリオにおいては，操作対象弁を現場で手動操作するが，弁に反射テ

ープを施すことで暗闇でも識別可能な設計とする。また，残留熱除去系注入弁

(A)については，弁を覆うように設置している耐火材を取り外す必要があるが，

耐火材は互いにはめ合い構造とし，これを外部から固定する構造とする。固定

部は特殊工具を要することなく，容易に取り外し作業が可能な設計とする。 

以上のことから，低圧代替注水系（可搬型）の操作に必要なポンプ及び操作

に必要な弁，ホースを表 3.4-13 に示す。 

このうちMUWC接続口外側隔離弁1(A)，2(A)及びMUWC接続口外側隔離弁1(B)，

2(B)，MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 については，接続口が設置されている屋外の

場所から手動操作で弁を開閉することが可能な設計とし，MUWC 可搬式接続口隔

離弁 2 及び MUWC 可搬式接続口隔離弁 3については，原子炉建屋内の接続口が設

置されている場所で手動操作で弁を開閉することが可能な設計とする。MUWC 接

続口内側隔離弁(B)については，弁は原子炉建屋原子炉区域内に設置されている

が，遠隔手動弁操作設備により，6 号炉は原子炉建屋内の原子炉区域外から，7

号炉は屋外から手動操作で開閉することが可能な設計とする。MUWC 接続口内側

隔離弁(A)については，6 号炉は原子炉建屋内の原子炉区域外に，7 号炉は原子

炉建屋原子炉区域内に設置されているが，遠隔手動弁操作設備により，6号炉は

屋外から，7号炉は原子炉建屋内の原子炉区域外から手動操作で開閉することが

可能な設計とする。復水補給水系原子炉建屋復水積算流量計バイパス弁につい

ては，原子炉建屋原子炉区域内に設置されているが，原子炉建屋原子炉区域内

の環境条件（被ばく影響等）を考慮の上，手動操作で弁を開閉することが可能

な設計とする。 

 

また，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）については，付属の操作スイッチから

のスイッチ操作で起動する設計とする。可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は付属

の操作スイッチ及び操作に必要な弁を操作するにあたり，運転員のアクセス性，

操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，それぞれの操作対象につ

いては銘板をつけることで識別可能とし，運転員の操作・監視性を考慮して確
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実に操作できる設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，接続口まで屋外のアクセスルートを通行

してアクセス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が

可能な設計とする。 

 

ホースの接続作業に当たっては，特殊な工具，及び技量は必要とせず，簡便

な結合金具による接続並びに一般的な工具を使用することにより，確実に接続

が可能な設計とする。 

（47-3,47-4,47-7） 

 

 

表 3.4-13 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

可搬型代替注水ポンプ 

（A-2 級） 
起動・停止 屋外設置位置 スイッチ操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(A) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(A) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(B) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(B) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 2 弁閉→弁開 屋内接続口位置 手動操作 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 3 弁閉→弁開 屋内接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口内側隔離弁(B) 弁閉→弁開 

原子炉建屋地上 2階（6

号炉） 

屋外（7号炉） 

手動操作 

MUWC 接続口内側隔離弁(A) 弁閉→弁開 

屋外（6号炉） 

原子炉建屋地上 2階（7

号炉） 

手動操作 

復水補給水系原子炉建屋復

水積算流量計バイパス弁 
弁開→弁閉 原子炉建屋地下 2階 手動操作 

ホース ホース接続 屋外又は原子炉建屋内 人力接続 

 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，表 3.4-14
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に示すように発電用原子炉の運転中又は停止中に独立して機能・性能試験，弁

動作試験，分解検査，外観検査が可能な設計とする。 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，発電用原子

炉の運転中又は停止中に分解又は取替え，車両として運転状態の確認及び外観

の確認が可能な設計とする。 

また，発電用原子炉の運転中又は停止中に，淡水貯水池を水源とし，可搬型

代替注水ポンプ（A-2 級），仮設流量計，ホースの系統構成で淡水貯水池へ送水

する試験を行うテストラインを設けることで，他系統と独立した試験系統で低

圧代替注水系（可搬型）の機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な系統設

計とする。なお，接続口から復水補給水系主配管までのラインについては，上

記の試験に加えて，発電用原子炉の運転中又は停止中に各接続口の弁動作試験

を実施することで弁開閉動作の確認が可能な設計とする。 

 

表 3.4-14 低圧代替注水系（可搬型）の試験及び検査 

発電用原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は停止中 機能・性能試験 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の運転性能

（吐出圧力，流量）の確認，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 ポンプを分解し，部品の表面状態を，試験及

び目視により確認 

又は必要に応じて取替え 

外観検査 ポンプ及びホース外観の確認 

車両検査 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の車両とし

ての運転状態の確認 

 

 

運転性能の確認として，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の吐出圧力，流量の

確認を行うことが可能な設計とする。 

 

ホースの外観検査として，機能・性能に影響を及ぼすおそれのある亀裂，腐

食等がないことの確認を行うことが可能な設計とする。 

（47-5） 

 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備にあ

っては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 



添 3.4-31 

 

 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，本来の用途

以外の用途には使用しない。 

なお，通常時に使用する系統である復水補給水系から重大事故等時に対処す

るために低圧代替注水系（可搬型）に系統構成を切り替える場合，切替え操作

としては，各接続口の弁開閉操作，ホース敷設及び接続作業，可搬型代替注水

ポンプ（A-2 級）の移動，設置，起動操作を行う。 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の移動，設置，

起動操作，及び系統の切替えに必要な弁操作については，図 3.4-4 で示すタイ

ムチャートのとおり速やかに切り替えることが可能である。 

（47-4） 

 

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所～荒浜高台保管場所移動　※2

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）3台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-2級)3台移動～配置

※2　5号炉東側第二保管場所への移動は，10分と想定する。

送水準備

送水

※1　5号炉東側第二保管場所の可搬型代替注水ポンプ（A-2級）を使用した場合は，緊急時対策要員2名で105分以内で可能である。

経過時間（分）

備考

手順の項目 要員（数）

可搬型代替注水ポンプ

による送水

[防火水槽を水源とした場合]

緊急時対策要員 3
※1

防火水槽を水源とした可搬型代替注水ポンプによる送水 125分 ※1

10 20 4030 50 7060 80 90 100 110 120 130

 
図 3.4-4 低圧代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水(淡水/海水)(可搬型代替注水ポンプによる注水)のタイムチャート(1/2)＊ 

 

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所～荒浜側高台保管場所移動

可搬型代替注水ポンプの健全性確認

可搬型代替注水ポンプ2台移動～配置

屋外～5号炉東側第二保管場所移動

可搬型代替注水ポンプの健全性確認

可搬型代替注水ポンプ2台移動～配置

※1　緊急時対策要員6名で2ユニット分を対応した場合，6号炉への送水開始まで約330分，7号炉への送水開始まで約345分で可能である。

送水準備

緊急時対策要員6名のうち2名で

対応する。

可搬型代替注水ポンプ

による送水

[淡水貯水池を水源とした

場合（あらかじめ敷設して

あるホースが使用でき

ない場合）]

[緊急時対策要員6名で

対応した場合]

緊急時対策要員 6
※1

緊急時対策要員6名で対応する。

送水準備

緊急時対策要員6名のうち4名で

対応する。送水準備

送水

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

10 20 4030 50 7060

淡水貯水池を水源とした可搬型代替注水ポンプによる送水 330分 ※1

230 240 250 260 270 280 290 300 310 320 330 340 35022080 90 100 110 120 200 210

 
図 3.4-4 低圧代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水(淡水/海水)(可搬型代替注水ポンプによる注水)のタイムチャート(2/2)＊ 

 
＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を

実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1.4 で示すタイムチ

ャート 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，通常時は接

続先の系統と分離して保管することで，他の設備に悪影響を及ぼさない運用と

する。 

また，低圧代替注水系（可搬型）を用いる場合は，弁操作によって，通常時

の系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備
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に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，治具や輪留めによる固定等をすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，飛散物となって他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

 

なお,低圧代替注水系（可搬型）は代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）

と同時に使用する可能性があるため，各々の必要流量が確保可能な設計とする。

各々の必要流量とは，「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV

再閉失敗」シナリオで注水が開始される原子炉停止後約 9時間後に，低圧代替

注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注入流量は 40m3/h，代替格納容器

スプレイ冷却系（可搬型）による原子炉格納容器へのスプレイ流量は 80m3/h

であり，これらの必要流量が確保可能な設計とする。 

 

（47-3,47-4,47-5） 

 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作及

び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設置

場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の系統構成に操作が必要な機器の設置場所，操作

場所を表 3.4-15 に示す。このうち，屋外で操作する可搬型代替注水ポンプ（A-2

級），MUWC 接続口外側隔離弁 1(A)，2(A)及び MUWC 接続口外側隔離弁 1(B)，2(B)，

MUWC 可搬式接続口隔離弁 1，MUWC 接続口内側隔離弁(B)（7 号炉），MUWC 接続口

内側隔離弁(A)（6 号炉），ホースは，屋外で操作及び作業が可能であり，操作位

置及び作業位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能である。

MUWC 接続口内側隔離弁(B)（6 号炉）及び MUWC 接続口内側隔離弁(A)（7 号炉）

については，原子炉建屋地上 2 階（原子炉建屋内の原子炉区域外）で手動操作

が可能であり，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能

である。 

なお，原子炉建屋内にホースを設置する場合は，放射線量を確認して，適切

な放射線対策に基づき作業安全確保を確認した上で作業を実施する。 

（47-3,47-7） 
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表 3.4-15 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 屋外設置位置 屋外設置位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(A) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(A) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(B) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(B) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 2 屋内接続口位置 屋内接続口位置 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 3 屋内接続口位置 屋内接続口位置 

MUWC 接続口内側隔離弁(B) 

原子炉建屋地上 2階（6

号炉） 

原子炉建屋地上 1階（7

号炉） 

原子炉建屋地上 2階（6

号炉） 

屋外（7号炉） 

MUWC 接続口内側隔離弁(A) 

原子炉建屋地上 1階（6

号炉） 

原子炉建屋地上 2階（7

号炉） 

屋外（6号炉） 

原子炉建屋地上 2階（7

号炉） 

復水補給水系原子炉建屋復水積

算計バイパス弁 
原子炉建屋地下 2階 原子炉建屋地下 2階 

ホース 屋外又は原子炉建屋内 屋外又は原子炉建屋内 
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3.4.2.2.4.2 設置許可基準規則第 43 条第 3項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 3項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量を

有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，原子炉

冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有する

発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するために必要な注水流量を有する設計とする。 

注水流量としては，炉心の著しい損傷の防止の事故シーケンスのうち，全交

流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗において，有効性が

確認されている 84m3/h で注水可能な設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の容量については，原子炉停止後 4時間後の

崩壊熱除去に必要な注水流量として 84m3/h 以上とする。原子炉圧力容器に注水

する場合の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の揚程は，原子炉圧力容器に注水す

る場合の水源（淡水貯水池）と注水先（原子炉圧力容器）の圧力差，静水頭，

機器圧損，配管，ホース及び弁類圧損を考慮し，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）

を直列 3台運転で注水流量 84m3/h 達成可能な設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，重大事故等時において，原子炉圧力容器

への注水として原子炉冷却に必要な流量を確保できる容量を有するものを 1 セ

ット 4 台使用する。保有数は 1 プラントあたり 2 セット 8 台で 6 号及び 7 号炉

共用で 4セット 16 台と，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ

用として 1台（共用）の合計 17 台を分散して保管する。 

（47-6） 

 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43 条第 3項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子

炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続するもの

にあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，二以

上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部の

規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の接続箇所は，

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型），格納容器下部注水系（可搬型），燃料
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プール代替注水系及び復水貯蔵槽への水の供給にも使用することができるよう，

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）から来るホースと接続口について，簡便な接続

方式である結合金具にすることに加え，接続口の口径を 75A 又は 65A に統一し，

75A/65A の接続治具を配備しておくことで確実に接続ができる設計とする。また，

6号及び 7号炉が相互に使用することができるよう，可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）から来るホースと接続口について，ホースと接続口を簡便な接続方式であ

る結合金具にすることに加え，接続口の口径を 75A 又は 65A に統一し，75A/65A

の接続治具を配備しておくことで確実に接続ができる設計とする。 

（47-7） 

 

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43 条第 3項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続することができ

なくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外か

ら水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数の

場所に設けるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の接続箇所

である接続口は，重大事故等時の環境条件，自然現象，外部人為事象，溢水及

び火災の影響により接続できなくなることを防止するため，接続口をそれぞれ

互いに異なる複数の場所に設ける設計とする。 

6 号炉については，接続口から復水補給水系配管まで鋼製配管でつながる「接

続口（屋内本設）」を原子炉建屋南側に 1箇所，原子炉建屋東側に 1 箇所設置し，

接続口から復水補給水系配管まで建屋内にホースを敷設してつながる「接続口

（屋内ホース）」を原子炉建屋内東側に 1 箇所設置し,合計 3 箇所設置すること

で共通要因によって接続できなくなることを防止する設計とする。 

7 号炉については，接続口から復水補給水系配管まで鋼製配管でつながる「接

続口（屋内本設）」を原子炉建屋南側に 1箇所，原子炉建屋北側に 1 箇所設置し，

接続口から復水補給水系配管まで建屋内にホースを敷設してつながる「接続口

（屋内ホース）」を原子炉建屋内東側に 1 箇所設置し,合計 3 箇所設置すること

で共通要因によって接続できなくなることを防止する設計とする。 

（47-7） 

 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備を

設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができるよう，放射線量が

高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の

適切な措置を講じたものであること。 
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 (ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，炉心損

傷後の格納容器ベントを実施していない状況で屋外で使用する設備であり，想

定される重大事故等が発生した場合における放射線を考慮しても作業への影響

はないと想定しているが，仮に線量が高い場合は線源からの離隔距離をとるこ

と，線量を測定し線量が低い位置に配置することにより，これら設備の設置及

び常設設備との接続が可能である。また，現場での接続作業に当たっては，簡

便な結合金具による接続方式により，確実に速やかに接続が可能である。 

（47-7） 

 

 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管する

こと。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，地震，

津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに

よる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その他の条件

を考慮し，残留熱除去系ポンプ，低圧代替注水系（常設）である復水移送ポン

プと位置的分散を図り，発電所敷地内の高台の荒浜側高台保管場所及び大湊側

高台保管場所並びに 5号炉東側第二保管場所に分散して保管する。 

（47-8） 

 

 

(6) アクセスルートの確保（設置許可基準規則第 43 条第 3項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設備

を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等内の道路及び通路

が確保できるよう，適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，通常時

は高台の荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所並びに 5 号炉東側第二保

管場所に分散して保管しており，想定される重大事故等が発生した場合におい
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ても，保管場所から接続場所までの運搬経路について，設備の運搬及び移動に

支障をきたすことのないよう，迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確保

する。（『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて』参

照） 

（47-9） 

 

(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（設置許可基準規

則第 43 条第 3項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設

重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な

機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）は，共通要因によって，設計基準事故対処設備の

安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故等

対処設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能と同

時にその機能が損なわれるおそれがないよう，設計基準事故対処設備の残留熱

除去系と常設重大事故等対処設備の低圧代替注水系（常設）に対し，多様性，

位置的分散を図る設計としている。これらの詳細については，3.4.2.2.3 項に記

載のとおりである。 

（47-3,47-4,47-7,47-8） 
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3.4.3   重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

3.4.3.1  残留熱除去系（低圧注水モード） 

3.4.3.1.1 設備概要 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，非常用炉心冷却系の 1つである。非常用炉

心冷却系は，冷却材喪失事故時に燃料被覆管の重大な損傷を防止し，ジルコニウム

－水反応を極力抑え，崩壊熱を長期にわたって除去する機能を持ち，低圧注水系，

高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系及び自動減圧系で構成する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，電動機駆動ポンプ 3台，配管，弁類，スト

レーナ，スパージャ及び計測制御装置からなり，冷却材喪失事故時には，高圧炉心

注水系，原子炉隔離時冷却系及び自動減圧系と連携して，炉心を冷却する機能を有

する。 

本系統は，3 台の残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプごとに別々のループと

なっており，原子炉水位低又はドライウェル圧力高の信号で作動を開始し，サプレ

ッション・チェンバのプール水を原子炉圧力容器内（炉心シュラウド外）に注水し，

炉心を冷却する。 

 

本系統の系統概要図を図 3.4-5 に，重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧を

表 3.4-16 に示す。 

 

本系統は設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時においてその機能

を期待するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 

 

また，残留熱除去系（低圧注水モード）は，非常用交流電源設備（非常用ディー

ゼル発電機）からの給電に加えて，代替交流電源設備からの給電により復旧し，重

大事故等時に使用できる設計とする。 
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図 3.4-5 残留熱除去系（低圧注水モード） 系統概要図 

・水源については「3.13 重大事故等の

収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方

針を示す章）で示す。 

・電源設備については「3.14 電源設備

（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

・計装設備については「3.15 計装設備

（設置許可基準規則第 58 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 
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表 3.4-16 残留熱除去系（低圧注水モード）に関する重大事故等対処設備 

（設計基準拡張）一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプ【常設】 

附属設備 － 

水源※1 サプレッション・チェンバ【常設】 

流路※2 残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ・スパージャ【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※3 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※4 原子炉水位（SA）【常設】 

残留熱除去系系統流量【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許

可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器

は流路としてのみ用いるため，配管に含む。 

※3：電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 

※4：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるため

に把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.4.3.1.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプ 

容量    ：約 950m3/h/台 

全揚程   ：約 130m 

個数    ：3 

取付箇所  ：原子炉建屋地下 3階 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備について

は「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.4.3.1.3  設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，想定される重大事故等時に重大事故等対処

設備（設計基準拡張）として使用するため，「2.3 重大事故等対処設備に関する基

本方針」のうち，多様性，位置的分散を除く設計方針を適用して設計を行う。 

ただし，代替交流電源設備からの給電により残留熱除去系(低圧注水モード)を復

旧させる場合については，残留熱除去系（低圧注水モード）は，設計基準事故対処

設備である非常用交流電源設備（非常用ディーゼル発電機）からの給電により起動

する残留熱除去系（低圧注水モード）に対して，駆動電源の多様性を有する設計と

する。常設代替交流電源設備の多様性，位置的分散については，「3.14 電源設備（設

置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」に示す。 

 

残留熱除去系（低圧注水モード）については，設計基準対象施設として使用する

場合と同様の系統構成で重大事故等においても使用するため，他の施設に悪影響を

及ぼさない設計である。 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，二以上の発電用原子炉施設において共用し

ない設計である。 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプについては，設計基準事故時の非常用炉

心冷却機能を兼用しており，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等

の収束に必要な容量に対して十分である。 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプについては，原子炉建屋原子炉区域内に

設置される設備であることから，想定される重大事故等が発生した場合における原

子炉建屋原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮す

ることができるよう，表 3.4-17 に示す設計である。 

 

表 3.4-17 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋原子炉区域内で想定される温度，圧力，湿度及

び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用

する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水しない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋原子炉区域内に設置するため，風（台風）及び

積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 
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また，残留熱除去系（低圧注水モード）は中央制御室にて操作可能な設計とする。

残留熱除去系（低圧注水モード）の系統構成及び運転に必要な操作機器は，中央制

御室で操作することから，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作

が可能である。 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

残留熱除去系（低圧注水モード）については，設計基準対象施設として使用する

場合と同じ系統構成で重大事故等においても使用する設計である。また，残留熱除

去系（低圧注水モード）については，テストラインにより系統の機能・性能試験が

可能な設計である。残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプについては，発電用原

子炉の運転中に系統の機能・性能試験及び弁動作試験が可能な設計であり，発電用

原子炉の停止中に分解検査及び外観検査が可能な設計である。 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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3.4.3.2   残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

3.4.3.2.1 設備概要 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，3 ループから構成され，熱交換器

3基，電動機駆動ポンプ 3台，配管，弁類，スパージャ及び計測制御装置からなり，

原子炉停止後，炉心崩壊熱及び原子炉圧力容器，配管，冷却材中の残留熱を除去し

て，発電用原子炉を冷却するためのものである。 

炉心崩壊熱及び残留熱は，原子炉停止後には復水器等により冷却され，冷却材温

度が十分下がった後は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）によって冷却さ

れる。 

 

本系統の系統概要図を図 3.4-6 に，重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧を

表 3.4-18 に示す。 

 

本系統は設計基準対象施設であるとともに，想定される重大事故等時においてそ

の機能を期待するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 

 

また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，非常用交流電源設備（非常

用ディーゼル発電機）からの給電に加えて，代替交流電源設備からの給電により復

旧し，重大事故等時に使用できる設計とする。 
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図 3.4-6 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 系統概要図 

・水源については「3.13 重大事故等の

収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方

針を示す章）で示す。 

・電源設備については「3.14 電源設備

（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

・計装設備については「3.15 計装設備

（設置許可基準規則第 58 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 
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表 3.4-18 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に関する重大事故等対処設備 

（設計基準拡張）一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポンプ【常設】 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）熱交換器【常設】 

附属設備 － 

水源 － 

流路 残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ・スパージャ【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※1 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※2 残留熱除去系系統流量【常設】 

残留熱除去系熱交換器入口温度【常設】 

残留熱除去系熱交換器出口温度【常設】 

※1：電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

※2：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるため

に把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 
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3.4.3.2.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポンプ 

容量    ：約 950m3/h/台 

全揚程   ：約 130m 

台数    ：3 

取付箇所  ：原子炉建屋地下 3階 

 

 

  (2) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）熱交換器 

     基数    ：3 

     伝熱容量  ：約 8.1 MW/基（海水温度 30℃において） 

 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備について

は「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.4.3.2.3  設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，想定される重大事故等時に重大事

故等対処設備（設計基準拡張）として使用するため，「2.3 重大事故等対処設備に

関する基本方針」のうち，多様性，位置的分散を除く設計方針を適用して設計を行

う。 

ただし，代替交流電源設備からの給電により残留熱除去系(原子炉停止時冷却モー

ド)を復旧させる場合については，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，設

計基準事故対処設備である非常用交流電源設備（非常用ディーゼル発電機）からの

給電により起動する残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に対して，駆動電源

の多様性を有する設計とする。常設代替交流電源設備の多様性，位置的分散につい

ては，「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」に

示す。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）については，設計基準対象施設として

使用する場合と同様の系統構成で重大事故等においても使用するため，他の施設に

悪影響を及ぼさない設計である。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，二以上の発電用原子炉施設におい

て共用しない設計である。 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポンプ及び残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）熱交換器については，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重

大事故等の収束に必要な容量に対して十分である。 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポンプ及び残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）熱交換器については，原子炉建屋原子炉区域内に設置される設備で

あることから，想定される重大事故等が発生した場合における原子炉建屋原子炉区

域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができるよ

う，表 3.4-19 に示す設計である。 
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表 3.4-19 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋原子炉区域内で想定される温度，圧力，湿度及

び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用

する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水しない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋原子炉区域内に設置するため，風（台風）及び

積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 

 

 

また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は中央制御室にて操作可能な設

計である。残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の系統構成及び運転に必要な

操作機器は，中央制御室で操作することから，操作位置の放射線量が高くなるおそ

れが少ないため操作が可能である。 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）については，設計基準対象施設として

使用する場合と同じ系統構成で重大事故等においても使用する設計である。また，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）については，テストラインにより系統の

機能・性能試験が可能な設計である。残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポ

ンプ及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）熱交換器については，発電用原

子炉の運転中に系統の機能・性能試験及び弁動作試験が可能な設計であり，発電用

原子炉の停止中に分解検査及び外観検査が可能な設計である。 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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3.6 原子炉格納容器内の冷却等のための設備【49 条】 

【設置許可基準規則】 

（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 

第四十九条 発電用原子炉施設には，設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器

内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉格

納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備を設けなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納

容器の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の

濃度を低下させるために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第１項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な

設備」及び第２項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の

濃度を低下させるために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）重大事故等対処設備 

ａ）設計基準事故対処設備の格納容器スプレイ注水設備（ポンプ又は水源）が機能

喪失しているものとして，格納容器スプレイ代替注水設備を配備すること。 

ｂ）上記ａ）の格納容器スプレイ代替注水設備は，設計基準事故対処設備に対して，

多様性及び独立性を有し，位置的分散を図ること。 

（２）兼用 

ａ）第１項の炉心損傷防止目的の設備と第２項の格納容器破損防止目的の設備は，

同一設備であってもよい。 
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3.6 原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

3.6.1   設置許可基準規則第 49 条への適合方針 

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合に

おいて炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下

させるために必要な設備として，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び代替格

納容器スプレイ冷却系（可搬型）を設ける。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止

するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させる

ために必要な設備として，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び代替格納容器

スプレイ冷却系（可搬型）を設ける。 

 

(1) 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の設置（設置許可基準規則解釈の第 1 項

(1)a）） 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，設計基準事故対処設備である残留

熱除去系ポンプ（格納容器スプレイ冷却モード）の機能喪失又はサプレッショ

ン・チェンバのプール水を水源として使用できない場合に，廃棄物処理建屋内

に設置された復水移送ポンプを用い，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モ

ード）の水源とは異なる復水貯蔵槽を水源として，ドライウェル内及びサプレ

ッション・チェンバ内にスプレイすることで原子炉格納容器内の圧力及び温度

を低下させることができる設計とする。また，代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）は，スプレイ水の放射性物質叩き落としの効果により原子炉格納容器内に

浮遊する放射性物質の濃度を低下させることができる設計とする。 

 

(2) 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の設置（設置許可基準規則解釈の第 1

項(1)a）） 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は, 設計基準事故対処設備である残

留熱除去系ポンプ（格納容器スプレイ冷却モード），復水移送ポンプが機能喪

失した場合に，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用い，残留熱除去系（格納

容器スプレイ冷却モード），代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の水源とは

異なる,代替淡水源（淡水貯水池及び防火水槽）を水源として,復水補給水系，

残留熱除去系を通じてドライウェル内及びサプレッション・チェンバ内にスプ

レイすることで,原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させることができる

設計とする。また，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，スプレイ水の

放射性物質叩き落としの効果により原子炉格納容器内に浮遊する放射性物質

の濃度を低下させることができる設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備に対する多様性，独立性，位置的分散の確保（設置許可

基準規則解釈の第 1項(1)ｂ）） 

上記(1)及び(2)の重大事故等対処設備である代替格納容器スプレイ冷却系

(常設),代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，設計基準事故対処設備であ

る残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）に対して，異なるポンプ（復

水移送ポンプ又は可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）），駆動源（常設代替交流電源

設備，可搬型代替交流電源設備及びディーゼルエンジン），冷却源（自滑水冷却）



添 3.6-3 

 

を用いることで多様性及び独立性を有する設計とする。また，原子炉建屋内に

設置されている残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）に対して，常設

設備である復水移送ポンプは廃棄物処理建屋内に設置しており，常設代替交流

電源設備は屋外に設置することで位置的分散を図った設計とする。可搬型代替

注水ポンプ（A-2 級）及び可搬型代替交流電源設備については，屋外に保管し，

屋外から異なる複数の接続口に接続可能とし，残留熱除去系（格納容器スプレ

イ冷却モード）に対して位置的分散を図る設計とする。 

なお，多様性及び独立性，位置的分散については，3.6.2.1.3 項に詳細に示

す。 

 

(4) 兼用について（設置許可基準規則解釈の第 1項(2)a）） 

本項における炉心損傷防止目的の設備と格納容器破損防止目的の設備は同

一設備とする。 

 

その他，設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時においてその機能

を期待するため，以下の設備を重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 

 

 (5) 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード） 

    残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）は，サプレッション・チェン

バのプール水をドライウェル内及びサプレッション・チェンバ内にスプレイす

る。 

    ドライウェル内にスプレイされた水は，ベント管を通って，サプレッショ

ン・チェンバ内に戻り，サプレッション・チェンバ内にスプレイされた水とと

もに残留熱除去系の熱交換器で冷却された後，再びスプレイされる。 

 

 (6) 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード） 

    残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）は，サプ

レッション・チェンバのプール水温を所定の温度以下に冷却できる機能を有す

る。 

    本系統は，サプレッション・チェンバのプール水を残留熱除去系のポンプ及

び熱交換器を経由してサプレッション・チェンバに戻す。 

 

(7) 原子炉補機冷却系 

    原子炉補機冷却系は，原子炉設備の非常用機器及び常用機器で発生する熱を

冷却除去するために設けるものである。本系統は，想定される重大事故等時に

おいても，非常用機器，残留熱除去機器等の冷却を行うための機能を期待する。 

    原子炉補機冷却系については，「3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するため

の設備（設置許可基準規則第 48 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

なお，原子炉格納容器内を冷却するための自主対策設備として，以下を整備する。 

 

(8) 消火系を用いた代替格納容器スプレイ冷却の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系ポンプ（格納容器スプレイ冷却モ

ード），復水移送ポンプが機能喪失した場合，炉心の著しい損傷及び原子炉格
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納容器の破損を防止するため，自主対策設備として消火系を用いた格納容器ス

プレイ手段を整備している。 

消火系を用いた格納容器スプレイ手段については，ディーゼル駆動消火ポン

プを用い，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード），代替格納容器スプ

レイ冷却系の水源とは異なるろ過水タンクを水源として消火系，復水補給水系，

残留熱除去系を通じて格納容器スプレイを行う手順を整備している。 

 

(9) ドライウェル冷却系による格納容器除熱 

    代替格納容器スプレイ及び残留熱除去系ポンプの復旧ができず，格納容器除

熱手段がない場合に，常設代替交流電源により原子炉補機冷却水ポンプ及び原

子炉補機冷却海水ポンプの電源を復旧し，原子炉格納容器内へ冷却水を供給後，

ドライウェル冷却系送風機を起動して原子炉格納容器を除熱する。 

ドライウェル冷却系送風機を停止状態としても，原子炉格納容器内への冷却

水の供給を継続することで，ドライウェル冷却系冷却器コイル表面で，原子炉

格納容器内部の蒸気を凝縮し，原子炉格納容器の圧力上昇を緩和することが可

能である。 

 

 

また，技術的能力審査基準への適合のため，復旧手段として，以下を整備する。 

 

(10) 復旧手段の整備 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード及

びサプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）が全交流動力電源喪失に

より起動できない場合には，常設代替交流電源設備を用いて非常用所内電気設

備へ電源を供給することで残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード及びサ

プレッション・チェンバ・プール水冷却モード）を復旧する手段を整備する。

なお，電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対す

る設計方針を示す章）」で示す。 

 

 

また，代替淡水源（淡水貯水池及び防火水槽）の淡水が枯渇した場合の海水の利

用手段として，以下を整備する。 

 

(11) 代替格納容器スプレイ冷却系の海水の利用 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の水源である復水貯蔵槽並びに代替格

納容器スプレイ冷却系（可搬型）の水源である代替淡水源（淡水貯水池及び防

火水槽）の淡水が枯渇した場合において，防潮堤の内側に設置している海水取

水箇所（取水路）より，大容量送水車（海水取水用）を用いて復水貯蔵槽への

補給及び防火水槽への供給又は代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）で用い

る可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に海水を直接送水を行う設計とする。なお，

海の利用については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.6.2   重大事故等対処設備 

3.6.2.1   代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

3.6.2.1.1   設備概要 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，設計基準事故対処設備である残留熱除

去系（格納容器スプレイ冷却モード）の有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した

場合に，この機能を代替し，炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉格納容器内

の圧力及び温度を低下させることを目的として使用する。また，代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器

の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度

を低下させること及び逃がし安全弁の環境条件を緩和するため，原子炉格納容器内

の温度を低下させることを目的として使用する。 

本系統は，復水移送ポンプ，電源設備（非常用交流電源設備，常設代替交流電源

設備，可搬型代替交流電源設備等），計測制御装置，水源である復水貯蔵槽，流路で

ある復水補給水系，残留熱除去系，高圧炉心注水系の配管及び弁，格納容器スプレ

イ・ヘッダ並びにスプレイ先である原子炉格納容器等から構成される。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の系統概要図を図 3.6-1 に，重大事故等対

処設備一覧を表 3.6-1 に示す。 

 

本系統は，復水移送ポンプ 3 台のうち 2 台により，復水貯蔵槽の水を残留熱除去

系配管等を経由して原子炉格納容器へスプレイすることで原子炉格納容器内を冷却

できる設計とする。 

 

復水移送ポンプの電源について，復水移送ポンプ(B)及び(C)は，常設代替交流電

源設備である第一ガスタービン発電機及び可搬型代替交流電源設備である電源車か

ら，代替所内電気設備である AM 用動力変圧器及び AM 用 MCC を介して給電が可能な

設計とする。復水移送ポンプ(A)は，通常時は非常用所内電源設備である非常用 MCC  

C 系から給電しているが，重大事故等時に復水移送ポンプ(A)の動力ケーブルの接続

操作を行うことにより，代替所内電源設備である AM 用 MCC から給電が可能な設計と

する。 

 

水源である復水貯蔵槽は，枯渇しそうな場合においても，代替淡水源（淡水貯水

池及び防火水槽）の淡水を，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用いて，廃棄物処

理建屋外壁に設置した外部接続口から復水貯蔵槽へ供給できる設計とする。 

 

本系統の操作に当たっては，中央制御室及び現場での弁操作（AM 用切替盤の切替

え操作を含む）により系統構成を行った後，中央制御室の操作スイッチにより復水

移送ポンプを起動し運転を行う。 
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図 3.6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 系統概要図 
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表 3.6-1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 復水移送ポンプ【常設】 

附属設備 ― 

水源※1 復水貯蔵槽【常設】 

流路 復水補給水系 配管・弁【常設】 

残留熱除去系 配管・弁【常設】 

格納容器スプレイ・ヘッダ【常設】 

高圧炉心注水系 配管・弁【常設】 

注水先 原子炉格納容器【常設】 

電源設備※2 非常用交流電源設備 

 非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

常設代替交流電源設備 

第一ガスタービン発電機【常設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（16kL）【可搬】 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク【常設】 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

電源車【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

代替所内電気設備 

緊急用断路器【常設】 

緊急用電源切替箱断路器【常設】 

緊急用電源切替箱接続装置【常設】 

AM 用動力変圧器【常設】 

AM 用 MCC【常設】 

AM 用切替盤【常設】 

AM 用操作盤【常設】 

非常用高圧母線 C系【常設】 

非常用高圧母線 D系【常設】 

計装設備※3 復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量）【常設】 

復水移送ポンプ吐出圧力【常設】 

ドライウェル雰囲気温度【常設】 

サプレッション・チェンバ気体温度【常設】 

格納容器内圧力（D/W）【常設】 

格納容器内圧力（S/C）【常設】 

サプレッション・チェンバ・プール水位【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許可

基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：単線結線図を補足資料 49-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方

針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるために把



添 3.6-8 

 

握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方

針を示す章）」で示す。 
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3.6.2.1.2   主要設備の仕様 

 主要機器の仕様を以下に示す。 

 

 (1) 復水移送ポンプ 

   種類     ：うず巻形 

   容量     ：125m3/h/台 

   全揚程    ：85m 

   最高使用圧力 ：1.37MPa[gage] 

   最高使用温度 ：66℃ 

   個数     ：2（予備 1） 

   取付箇所   ：廃棄物処理建屋地下 3階 

   原動機出力  ：55kW 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」,電源設備については，「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備について

は「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

3.6.2.1.3   代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の多様性，独立性，位置的分散 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，設計基準事故対処設備である残留熱除

去系と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，表 3.6-2

で示すとおり多様性，位置的分散を図った設計とする。ポンプについては，残留熱

除去系ポンプ(B)，(C)と位置的分散された廃棄物処理建屋地下 3階の復水移送ポン

プを使用する設計とする。復水移送ポンプのサポート系として，ポンプ冷却水は自

滑水とすることで，残留熱除去系ポンプの冷却水と共通要因によって同時に機能喪

失しない設計とし，電源については，常設代替交流電源設備（第一ガスタービン発

電機），可搬型代替交流電源設備（電源車）から代替所内電気設備を経由した給電が

可能な設計とすることで，残留熱除去系ポンプの電源である非常用交流電源設備（非

常用ディーゼル発電機）と共通要因によって同時に機能喪失しない設計とする。水

源については，残留熱除去系の水源であるサプレッション・チェンバと異なる復水

貯蔵槽を使用する設計とする。操作に必要な電動弁については，ハンドルを設けて

手動操作を可能とすることで，非常用交流電源設備（非常用ディーゼル発電機）か

らの給電による遠隔操作に対して多様性を有する設計とする。また，代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）の電動弁は，代替所内電気設備を経由して給電する系統に

おいて，独立した電路で系統構成することにより，非常用所内電気設備を経由して

給電する系統に対して独立性を有する設計とする。 

残留熱除去系と代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の独立性については，表3.6-3

で示すとおり地震，津波，火災，溢水により同時に故障することを防止するために

独立性を確保する設計とする。 

なお，ドライウェルスプレイラインにおける配管，スプレイヘッダ等の流路を構

成する静的機器については，残留熱除去系(B)ドライウェルスプレイライン（残留熱

除去系洗浄水弁(B)よりドライウェルスプレイヘッダにつながる配管との合流部か

らドライウェルスプレイヘッダまで）を除く範囲で，可能な限り分離した設計とす

る。また，残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B)及び残留熱除去系格納容器冷
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却流量調節弁(B)の動的機能については，残留熱除去系とは異なる電源を供給する設

計とする。 

サプレッション・チェンバ・プールスプレイラインにおける配管，スプレイヘッ

ダ等の流路を構成する静的機器については，残留熱除去系(B)サプレッション・チェ

ンバ・プールスプレイライン（残留熱除去系洗浄水弁(B)よりサプレッション・チェ

ンバ・プールスプレイヘッダにつながる配管との合流部からサプレッション・チェ

ンバ・プールスプレイヘッダまで）を除く範囲で，可能な限り分離した設計とする。

また，サプレッション・チェンバ・プールスプレイ注入隔離弁(B)の動的機能につい

ては，残留熱除去系とは異なる電源を供給する設計とする。 

ただし，残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B)及び残留熱除去系格納容器冷

却流量調節弁(B)が故障した場合でも，自主的対策設備として残留熱除去系(C)配管

を用いた格納容器スプレイを整備している。 

なお，電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

 

表 3.6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の多様性，位置的分散 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系 

（格納容器スプレイ冷却モード） 
代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

ポンプ 
残留熱除去系ポンプ 復水移送ポンプ 

原子炉建屋地下 3階 廃棄物処理建屋地下 3階 

水源 
サプレッション・チェンバ 復水貯蔵槽 

原子炉建屋地下 3階 廃棄物処理建屋地下 2階 

駆動用空気 不要 不要 

潤滑方式 水潤滑 油浴方式 

冷却水 
原子炉補機冷却水系 

及び原子炉補機冷却海水系 

不要 

（自滑水） 

駆動電源 

非常用交流電源設備 

（非常用ディーゼル発電機） 

常設代替交流電源設備 

（第一ガスタービン発電機） 

可搬型代替交流電源設

備（電源車） 

原子炉建屋地上 1階 
7 号炉タービン建屋南側の 

屋外 

荒浜側高台保管場所及

び大湊側高台保管場所 
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表 3.6-3 残留熱除去系と代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の独立性 

項目 設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系(B)(C) 

（格納容器スプレイ冷却モード） 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

共

通

要

因

故

障 

地震 設計基準事故対処設備の残留熱除去系は耐震 Sクラス設計とし，重大事

故等対処設備である代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は基準地震動

Ss で機能維持できる設計とすることで，基準地震動 Ss が共通要因とな

り故障することのない設計とする。 

津波 6 号及び 7号炉の原子炉建屋は，基準津波が到達しない位置に設置する

設計とすることで，津波が共通要因となり故障することのない設計とす

る。 

火災 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備である代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，火災が共通要因となり故障する

ことのない設計とする（「共-7 重大事故等対処設備の内部火災に対す

る防護方針について」に示す）。 

溢水 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備である代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，溢水が共通要因となり故障する

ことのない設計とする（「共-8 重大事故等対処設備の内部溢水に対す

る防護方針について」に示す）。 
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3.6.2.1.4   設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.6.2.1.4.1   設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の復水移送ポンプは，廃棄物処理建屋

内に設置している設備であることから，想定される重大事故等時における，廃

棄物処理建屋内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮する

ことができるよう，以下の表 3.6-4 に示す設計とする。 

復水移送ポンプの操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室の

操作スイッチから可能な設計とする。 

（49-3,49-4） 

 

表 3.6-4 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

廃棄物処理建屋内で想定される温度，圧力，湿度及び放

射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用す

る。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受

けない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

淡水だけでなく海水も使用できる設計とする（常時海水

を通水しない）。なお，原子炉格納容器内へのスプレイは，

可能な限り淡水源を優先し，海水通水は短期間とするこ

とで，設備への影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 廃棄物処理建屋内に設置するため，風（台風）及び積雪

の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によるドライウェル内へのスプレイを

実施する場合は，復水補給水系のバイパス流防止としてタービン建屋負荷遮断

弁の全閉操作を実施し，復水移送ポンプを起動する。その後，系統構成として，

残留熱除去系格納容器冷却流量調節弁(B)，残留熱除去系格納容器冷却ライン

隔離弁(B)，残留熱除去系洗浄水弁(B)を開操作することでドライウェルへのス

プレイを行う。 

また，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によるサプレッション・チェン

バ内へのスプレイを実施する場合は，復水補給水系バイパス流防止としてター

ビン建屋負荷遮断弁の全閉操作を実施し，復水移送ポンプを起動する。その後，

系統構成として，残留熱除去系サプレッション・チェンバ・プールスプレイ注

入隔離弁(B)，残留熱除去系洗浄水弁(B)を開操作することでサプレッション・

チェンバ内へのスプレイを行う。 

復水移送ポンプの水源確保として復水補給水系常／非常用連絡1次止め弁と

復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁の開操作を実施する。 

以上のことから，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の操作に必要なポン

プ及び弁を表 3.6-5 に示す。 

このうちタービン建屋負荷遮断弁，残留熱除去系洗浄水弁(B)については，

中央制御室の格納容器補助盤からの遠隔操作で弁を開閉することが可能な設

計とし，残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B)，残留熱除去系格納容器

冷却流量調節弁(B)，残留熱除去系サプレッション・チェンバ・プールスプレ

イ注入隔離弁(B)は原子炉建屋地上 3 階（原子炉建屋内の原子炉区域外）に設

置している AM 用切替盤より，配線用しゃ断器の「入」「切」操作にて電源を切

り替えた後，近傍に設置している現場操作盤（AM 用操作盤）のスイッチ操作に

より，遠隔で弁を開閉することが可能な設計とする。復水補給水系常／非常用

連絡 1次止め弁，復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁については，廃棄物

処理建屋地下 3階（原子炉建屋内の原子炉区域外）に設置されており，設置場

所での手動操作で開閉することが可能な設計とする。 

また，復水移送ポンプについては，中央制御室にある復水移送ポンプ操作ス

イッチからのスイッチ操作でポンプ 3台のうち 2台を起動する設計とする。 

中央制御室の操作スイッチ，原子炉建屋地上 3階（原子炉建屋内の原子炉区

域外）AM 用操作盤の操作スイッチ及び廃棄物処理建屋地下 3階の弁を操作する

にあたり，運転員等のアクセス性，操作性を考慮して十分な操作空間を確保す

る。また，それぞれの操作対象については銘板をつけることで識別可能とし，

運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作が可能な設計とする。 

（49-3,49-4） 
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表 3.6-5 操作対象機器 
機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

復水移送ポンプ(A) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

復水移送ポンプ(B) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

復水移送ポンプ(C) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

残留熱除去系格納容器冷却ラ

イン隔離弁(B) 
弁閉→弁開 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原子炉

区域外） 

スイッチ操作 

残留熱除去系格納容器冷却流

量調節弁(B) 
弁閉→弁開 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原子炉

区域外） 

スイッチ操作 

残留熱除去系サプレッショ

ン・チェンバ・プールスプレイ

注入隔離弁(B) 

弁閉→弁開 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原子炉

区域外） 

スイッチ操作 

残留熱除去系洗浄水弁(B) 弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

タービン建屋負荷遮断弁 弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

復水補給水系常／非常用連絡 1

次止め弁 
弁閉→弁開 廃棄物処理建屋地下 3階 手動操作 

復水補給水系常／非常用連絡 2

次止め弁 
弁閉→弁開 廃棄物処理建屋地下 3階 手動操作 

 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の復水移送ポンプは，表 3.6-6 に示す

ように発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能試験，弁動作試験を，ま

た，停止中に分解検査及び外観検査が可能な設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の復水移送ポンプは，発電用原子炉の

停止中にケーシングカバーを取り外して，ポンプ部品（主軸，軸受，羽根車）

の状態を確認する分解検査が可能な設計とする。 

また，発電用原子炉の運転中又は停止中に，復水貯蔵槽を水源とし，復水移

送ポンプを起動させ，サプレッション・チェンバへ送水する試験を行うテスト

ラインを設けることで，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の機能・性能及

び漏えいの有無の確認が可能な設計とする。なお，残留熱除去系洗浄水弁(B)

から原子炉格納容器までのラインについては，上記の試験に加えて，発電用原

子炉の運転中又は停止中に残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B)，残留

熱除去系格納容器冷却流量調節弁(B)の弁動作試験を実施することで弁開閉動

作の確認が可能な設計とする。 
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 表 3.6-6 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の試験及び検査 

発電用原子炉

の状態 

項目 内容 

運転中 
機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

停止中 

機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 
ポンプ部品の表面状態を，試験及び目

視により確認 

外観検査 ポンプ外観の確認 

 

運転性能の確認として，復水移送ポンプの吐出圧力，系統（ポンプ廻り）の

振動，異音，異臭及び漏えいの確認が可能な設計とする。 

 

復水移送ポンプを構成する部品の表面状態の確認として，浸透探傷試験によ

り性能に影響を及ぼす指示模様がないこと，目視により性能に影響を及ぼすお

それのある傷，割れ等がないことの確認が可能な設計とする。 

 

復水移送ポンプの外観検査として，傷や漏えい跡の確認が可能な設計とする。 

（49-5） 

 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，復水移送ポンプを通常時に使用す

る系統である復水補給水系から重大事故等時に対処するために系統構成を切

り替えて使用する。 

ドライウェル内へのスプレイの切替え操作としては，復水移送ポンプの起動

操作，復水補給水系バイパス流防止としてタービン建屋負荷遮断弁の全閉操作，

ドライウェル内へスプレイするために残留熱除去系洗浄水弁(B)の全開操作，

残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B)の全開操作，残留熱除去系格納容

器冷却流量調節弁(B)の全開操作を行う。 

サプレッション・チェンバ内へのスプレイの切替え操作としては，復水移送

ポンプの起動操作，復水補給水系バイパス流防止としてタービン建屋負荷遮断

弁の全閉操作，サプレッション・チェンバ内へスプレイするために残留熱除去

系洗浄水弁(B)の全開操作，残留熱除去系サプレッション・チェンバ・プール
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スプレイ注入隔離弁(B)の全開操作を行う。 

切替え操作対象機器については，表 3.6-5 に示す。 

 

なお，復水貯蔵槽から復水移送ポンプに移送するライン（復水移送ポンプ吸

込ライン）は，復水貯蔵槽の中部（常用ライン），下部（非常用ライン）の 2

通りがある。通常運転時は中部（常用ライン）を使用しているため，長期運転

を見込み，復水貯蔵槽を水源として確保するため，復水補給水系常／非常用連

絡 1次止め弁，復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁の開操作を行い，復水

移送ポンプ吸込ラインを下部（非常用ライン）に切り替える。ただし，復水移

送ポンプ起動当初は復水貯蔵槽水位は確保されているため，本切替え操作は代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）による原子炉格納容器内へのスプレイが開

始された後に実施する。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）である復水移送ポンプの起動及び系統

の切替えに必要な弁については，中央制御室及び原子炉建屋地上 3階（原子炉

建屋内の原子炉区域外）から遠隔操作可能な設計とすることで，図 3.6-2 で示

すタイムチャートのとおり速やかに切り替えることが可能である。 

系統の切替えに必要な弁のうちタービン建屋負荷遮断弁，残留熱除去系洗浄

水弁(B)については，中央制御室から遠隔で弁を開閉することが可能な設計と

する。 

系統の切替えに必要な弁のうち，残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁

(B)については，原子炉建屋地上 3 階（原子炉建屋内の原子炉区域外）に設置

している AM 用切替盤より，配線用しゃ断器の「入」「切」操作にて電源を切り

替えた後，近傍に設置している AM 用操作盤のスイッチ操作により，遠隔で弁

を開閉することが可能な設計とする。 

また，復水補給水系常／非常用連絡１次止め弁，復水補給水系常／非常用連

絡 2次止め弁は手動弁として廃棄物処理建屋地下 3階に設置されており，現場

の手動操作で開操作を行う。この操作は，長期運転を見込んだ復水貯蔵槽水源

確保のために実施する操作であり，原子炉格納容器内へのスプレイ開始後に実

施することで，図 3.6-2 で示すタイムチャートのとおり速やかに切り替えるこ

とが可能である。 

 

また，代替格納容器スプレイ冷却のバイパス流を防止するため，代替格納容

器スプレイ冷却系（常設）の主流路からの分岐部については，主流路から最も

近い弁（第一止め弁）で閉止する運用とする。事故時の対応に支障を来たす等

の理由から第一止め弁が閉止できないライン（非常用炉心冷却系ポンプ封水ラ

イン等）についても，代替格納容器スプレイ冷却のバイパス流を防止するため，

第一止め弁以降の弁で閉止されたバウンダリ構成とし，このバウンダリ範囲に

おいては，適切な地震荷重との組合せを考慮した上でバウンダリ機能が喪失し

ない設計とする。 

（49-4） 
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通信連絡設備準備，電源確認

バイパス流防止処置，ポンプ起動

系統構成

スプレイ開始

移動，ＣＳＰ水源確保

代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による

原子炉格納容器内へのスプレイ

現場運転員　C，D 2

中央制御室運転員　A，B 2

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

10 20 30 40 50 60 70 80

25分 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

原子炉格納容器内へのスプレイ

 
 

図 3.6-2 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による原子炉格納容器内へのスプレ

イ タイムチャート＊ 

 
＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1.6 で示すタイムチャ

ート 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，通常時は残留熱除去系洗浄水弁(B)

を閉止することで隔離する系統構成としており，取合系統である残留熱除去系

に対して悪影響を及ぼさない設計とする。隔離弁については表 3.6-7 に示す。

また，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）を用いる場合は，弁操作によって，

通常時の系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，格納容器下部注水系と同時に使用

する可能性があるため，各々の必要流量が確保可能な設計とする。各々の必要

流量とは，格納容器下部注水を行う場合において，原子炉圧力容器の破損前は

格納容器下部注水系 90m3/h，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）70m3/h であ

り，原子炉圧力容器の破損後は，格納容器下部注水系は崩壊熱相当の注水量（最

大 50m3/h），代替格納容器スプレイ冷却系（常設）130m3/h であり，これらの必

要流量を確保可能な設計とする。 

（49-3,49-4） 

 

表 3.6-7 他系統との隔離弁 

取合系統 系統隔離弁 駆動方式 動作 

残留熱除去系 残留熱除去系洗浄水弁(B) 電動駆動 通常時閉 

電源喪失時閉 
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(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の系統構成に操作が必要な機器の設置

場所，操作場所を表 3.6-8 に示す。このうち，中央制御室で操作する復水移送

ポンプ，残留熱除去系洗浄水弁(B)，タービン建屋負荷遮断弁は，操作位置の

放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能である。原子炉建屋地上 3

階で操作する残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B)，残留熱除去系格納

容器冷却流量調節弁(B)，残留熱除去系サプレッション・チェンバ・プールス

プレイ注入隔離弁(B)は，原子炉建屋内の原子炉区域外に AM 用切替盤，AM 用操

作盤が設置されており，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操

作が可能である。復水補給水系常／非常用連絡 1次止め弁，復水補給水系常／

非常用連絡 2次止め弁は，廃棄物処理建屋地下 3階での操作となり，原子炉建

屋外であるため，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可

能である。これらの操作が可能な配置設計とする。 

（49-3） 

 

表 3.6-8 操作対象機器設置場所 
機器名称 設置場所 操作場所 

復水移送ポンプ(A) 廃棄物処理建屋地下 3階 中央制御室 

復水移送ポンプ(B) 廃棄物処理建屋地下 3階 中央制御室 
復水移送ポンプ(C) 廃棄物処理建屋地下 3階 中央制御室 

残留熱除去系格納容器冷

却ライン隔離弁(B) 
原子炉建屋地上 1階 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原

子炉区域外） 

残留熱除去系格納容器冷

却流量調節弁(B) 
原子炉建屋地上 1階 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原

子炉区域外） 

残留熱除去系サプレッシ

ョン・チェンバ・プールス

プレイ注入隔離弁(B) 

原子炉建屋地下 1階 

原子炉建屋地上 3階 

（原子炉建屋内の原

子炉区域外） 

残留熱除去系洗浄水弁(B) 原子炉建屋地上 1階 中央制御室 

タービン建屋負荷遮断弁 
タービン建屋地下中2階（6号炉） 

廃棄物処理建屋地下3階(7号炉) 
中央制御室 

復水補給水系常／非常用

連絡 1次止め弁 
廃棄物処理建屋地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 

復水補給水系常／非常用

連絡 2次止め弁 
廃棄物処理建屋地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 
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3.6.2.1.4.2   設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の復水移送ポンプは，設計基準対象施

設の復水補給水系と兼用しており，設計基準対象施設としての復水移送ポンプ

2 台におけるポンプ流量が，想定される重大事故等時において，炉心の著しい

損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するために必要なスプレイ流量に対し

て十分であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計する。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の復水移送ポンプは，設計基準事故対

処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著

しい損傷を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるため

に必要なスプレイ流量を有する設計とする。また，炉心の著しい損傷が発生し

た場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧

力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必要なスプレイ流量

を有する設計とする。 

スプレイ流量としては，炉心の著しい損傷の防止の重要事故シーケンスのう

ち，高圧・低圧注水機能喪失，崩壊熱除去機能喪失，LOCA 時注水機能喪失の重

要事故シーケンス，及び格納容器破損防止の評価事故シーケンスのうち，雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）において，有効性が

確認されている原子炉格納容器内へのスプレイ流量が 140m3/h であることから，

復水移送ポンプ 1台あたり 70m3/h 以上をスプレイ可能な設計とし，2台使用す

る設計とする。 

原子炉格納容器内にスプレイする場合の復水移送ポンプは，原子炉格納容器

内にスプレイする場合の水源（復水貯蔵槽）と注水先（原子炉格納容器）の圧

力差，静水頭，機器圧損，配管及び弁類圧損を考慮し，復水移送ポンプ 2台運

転でスプレイ流量 140m3/h 達成可能な揚程で設計する。 

（49-6） 

 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ)適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 
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代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の復水移送ポンプは，二以上の発電用

原子炉施設において共用しない設計とする。 

 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全

機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じた

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，設計基準事故対処設備である残

留熱除去系に対し，多様性，位置的分散を図る設計としている。これらの詳

細については，3.6.2.1.3 項に記載のとおりである。 

（49-2,49-3,49-4） 
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3.6.2.2 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

3.6.2.2.1 設備概要 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，設計基準事故対処設備である残留熱

除去系（格納容器スプレイ冷却モード）の有する発電用原子炉の冷却機能が喪失し

た場合に，この機能を代替し，炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉格納容器

内の圧力及び温度を低下させることを目的として使用する。また，代替格納容器ス

プレイ冷却系（可搬型）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納

容器の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の

濃度を低下させること及び逃がし安全弁の環境条件を緩和するため，原子炉格納容

器内の温度を低下させることを目的として使用する。 

本系統は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級），電源設備（非常用交流電源設備，常

設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，代替所内電気設備），水源である代

替淡水源（淡水貯水池及び防火水槽），燃料補給設備である軽油タンク，タンクロー

リ（4kL），流路である復水補給水系，残留熱除去系の配管及び弁，ホース，格納容

器スプレイ・ヘッダ並びにスプレイ先である原子炉格納容器等から構成される。 

重大事故等時においては，代替淡水源（淡水貯水池及び防火水槽）を水源として

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）でスプレイすることにより原子炉格納容器内を冷

却する機能を有する。 

 

本系統に関する重大事故等対処設備を表3.6-9に，本系統全体の概要図を図3.6-3

に示す。 

 

本系統は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）により，代替淡水源（淡水貯水池及

び防火水槽）の水を残留熱除去系配管等を経由して原子炉格納容器へスプレイする

ことで原子炉格納容器内を冷却できる設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計

とし，燃料は燃料補給設備である軽油タンク及びタンクローリ（4kL）により補給で

きる設計とする。 

 

本系統の操作に当たっては，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に付属の操作スイ

ッチにより，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を起動し運転を行う。 

 

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を使用する際に接続する外部接続口は，

共通の要因によって接続することができなくなることを防止するために，位置的分

散を図った建屋の複数の異なる面に設置する設計とする。 

 

本系統の流路のうち，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の主流路への合流以

降は，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）と同様の流路で構成し，復水補給水系，

残留熱除去系の配管，弁，格納容器スプレイ・ヘッダを経由して原子炉格納容器内

へスプレイする。代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の主流路への合流以降につ

いては，「3.4.2.1 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）」で示す。 
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図 3.6-3  代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）系統概要図 
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表 3.6-9 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）【可搬】 

附属設備 ― 

水源※1 防火水槽【常設】 

淡水貯水池【常設】 

流路 復水補給水系 配管・弁【常設】 

残留熱除去系 配管・弁【常設】 

格納容器スプレイ・ヘッダ【常設】 

ホース・接続口【可搬】 

注水先 原子炉格納容器【常設】 

電源設備※2 

(燃料補給設備

を含む) 

非常用交流電源設備 

 非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

常設代替交流電源設備 

第一ガスタービン発電機【常設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（16kL）【可搬】 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク【常設】 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

電源車【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

代替所内電気設備 

緊急用断路器【常設】 

緊急用電源切替箱断路器【常設】 

緊急用電源切替箱接続装置【常設】 

AM 用動力変圧器【常設】 

AM 用 MCC【常設】 

AM 用切替盤【常設】 

AM 用操作盤【常設】 

非常用高圧母線 C系【常設】 

非常用高圧母線 D系【常設】 

燃料補給設備 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

計装設備 ― 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許可

基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：単線結線図を補足説明資料 49-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.6.2.2.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6号及び 7号炉共用） 

     種類      ：うず巻形 

  容量      ：120m3/h/台 

吐出圧力    ：0.85MPa[gage] 

  最高使用圧力  ：2.0MPa[gage] 

     最高使用温度  ：60℃ 

     個数      ：16（予備 1） 

     設置場所    ：屋外 

保管場所    ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所並びに 

5 号炉東側第二保管場所 

  原動機出力   ：100kW 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第56条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

 

3.6.2.2.3 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の多様性，独立性，位置的分散 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）

は，共通要因によって，設計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷

却機能若しくは注水機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故に至るおそれがあ

る事故に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよ

う，表 3.6-10 で示すとおり，残留熱除去系ポンプ(B),(C)及び代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）である復水移送ポンプと位置的分散を図り，水源及び駆動源につ

いても，多様性を有する設計とする。 

また，残留熱除去系に対する代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の独立性に

ついては，表 3.6-11 で示すとおり地震，津波，火災，溢水により同時に故障するこ

とを防止するために独立性を有する設計とする。 

さらに，故障の影響を考慮し，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の可搬型

代替注水ポンプ（A-2 級）は，予備を有する設計とする。 

 



添 3.6-25 

 

表 3.6-10 多様性，位置的分散 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系 

（格納容器スプレイ冷却モード） 

代替格納容器スプレイ冷却系 

（常設） 

代替格納容器スプレイ冷却系 

（可搬型） 

ポンプ 
残留熱除去系ポンプ(B),(C) 復水移送ポンプ 

可搬型代替注水ポンプ 

(A-2 級) 

原子炉建屋地下 3階 廃棄物処理建屋地下 3階 屋外 

水源 
サプレッション・チェンバ 復水貯蔵槽 

代替淡水源（淡水貯水池及び

防火水槽） 

原子炉建屋地下 3階 廃棄物処理建屋地下 2階 屋外 

駆動用

空気 
不要 不要 不要 

潤滑 

方式 
水潤滑 油浴方式 油浴方式 

冷却水 
原子炉補機冷却系(及び原子炉補

機冷却海水系) 
不要(自滑水) 不要 

駆動電

源 

非常用交流電源設備 

（非常用ディーゼル発電機） 

常設代替交

流電源設備

（第一ガス

タービン発

電機） 

可搬型代替交

流電源設備（電

源車） 

― 

原子炉建屋 

地上 1階 

7 号炉タービ

ン建屋南側

の屋外 

荒浜側高台保

管場所及び大

湊側高台保管

場所 

 

表 3.6-11 設計基準事故対処設備との独立性 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系(B)(C) 

（格納容器スプレイ冷却モード） 

代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型） 

共

通

要

因

故

障 

地震 設計基準事故対処設備の残留熱除去系は耐震 Sクラス設計とし，重

大事故等対処設備である代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は

基準地震動 Ss で機能維持できる設計とすることで，基準地震動 Ss

が共通要因となり故障することのない設計とする。 

津波 6 号及び 7 号炉の原子炉建屋は，基準津波が到達しない位置に設置

する設計とすることで，津波が共通要因となり故障することのない

設計とする。 

火災 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備であ

る代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，火災が共通要因とな

り同時に故障することのない設計とする（「共-7 重大事故等対処

設備の内部火災に対する防護方針について」に示す）。 

溢水 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備であ

る代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，溢水が共通要因とな

り同時に故障することのない設計とする（「共-8 重大事故等対処

設備の内部溢水に対する防護方針について」に示す）。 
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3.6.2.2.4 設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.6.2.2.4.1 設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，

屋外の荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所並びに 5 号炉東側第二保管

場所に保管し，重大事故等時に原子炉建屋の接続口付近の屋外に設置する設備

であることから，想定される重大事故等時における，屋外の環境条件及び荷重

条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができるよう，以下の表 3.6-12

に示す設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の操作は，付属の操作スイッチにより，想定

される重大事故等時において設置場所から操作可能な設計とする。風（台風）

による荷重については，転倒しないことの確認を行っているが，詳細評価によ

り転倒する結果となった場合は，転倒防止措置を講じる。積雪の影響について

は，適切に除雪する運用とする。 

また，降水及び凍結により機能を損なうことのないよう，防水対策が取られ

た可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を使用し，凍結のおそれがある場合は暖気運

転を行い凍結対策とする。 

（49-4,49-7,49-8） 

 

表 3.6-12 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿

度・放射線 

屋外で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐え

られる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候によ

る影響 

降水及び凍結により機能を損なうことのないよう防水対策及

び凍結対策を行える設計とする。 

海水を通水する

系統への影響 

淡水だけでなく海水も使用できる設計とする（常時海水を通

水しない）。なお，原子炉格納容器内へのスプレイは，可能な

限り淡水源を優先し，海水通水は短期間とすることで，設備

への影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷しない

ことを確認し，治具や輪留め等により転倒防止対策を行う。 

風（台風）・積雪 屋外で風荷重，積雪荷重を考慮しても機器が損傷しないこと

を評価により確認する。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその機

能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものである

こと。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）によるドライウェル内へのスプレイ

を実施する場合は，復水補給水系バイパス流防止としてタービン建屋負荷遮断

弁の全閉操作又は，復水補給水系原子炉建屋復水積算流量計バイパス弁の全閉

操作を実施し，ドライウェル内へスプレイするために残留熱除去系洗浄水弁(B)

の全開操作，残留熱除去系格納容器冷却ライン隔離弁(B)の全開操作，残留熱除

去系格納容器冷却流量調節弁(B)の全開操作を実施した後，可搬型代替注水ポン

プ（A-2 級）の配備及びホース接続を行い，送水準備が完了した後，可搬型代替

注水ポンプ（A-2 級）を起動することで原子炉格納容器内へのスプレイを行う。 

また，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）によるサプレッション・チェ

ンバ内へのスプレイを実施する場合は，復水補給水系バイパス流防止としてタ

ービン建屋負荷遮断弁の全閉操作又は復水補給水系原子炉建屋復水積算流量計

バイパス弁の全閉操作を行い，サプレッション・チェンバ内へスプレイするた

めに残留熱除去系洗浄水弁(B)の全開操作，残留熱除去系サプレッション・チェ

ンバ・プールスプレイ注入隔離弁(B)の全開操作を行った後，可搬型代替注水ポ

ンプ（A-2 級）の配備及びホース接続を行い，送水準備が完了した後，可搬型代

替注水ポンプ（A-2 級）を起動することで原子炉格納容器内へのスプレイを行う。

なお，「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗」シナ

リオにおいては，操作対象弁を現場で手動操作するが，弁に反射テープを施す

ことで暗闇でも識別可能な設計とする。 

以上のことから，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の操作に必要なポ

ンプ，弁及びホースを表 3.6-13 に示す。 

このうちMUWC接続口外側隔離弁1(A)，2(A)及びMUWC接続口外側隔離弁1(B)，

2(B)，MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 については，接続口が設置されている屋外の

場所から手動操作で弁を開閉することが可能な設計とする。MUWC 可搬式接続口

隔離弁 2及び MUWC 可搬式接続口隔離弁 3については，原子炉建屋内の接続口が

設置されている場所で手動操作で弁を開閉することが可能な設計とする。MUWC

接続口内側隔離弁(B)については，弁は原子炉建屋原子炉区域内に設置されてい

るが，遠隔手動弁操作設備により 6号炉は原子炉建屋内の原子炉区域外から，7

号炉は屋外から手動操作で開閉することが可能な設計とする。MUWC 接続口内側

隔離弁(A)については，6 号炉は原子炉建屋内の原子炉区域外に，7 号炉は原子

炉建屋原子炉区域に設置されているが，遠隔手動弁操作設備により，6号炉は屋

外から，7号炉は原子炉建屋内の原子炉区域外から手動操作で開閉することが可

能な設計とする。復水補給水系原子炉建屋復水積算流量計バイパス弁について

は，原子炉建屋原子炉区域に設置されているが，原子炉建屋原子炉区域の環境

条件（被ばく影響等）を考慮の上，手動操作で弁を開閉することが可能な設計
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とする。 

 

また，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）については，付属の操作スイッチから

のスイッチ操作で起動する設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の付属の操作スイッチ及び操作に必要な弁を

操作するにあたり，運転員のアクセス性，操作性を考慮して十分な操作空間を

確保する。また，それぞれの操作対象については銘板をつけることで識別可能

とし，運転員の操作・監視性を考慮して確実に操作できる設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，接続口まで屋外のアクセスルートを通行

してアクセス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が

可能な設計とする。 

 

ホースの接続作業に当たっては，特殊な工具，及び技量は必要とせず，簡便

な結合金具による接続並びに一般的な工具を使用することにより，確実に接続

が可能な設計とする。 

（49-4,49-7,49-8,49-9） 

 

表 3.6-13 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

可搬型代替注水ポンプ 

（A-2 級） 
起動・停止 屋外設置位置 スイッチ操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(A) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(A) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(B) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(B) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 2 弁閉→弁開 屋内接続口位置 手動操作 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 3 弁閉→弁開 屋内接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口内側隔離弁(B) 弁閉→弁開 

原子炉建屋地上 2階（6

号炉） 

屋外（7号炉） 

手動操作 

MUWC 接続口内側隔離弁(A) 弁閉→弁開 

屋外（6号炉） 

原子炉建屋地上 2階（7

号炉） 

手動操作 

復水補給水系原子炉建屋復

水積算計バイパス弁 
弁開→弁閉 原子炉建屋地下 2階 手動操作 

ホース ホース接続 屋外又は原子炉建屋内 人力接続 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又
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は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，

表 3.6-14 に示すように発電用原子炉の運転中又は停止中に独立して機能・性能

試験，弁動作試験，分解検査，外観検査が可能な設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，

発電用原子炉の運転中又は停止中に分解又は取替え，車両として運転状態の確

認及び外観の確認が可能な設計とする。 

また，発電用原子炉の運転中又は停止中に，淡水貯水池を水源とし，可搬型

代替注水ポンプ（A-2 級），仮設流量計，ホースの系統構成で淡水貯水池へ送水

する試験を行うテストラインを設けることで，他系統と独立した試験系統で代

替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の機能・性能及び漏えいの有無の確認が

可能な系統設計とする。なお，接続口から復水補給水系主配管までのラインに

ついては，上記の試験に加えて，発電用原子炉の運転中又は停止中に各接続口

の弁動作試験を実施することで弁開閉動作の確認が可能な設計とする。 

 

表 3.6-14 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の試験及び検査 

発電用原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は停止中 機能・性能試験 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の運転性能

（吐出圧力，流量）の確認，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 ポンプを分解し，部品の表面状態を，試験及

び目視により確認 

又は必要に応じて取替え 

外観検査 ポンプ及びホース外観の確認 

車両検査 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の車両とし

ての運転状態の確認 

 

運転性能の確認として，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の吐出圧力，流量の

確認を行うことが可能な設計とする。 

 

ホースの外観検査として，機能・性能に影響を及ぼすおそれのある亀裂，腐

食等がないことの確認を行うことが可能な設計とする。 

（49-5） 

 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備にあ
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っては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，

本来の用途以外の用途には使用しない。 

なお，通常時に使用する系統である復水補給水系から重大事故等時に対処す

るために代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）に系統構成を切り替える場合，

切替え操作としては，各接続口の弁開閉操作，ホース敷設及び接続作業，可搬

型代替注水ポンプ（A-2 級）の移動，設置，起動操作を行うことになる。 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）の移動，設置，起動操作，及び系統の切替えに必要な弁操作については，

図 3.6-4,5 で示すタイムチャートのとおり速やかに切り替えることが可能であ

る。 

（49-4） 

 

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所～荒浜高台保管場所移動　※2

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）3台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-2級)3台移動～配置

※2　5号炉東側第二保管場所への移動は，10分と想定する。
※1　5号炉東側第二保管場所の可搬型代替注水ポンプ（A-2級）を使用した場合は，緊急時対策要員2名で105分以内で可能である。

経過時間（分）

備考

手順の項目 要員（数）

可搬型代替注水ポンプ

による送水

[防火水槽を水源とした場合]

緊急時対策要員 3
※1

送水準備

送水

防火水槽を水源とした可搬型代替注水ポンプによる送水 125分 ※1

10 20 4030 50 7060 80 90 100 110 120 130

 
図 3.6-4 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による原子炉格納容器内へのスプ

レイ タイムチャート（1/2）＊ 

 

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所～荒浜側高台保管場所移動

可搬型代替注水ポンプの健全性確認

可搬型代替注水ポンプ2台移動～配置

屋外～5号炉東側第二保管場所移動

可搬型代替注水ポンプの健全性確認

可搬型代替注水ポンプ2台移動～配置

※1　緊急時対策要員6名で2ユニット分を対応した場合，6号炉への送水開始まで約330分，7号炉への送水開始まで約345分で可能である。

送水準備

送水

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

送水準備

緊急時対策要員6名のうち2名で
対応する。

可搬型代替注水ポンプ

による送水

[淡水貯水池を水源とした

場合（あらかじめ敷設して

あるホースが使用できない

場合）]

[緊急時対策要員6名で

対応した場合]

緊急時対策要員 6
※1

緊急時対策要員6名で対応する。

送水準備

緊急時対策要員6名のうち4名で

対応する。

10 20 4030 50 7060

淡水貯水池を水源とした可搬型代替注水ポンプによる送水 330分 ※1

230 240 250 260 270 280 290 300 310 320 330 340 35022080 90 100 110 120 200 210

 
図 3.6-5 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による原子炉格納容器内へのスプ

レイ タイムチャート（2/2）＊ 
＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を

実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1.6 で示すタイムチ

ャート 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，

通常時は接続先の系統と分離して保管することで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない運用とする。 

また，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）を用いる場合は，弁操作によ

って，通常時の系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成とすること

で，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，治具や輪留めによる固定等をすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，飛散物となって他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

なお,代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，低圧代替注水系（可搬型）

と同時に使用する可能性があるため，各々の必要流量が確保可能な設計とする。

各々の必要流量とは，原子炉停止後約 9 時間後に低圧代替注水系（可搬型）に

よる注水を行う場合に 40m3/h，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

スプレイを行う場合に 80m3/h であり，これらの必要流量を確保可能な設計とす

る。 

（49-4,49-5） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作及

び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設置

場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の系統構成に操作が必要な機器の設

置場所，操作場所を表 3.6-15 に示す。このうち，屋外で操作する可搬型代替注

水ポンプ（A-2 級），MUWC 接続口外側隔離弁 1(A)，2(A)及び MUWC 接続口外側隔

離弁 1(B)，2(B)，MUWC 可搬式接続口隔離弁 1，MUWC 接続口内側隔離弁(B)（7 号

炉），MUWC 接続口内側隔離弁(A)（6 号炉），ホースは，屋外で操作及び作業が可

能であり，操作位置及び作業位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操

作が可能である。MUWC 接続口内側隔離弁(B)（6 号炉）及び MUWC 接続口内側隔

離弁(A) （7 号炉）については，原子炉建屋地上 2階（原子炉建屋内の原子炉区

域外）で手動操作が可能であり，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少な

いため操作が可能である。 

なお，原子炉建屋内にホースを設置する場合は，放射線量を確認して，適切

な放射線対策に基づき作業安全確保を確認した上で作業を実施する。 

（49-7） 



添 3.6-32 

 

 

表 3.6-15 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 屋外設置位置 屋外設置位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(A) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(A) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(B) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(B) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 2 屋内接続口位置 屋内接続口位置 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 3 屋内接続口位置 屋内接続口位置 

MUWC 接続口内側隔離弁(B) 

原子炉建屋地上 2階（6

号炉） 

原子炉建屋地上 1階（7

号炉） 

原子炉建屋地上 2階（6

号炉） 

屋外（7号炉） 

MUWC 接続口内側隔離弁(A) 

原子炉建屋地上 1階（6

号炉） 

原子炉建屋地上 2階（7

号炉） 

屋外（6号炉） 

原子炉建屋地上 2階（7

号炉） 

復水補給水系原子炉建屋復水積

算計バイパス弁 
原子炉建屋地下 2階 原子炉建屋地下 2階 

ホース 屋外又は原子炉建屋内 屋外又は原子炉建屋内 
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3.6.2.2.4.2 設置許可基準規則第 43 条第 3項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 3項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量を

有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，

設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合におい

ても炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低

下させるために必要なスプレイ流量を有する設計とする。また，炉心の著しい

損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉格

納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必要なス

プレイ流量を有する設計とする。 

スプレイ流量としては，炉心の著しい損傷の防止の事故シーケンスのうち，

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗において，有効

性が確認されている 80m3/h でスプレイ可能な設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の容量については，原子炉停止後約 9時間後

の崩壊熱除去に必要なスプレイ流量として 80m3/h 以上とする。原子炉格納容器

内へスプレイする場合の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の揚程は，原子炉格納

容器内へスプレイする場合の水源（淡水貯水池）と注水先（原子炉格納容器）

の圧力差，静水頭，機器圧損，配管，ホース及び弁類圧損を考慮し，可搬型代

替注水ポンプ（A-2 級）を直列 3 台運転でスプレイ流量 80m3/h 達成可能な設計

とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，重大事故時において，代替格納容器ス

プレイ冷却に必要な流量を確保できる容量を有するものを1セット4台使用す

る。保有数は 1プラントあたり 2セット 8台で 6号及び 7号炉共用で 4セット

16 台と，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 台

（共用）の合計 17 台を分散して保管する。 

（49-6） 

 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43 条第 3項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子

炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続するもの

にあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，二以

上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部の

規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）の接続箇所は，低圧代替注水系（可搬型）,格納容器下部注水系（可搬型）,

燃料プール代替注水系及び復水貯蔵槽への水の供給にも使用することができる

よう，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）から来るホースと接続口について，簡便

な接続方式である結合金具にすることに加え，接続口の口径を 75A 又は 65A に

統一し，75A/65A の接続治具を配備しておくことで確実に接続ができる設計とす

る。また，6号及び 7号炉が相互に使用することができるよう，可搬型代替注水

ポンプ（A-2 級）から来るホースと接続口について，ホースと接続口を簡便な接

続方式である結合金具にすることに加え，接続口の口径を 75A 又は 65A に統一

し，75A/65A の接続治具を配備しておくことで確実に接続ができる設計とする。 

（49-7） 

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43 条第 3項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続することができ

なくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外か

ら水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数の

場所に設けるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）の接続箇所である接続口は，重大事故等時の環境条件，自然現象，外部人

為事象，溢水及び火災の影響により接続できなくなることを防止するため，接

続口をそれぞれ互いに異なる複数の場所に設ける設計とする。 

6 号炉については，接続口から復水補給水系配管まで鋼製配管でつながる「接

続口（屋内本設）」を原子炉建屋南側に 1箇所，原子炉建屋東側に 1 箇所設置し，

接続口から復水補給水系配管まで建屋内にホースを敷設してつながる「接続口

（屋内ホース）」を原子炉建屋内東側に 1 箇所設置し,合計 3 箇所設置すること

で共通要因によって接続できなくなることを防止する設計とする。 

7 号炉については，接続口から復水補給水系配管まで鋼製配管でつながる「接

続口（屋内本設）」を原子炉建屋南側に 1箇所，原子炉建屋北側に 1 箇所設置し，

接続口から復水補給水系配管まで建屋内にホースを敷設してつながる「接続口

（屋内ホース）」を原子炉建屋内東側に 1 箇所設置し,合計 3 箇所設置すること

で共通要因によって接続できなくなることを防止する設計とする。 

（49-7） 

 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備を

設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができるよう，放射線量が
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高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の

適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）は，炉心損傷後の格納容器ベントを実施していない状況で屋外で使用する

設備であり，想定される重大事故等が発生した場合における放射線を考慮して

も作業への影響はないと想定しているが，仮に線量が高い場合は線源からの離

隔距離をとること，線量を測定し線量が低い位置に配置することにより，これ

ら設備の設置及び常設設備との接続が可能である。また，現場での接続作業に

当たっては，簡便な結合金具による接続方式により，確実に速やかに接続が可

能である。 

（49-7） 

 

 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管する

こと。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）は，地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配

置その他の条件を考慮し，残留熱除去系ポンプ，代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）である復水移送ポンプと位置的分散を図り，発電所敷地内の高台の荒

浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所並びに 5 号炉東側第二保管場所に分

散して保管する。 

（49-8） 

 

 

(6) アクセスルートの確保（許可基準規則第 43 条第 3項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設備

を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等内の道路及び通路

が確保できるよう，適切な措置を講じたものであること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）は，通常時は高台の荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所並びに 5

号炉東側第二保管場所に分散して保管しており，想定される重大事故等が発生

した場合においても，保管場所から接続場所までの運搬経路について，設備の

運搬及び移動に支障をきたすことのないよう，迂回路も考慮して複数のアクセ

スルートを確保する。（『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルー

トについて』参照） 

（49-9） 

 

(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（設置許可基準規

則第 43 条第 3項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設

重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な

機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，共通要因によって，設計基準事

故対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常

設重大事故等対処設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必

要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，設計基準事故対処

設備の残留熱除去系と常設重大事故等対処設備の代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）に対し，多様性，位置的分散を図る設計としている。これらの詳細に

ついては，3.6.2.2.3 項に記載のとおりである。 

（49-3,49-4,49-7,49-8） 
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3.6.3   重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

3.6.3.1   残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード） 

3.6.3.1.1 設備概要 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）は，熱交換器 2基，電動機駆動ポ

ンプ 2台，配管，弁類，ストレーナ，格納容器スプレイ・ヘッダ及び計測制御装置

からなり，冷却材喪失事故後に，サプレッション・チェンバのプール水をドライウ

ェル内及びサプレッション・チェンバ内にスプレイする。 

ドライウェル内にスプレイされた水は，ベント管を通って，サプレッション・チ

ェンバ内に戻り，サプレッション・チェンバ内にスプレイされた水とともに残留熱

除去系の熱交換器で冷却された後，再びスプレイされる。 

 

本系統は，独立した 2 系統で構成し，低圧注水系と連携して，1 系統で給水配管

破断による冷却材流出のエネルギ，崩壊熱及び燃料の過熱にともなう燃料被覆管の

重大な損傷を防止し，ジルコニウム－水との反応による発生熱を除去し，原子炉格

納容器内圧力及び温度が異常上昇することを緩和する。 

冷却材喪失事故時には，残留熱除去系は低圧注水モードとして自動起動し，次に

遠隔手動操作により，電動弁を切り替えることによって格納容器スプレイ冷却モー

ドとして機能するような設計としている。 

 

本系統の系統概要図を図 3.6-6 に，重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧を

表 3.6-16 に示す。 

本系統は設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時においてその機能

を期待するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 

 

また，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）は，非常用交流電源設備か

らの給電に加えて，代替交流電源設備からの給電により復旧し，重大事故等時に使

用できる設計とする。 
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図 3.6-6 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード） 系統概要図 

 

・水源については「3.13 重大事故等の

収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方

針を示す章）で示す。 

・電源設備については「3.14 電源設備

（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

・計装設備については「3.15 計装設備

（設置許可基準規則第 58 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 
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表 3.6-16 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）に関する重大事故等対処

設備（設計基準拡張）一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）ポンプ【常

設】 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）熱交換器

【常設】 

附属設備 － 

水源※1 サプレッション・チェンバ【常設】 

流路 残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ【常設】 

格納容器スプレイ・ヘッダ【常設】 

注水先 原子炉格納容器【常設】 

電源設備※2 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※3 残留熱除去系系統流量【常設】 

残留熱除去系熱交換器入口温度【常設】 

残留熱除去系熱交換器出口温度【常設】 

ドライウェル雰囲気温度【常設】 

サプレッション・チェンバ気体温度【常設】 

格納容器内圧力（D/W）【常設】 

格納容器内圧力（S/C）【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許

可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるため

に把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 

 

 



添 3.6-40 

 

3.6.3.1.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）ポンプ 

容量    ：約 950m3/h/台 

全揚程   ：約 130m 

個数    ：2 

取付箇所  ：原子炉建屋地下 3階 

 

 

(2) 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）熱交換器 

     個数    ：2 

     伝熱容量  ：約 8.1MW/基（海水温度 30℃において） 

 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 電源

設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備については

「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.6.3.1.3  設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）は，想定される重大事故等時に重

大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用するため，「2.3 重大事故等対処設

備に関する基本方針」のうち，多様性，位置的分散を除く設計方針を適用して設計

を行う。 

ただし，代替交流電源設備からの給電により残留熱除去系(格納容器スプレイ冷却

モード)を復旧させる場合については，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）

は，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備からの給電により起動する残

留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）に対して，駆動電源の多様性を有する

設計とする。常設代替交流電源設備の多様性，位置的分散については，「3.14 電源

設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」に示す。 

 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）については，設計基準対象施設と

して使用する場合と同様の系統構成で重大事故等においても使用するため，他の施

設に悪影響を及ぼさない設計である。 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）は，二以上の発電用原子炉施設に

おいて共用しない設計である。 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）ポンプ及び残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却モード）熱交換器については，設計基準事故時に使用する場合の容

量が，重大事故等の収束に必要な容量に対して十分である。基本方針については，

「2.3.2 容量等」に示す。 

 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）ポンプ及び残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却モード）熱交換器については，原子炉建屋原子炉区域内に設置され

る設備であることから，想定される重大事故等が発生した場合における原子炉建屋

原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することが

できるよう，表 3.6-17 に示す設計である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添 3.6-42 

 

表 3.6-17 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

原子炉建屋原子炉区域内で想定される温度，圧力，湿度及

び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用

する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水しない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋原子炉区域内に設置するため，風（台風）及び

積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 

 

 

また，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）は中央制御室にて操作可能

な設計である。残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）の系統構成及び運転

に必要な操作機器は，中央制御室で操作することから，操作位置の放射線量が高く

なるおそれが少ないため操作が可能である。 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）については，設計基準対象施設と

して使用する場合と同じ系統構成で重大事故等においても使用する設計である。ま

た，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）については，テストラインによ

り系統の機能・性能試験が可能な設計である。残留熱除去系（格納容器スプレイ冷

却モード）ポンプについては，発電用原子炉の運転中又は停止中に系統の機能・性

能試験が可能な設計であり，発電用原子炉の停止中に分解検査及び外観検査が可能

な設計である。 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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3.6.3.2   残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード） 

3.6.3.2.1 設備概要 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）は，3 ループ

から構成され，熱交換器 3基，電動機駆動ポンプ 3台，配管，弁類，ストレーナ及

び計測制御装置からなり，サプレッション・チェンバ・プールへ放出された熱を除

去して，サプレッション・チェンバのプール水を冷却するためのものである。 

サプレッション・チェンバ・プールへ放出された熱は，残留熱除去系（サプレッ

ション・チェンバ・プール水冷却モード）によって冷却される。 

 

本系統の系統概要図を図 3.6-7 に，重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧を

表 3.6-18 に示す。 

 

本系統は設計基準対象施設であるとともに，想定される重大事故等時においてそ

の機能を期待するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 

 

また，残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）は，非

常用交流電源設備からの給電に加えて，代替交流電源設備からの給電により復旧し，

重大事故等時に使用できる設計とする。 
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図 3.6-7 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード） 

系統概要図 

 

 

・水源については「3.13 重大事故等の

収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方

針を示す章）で示す。 

・電源設備については「3.14 電源設備

（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

・計装設備については「3.15 計装設備

（設置許可基準規則第 58 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 
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表 3.6-18 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）に 

関する重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷

却モード）ポンプ【常設】 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷

却モード）熱交換器【常設】 

附属設備 － 

水源※1 サプレッション・チェンバ【常設】 

流路 残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ【常設】 

注水先 原子炉格納容器【常設】 

電源設備※2 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※3 残留熱除去系系統流量【常設】 

残留熱除去系熱交換器入口温度【常設】 

残留熱除去系熱交換器出口温度【常設】 

ドライウェル雰囲気温度【常設】 

サプレッション・チェンバ気体温度【常設】 

サプレッション・チェンバ・プール水温度【常設】 

格納容器内圧力（D/W）【常設】 

格納容器内圧力（S/C）【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許

可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び格納容器破損防止対策を成功させるため

に把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.6.3.2.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

（1）残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）ポンプ 

容量    ：約 950m3/h/台 

全揚程   ：約 130m 

個数    ：3 

取付箇所  ：原子炉建屋地下 3階 

 

 

（2）残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）熱交換器 

     個数    ：3 

     伝熱容量  ：約 8.1MW/基（海水温度 30℃において） 

 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備について

は「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.6.3.2.3  設置許可基準規則第 43 条への適合状況 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）は，想定され

る重大事故等時に重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用するため，「2.3 

重大事故等対処設備に関する基本方針」のうち，多様性，位置的分散を除く設計方

針を適用して設計を行う。 

ただし，代替交流電源設備からの給電により残留熱除去系（サプレッション・チ

ェンバ・プール水冷却モード）を復旧させる場合については，残留熱除去系（格納

容器スプレイ冷却モード）は，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備か

らの給電により起動する残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却

モード）に対して，駆動電源の多様性を有する設計とする。常設代替交流電源設備

の多様性，位置的分散については，「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対

する設計方針を示す章）」に示す。 

 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）については，

設計基準対象施設として使用する場合と同様の系統構成で重大事故等においても使

用するため，他の施設に悪影響を及ぼさない設計である。 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）は，二以上の

発電用原子炉施設において共用しない設計である。 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）ポンプ及び残

留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）熱交換器について

は，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等の収束に必要な容量に対

して十分である。基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）ポンプ及び残

留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）熱交換器について

は，原子炉建屋原子炉区域内に設置される設備であることから，想定される重大事

故等が発生した場合における原子炉建屋原子炉区域内の環境条件及び荷重条件を考

慮し，その機能を有効に発揮することができるよう，表 3.6-19 に示す設計である。 
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表 3.6-19 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

設置場所である原子炉建屋原子炉区域内で想定される温

度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐えられる性能を確認

した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水しない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 原子炉建屋原子炉区域内に設置するため，風（台風）及び

積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 

 

また，残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）は中央

制御室にて操作可能な設計である。残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プ

ール水冷却モード）の系統構成及び運転に必要な操作機器は，中央制御室で操作す

ることから，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能である。 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）については，

設計基準対象施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等においても使用

する設計である。また，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）については，

テストラインにより系統の機能・性能試験が可能な設計である。残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷却モード）ポンプについては，発電用原子炉の運転中又は停止中

に系統の機能・性能試験が可能な設計であり，発電用原子炉の停止中に分解検査及

び外観検査が可能な設計である。 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 


